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厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 
 総括研究報告書 

地域における感染症対策に係るネットワークの標準モデルを検証・推進するための研究 

研究代表者 田辺 正樹 三重大学医学部附属病院 感染制御部 准教授 

研究要旨 

平成 28年 6月に策定された薬剤耐性（AMR）対策アクションプランにおいて、地域の病

院と関係機関（診療所、薬局、高齢者施設、保健所、地方衛生研究所等）とが連携した地

域における総合的な感染症対策に係るネットワークの構築が求められているが、既存のネ

ットワークについては様々な形態があり、標準モデルは定まっていない。感染症対策のネ

ットワークを各地域で構築するため、具体的なモデルを提唱し、種々の AMR対策の効果に

ついて検証を行うのが本研究の目的である。 

初年度の平成 29年度は、全国のネットワークの構築状況を把握するため、47都道府

県・20指定都市の院内感染対策担当部局又は感染症対策担当部局の担当者を対象にアンケ

ート調査を実施した。 

三重県においては、平成 27年度に三重県感染対策支援ネットワーク（Mie Infection 

Control Newtork: MieICNet）（http://www.mie-icnet.org/）を構築し、AMR対策も含めた感染

症対策の地域連携を進めている。モニタリングとアクションを２つの柱として、様々な活

動を行っている。AMRに関するモニタリングとしては、県内の医療機関を対象に微生物サ

ーベイランス（Mie Nosocomial Infectious Surveillance: MINIS）と抗菌薬サーベイラ

ンス（Mie Antimicrobial Consumption Surveillance: MACS）を実施している。上記に加

え、本研究班では、レセプト情報・特定健診等情報データベース（NDB）を用いて全国の

抗菌薬使用量を網羅的に把握する取り組みも行っている。アクションとしては、感染予

防・管理と抗菌薬適正使用の２つを大きなテーマとして、医療従事者向け、高齢者施設向

け、市民向けに研修会を開催するなど教育・啓発活動を行っている。本年度の研究におい

てサーベイランスを実施するための仕組みや、教育・啓発方法を提示することができた。 

また、MieICNetの運営要綱、活動内容、講演資料、各種サーベイランスデータ等につい

ては、ホームページ上で公開しており、今回、全都道府県・指定都市を対象にアンケート

調査を行うことで、三重県での取り組みや AMR対策を含めた感染症対策に係る地域ネット

ワークの必要性について自治体担当者へ情報提供することができた。

研究分担者 

中村 明子（三重大学医学部附属病院 主任臨床検査技師） 

村木 優一（京都薬科大学 教授） 

鈴木 圭 （三重大学医学部附属病院 助教） 

新居 晶恵（三重大学医学部附属病院 副看護師長） 

1

http://www.mie-icnet.org/


A. 研究目的 

平成 24 年度の診療報酬改定により感染症対策

の地域連携が全国で行なわれるようになったが、

この連携は数病院単位の医療機関間連携であり、

薬剤耐性（AMR）対策アクションプランが求めてい

る地域の病院と多くの関係機関とが連携した総合

的な感染症対策のネットワークを構築するには、

より広域で組織的な体制整備が必要となる。 

全国の各地域において、感染症対策の地域ネッ

トワークを構築する上で参考となるよう、ネット

ワークの組織体制・活動内容及び構築のプロセス

を提示するとともに、種々の AMR 対策のうち、効

果のある活動を選定することが本研究の大きな目

的である。 

上記の大目標を達成するため、具体的には、①

全国各地の感染症対策に係る地域ネットワークの

構築状況・活動内容等を把握すること、②地域に

おける微生物サーベイランス・抗菌薬サーベイラ

ンスを実施するための体制を整備すること、③医

療機関・高齢者施設等の職員や市民を対象に抗菌

薬適正使用や感染症対策の教育・啓発方法を構築

することを研究の目的とした。   

 

B. 研究方法 

本研究は、（１）感染症対策に係る地域ネットワ

ークの構築状況に関する全国調査と（２）三重県

における取り組みの２部構成で実施した。 

（１）感染症対策地域ネットワークの全国調査 

感染症対策の地域ネットワークの標準モデルを

検討するにあたり、全国の感染症対策の地域ネッ

トワークの現状と課題を把握するため、アンケー

ト調査を実施した（資料１）。 

行政機関を含めたネットワークであることから、

アンケートの対象者は、都道府県・指定都市の院

内感染対策担当部局又は感染症対策担当部局とし

た。アンケートの実施にあたっては、研究代表者、

分担研究者に加え、三重県感染対策支援ネットワ

ーク（Mie Infection Control Newtork: MieICNet）

に関わる医療者、行政職員、また、他地域におい

て、AMR 対策や地域ネットワーク構築を推進して

いる専門家の医師にも協力いただき、できるだけ

多くの視点を踏まえて調査項目を設定した。本調

査は、研究代表者の田辺が主に担当した。 

 

（２）三重県における取り組み 

 MieICNetでは、図１に示される「アウトブレイ

ク発生時の支援」「感染対策相談」「微生物特殊検

査支援」「微生物・抗菌薬サーベイランス」「感染症

関連情報の共有」を主な事業として現在活動して

いる。本研究では、既存の取り組みに加え、新たに

実施する取り組みも含め、地域ネットワークで行

う各種事業の内容・体制構築のプロセスを整理し

た。 

 

図１ MieICNetのパンフレット 

 

 研究代表者の田辺は、三重県が実施主体となり、

業務の一部を三重大学が委託している MieICNet
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の事務局を担当した。中でも、改善支援班と三重

県内の病院・診療所・高齢者施設の感染対策担当

者を対象とした感染対策研修会を担当しており、

これらの取り組みについて整理した。 

 研究分担者の中村は、微生物サーベイランス

（ Mie Nosocomial Infectious Surveillance: 

MINIS）を担当しており、三重県内の医療機関を対

象とした微生物サーベイランスを実施するととも

に、サーベイランスシステム構築のプロセスを整

理した。また、AMR対策アクションプランの成果指

標への対応方法を検討した。 

 研究分担者の村木は、研究協力者の木村ととも

に、抗菌薬サーベイランス（Mie Antimicrobial 

Consumption Surveillance: MACS）を担当してお

り、三重県内の医療機関を対象とした抗菌薬サー

ベイランスを実施した。また、新たな取り組みと

して、研究協力者の山崎とともに、レセプト情報・

特定健診等情報データベース（NDB）を用いた網羅

的な抗菌薬使用量の調査方法を検討した。 

 研究分担者の鈴木は、新たな取り組みとして、

将来的に抗菌薬適正使用・感染症診療を支えてい

く屋台骨となる初期研修医を対象とした教育プロ

グラムを検討した。 

 研究分担者の新居は、MieICNet活動の一環とし

て、研究協力者の松島らが中心となって実施して

いる高齢者施設等の準備から終了までのプロセス

を整理した。また、新たな取り組みとして、薬剤耐

性（AMR）対策推進月間である 11 月を中心に市民

への啓発方法を検討した。 

（倫理面への配慮） 

本研究は体制整備についての研究であり、個人

が識別可能なデータは取り扱わないが、微生物デ

ータや抗菌薬データを扱う際には、データの漏洩

等のセキュリーティー対策を徹底するとともに、

データを公表に際は、施設名が特定できないよう

に配慮した。 

C. 研究結果

（１）感染症対策地域ネットワークの全国調査

平成 29年９月、47都道府県及び 20指定都市の

院内感染対策担当部局又は感染症対策担当部局の

担当者を対象にアンケート調査を実施し、「感染症

対策の地域ネットワークに関するアンケート調査

結果報告書」をとりまとめた（資料２）。本アンケ

ートでは、①既存のネットワークについての質問

と、②今後ネットワークを構築するにあたり、ど

のような形が望ましいか、あるべき論での質問の

２部構成とした。 

47都道府県のうち 37（79％）、20指定都市のう

ち 16（80％）より回答を得た。回答があった 37都

道府県のうち 24（51％）、16 指定都市のうち９

（56％）において、何らかのネットワークが構築

されていた。 

①感染症対策の地域ネットワークの現状

・都道府県 34、指定都市 12の計 46のネットワ

ークが構築されていた。 

・実施主体は、大学病院 26%、保健所 22%、県・

院内感染対策部局 18%、県市・感染症対策部局

14%などであった。15%において業務委託が行な

われていた。運営会議体は 80%で開催されてお

り、57%のネットワークは活動資金を有してい

た。 

・ネットワークの参加施設は病院が主な対象で

あったが、医科診療所や高齢者施設においても

40%程度のネットワークが対象としていた。 

・活動内容としては、講演会の開催、相談支援、

情報発信、訪問ラウンド、改善支援の順に行わ

れていた。また、各活動・費用支弁のスキーム

の実例を提示した。 

・対象としている感染症・感染対策としては、

薬剤耐性（AMR）対策、感染症対策全般、インフ

ルエンザ・ノロウイルス、アウトブレイク対応

の順に多かった。 

②感染症対策の地域ネットワークの今後

・自治体の 98％の担当者が感染症対策の地域
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ネットワークは必要との回答であった。

・ネットワークの地域単位として、都道府県・

二次医療圏・保健所単位など様々な回答があっ

たが、各単位が重層的となったネットワークが

良いとの意見も多くみられた。 

・実施主体については、都道府県の院内感染対

策部局・感染症対策部局が連携すると良いとの

回答が最も多く、市や病院との共同も含め、都

道府県が実施主体という回答が 70%であった。 

・ネットワークにおける都道府県・保健所・病

院（大学病院・感染症指定医療機関等）が果た

すべきと考えられる役割を列挙した。 

・対象とすべき施設として、病院・診療所は全

て対象との回答が、対象施設を限定するよりも

多かった一方、高齢者施設・保険薬局について

は、希望する施設を対象とする回答が多かった。 

・都道府県・指定都市の AMR対策アクションプ

ランが必要との回答は 47%、また、ネットワー

ク構築に関する国からの通知は 88%で必要、ネ

ットワーク構築に国からの補助は 96%で必要と

の回答であった。 

（２）三重県における取り組み

１．アウトブレイク発生時の改善支援、感染対策

相談支援 

三重県内の医療機関において感染防止対策加算

１を取得している医療機関の ICT（医師・看護師・

薬剤師・臨床検査技師）を中心に、改善支援班員

71 名、相談支援班員 11 名（改善支援班員から選

定）が登録されており、必要時、支援を行うことが

できる体制がとられている。 

 多くの専門家を改善支援班員として登録してい

るものの、これまで具体的な研修を実施できてい

なかったため、本年度は、午前中に実施する感染

対策研修会に続けて、同日の午後に改善支援班員

を対象とした研修会を実施した。内容としては、

改善支援班活動の概要、支援側の経験者の講演、

架空の事例をもとにしたグループワークを行った。

47名（医師 10名、看護師 17名、薬剤師 9名、臨

床検査技師 10名、保健師 1名）の参加があり、ア

ンケートでは以下のようなコメントがあった。

・今後もし改善支援班員として派遣された時の

対応のために役立った。

・多職種の集まりのため、知らない意見が聴け

て良かった。 

・グループでの話し合いと発表を通じていろい

ろな意見を聞き、多角的な考え方を知ることが

できた。 

・実際の支援内容を想定することができた。

事務局から改善支援依頼が来たら参加できます

かとの質問については、回答のあった 37 名中 27

名（73%）が「できる」「多分できる」と回答した。

改善支援班研修会は定期的に必要かとの質問には、

38名中 38名（100%）が必要との回答であり、経験

する機会が乏しい改善支援の実施に関するトレー

ニングは定期的に行っていく必要があると考えら

れた。 

２．感染対策担当者を対象とした感染対策研修会 

病院・診療所・高齢者施設の感染対策担当者を

対象とした研修会を年２回定期的に開催している。 

第 1 回の研修会では、毎年、前年度時に実施し

た各種事業（改善支援・相談支援・MINIS・MACS）

の報告を行っている（図２上段）。本年度の特別講

演は、診療所からみた感染症サーベイランスの活

用について、医師会所属の医師に講演していただ

いた。本研修会は、幅広い施設を対象としており、

知識レベルや興味も多様であるため、第１回の研

修会では、主に医師・看護師向け、薬剤師・臨床検

査技師向け、高齢者施設向けの３講演を設定し、

興味のある講演に参加していただく形とした。176

名（医師 24 名、歯科医師 1 名、看護師 75 名、保

健師 4 名、薬剤師 27 名、臨床検査技師 39 名、放

射線技師 2 名、介護福祉士 1 名、事務職 3 名）の

参加があった。 
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図２ MieICNet研修会パンフレット 

第２回の研修会では、三重県内で麻疹のアウト

ブレイクがあり、医療関係者の罹患例もあったこ

とから、麻疹アウトブレイクへの対応についての

紹介に続き、医療関係者へのワクチン接種および

HIV 曝露後の対応など職業感染防止を主なテーマ

とした（図２下段）。116名（医師 27名、獣医師 1

名、看護師 37 名、保健師 2 名、薬剤師 18 名、臨

床検査技師 27 名、介護福祉士 2 名、事務職 1 名、

その他１名）の参加があった。 

MieICNetでは、研修会に参加できなかった方に

も情報提供するため、MieICNetのホームページに

おいて感染対策研修会の資料を掲載している

（http://www.mie-icnet.org/lecture/）。 

３．微生物サーベイランス（MINIS） 

微生物サーベイランスについては、分担研究者

の中村が担当した。2017 年度上期は三重県内 100

病院のうち 40病院が参加し、16,508名分（572,560

株）のデータを収集した。MINISは、JANISフォー

マットのデータを取り込むことができるシステム

としているため、JANIS参加施設には、新たな業務

が発生せず、データ提出できる形となっている。

また、JANIS に参加していない病院もできるだけ

参加できるようデータ作成用ツールをホームペー

ジで提供している。中小病院のサーベイランス参

加施設数を増やすため、データ作成やパソコン操

作の支援も行っており、本年度は 5 病院に対して

技術的な支援も行った。 

還元情報としては、各医療機関に自施設のデー

タをフィードバックすることに加え、三重県全体・

病床規模別・地域別の３種類の還元情報を作成し、

MieICNet の研修会でフィードバックした。また、

本年度は、AMR 対策アクションプランの成果指標

を出せるようシステムを拡充した。2017年上期の

時点においては、耐性菌の全項目において、2020

年の目標値を達成していないことが分かった。 
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４．抗菌薬サーベイランス（MACS） 

抗菌薬サーベイランス（MACS）については、分担

研究者の村木が担当した。MACSは、抗菌薬使用動

向 調 査 シ ス テ ム （ Japan Antimicrobial 

Consumption Surveillance:JACS）を用いて実施し

ている。 

 本年度は 2015 年のデータを分析した。2015 年

の登録施設は 19 施設であり、2014 年調査時の 12

施設より増加した。参加医療機関を感染防止対策

加算１施設と２施設に分け、2014 年と 2015 年の

抗菌薬使用量（AUD）、抗 MRSA薬・カルバペネム系

薬・使用日数（DOT）を集計し比較した。抗菌薬使

用動向に関しては医療機関ごとに大きな差異があ

ることが判明した。還元情報としては、登録施設

にメールにてコメントを添え、結果を送付すると

ともに、全体の結果について MieICNetの研修会で

フィードバックした。

MACSはサーベイランスに参加した施設のデータ

の集計であり、県全体の抗菌薬使用量を把握する

には、網羅的な手法が必要となる。そこで、NDBを

用いて、三重県内の４つの二次医療圏（北勢、中

勢・伊賀、南勢・志摩、東紀州）における抗菌薬使

用動向の把握、および、全国の二次医療圏と比較

することを目的に、NDB第三者提供の申請を行い、

第 38 回レセプト情報等の提供に関する有識者会

議（2017 年 8月 10日開催）にて承認を得た。 

５．抗菌薬適正使用に関する教育 

抗菌薬適正使用に関する教育については、分担

研究者の鈴木が担当した。既存の MieICNetの活動

内容には、AMR対策アクションプランで示された 6

分野の 1 つである「抗微生物薬の適正使用」は含

まれていないため、抗菌薬適正使用の理解と、感

染症診療の基本を学ぶための教育プログラムの開

発に取り組んだ。本年度は初期研修医を対象とし

た教育プログラム（ Mie Master Courses of 

Infectious Diseases: MiMID）を立ち上げ、計４

回の研修会を開催した。 

４月、５月に実施した第１回・第２回の研修会

では、①臨床感染症の基本、②臨床的に重要な微

生物、③標準予防策と感染経路別予防策、④代表

的な静注抗菌薬の使い方・考え方について講義を

行った。また、７月に実施した第３回、12月に実

施した第４回では、これまでの内容を踏まえ症例

検討形式での議論を行った。 

MiMID の内容をもとに標準的な感染症診療・抗

菌薬適正使用の基本的事項をまとめた手引きの暫

定案を作成した。 

６．高齢者施設等を対象とした研修会 

高齢者施設等を対象とした研修会については、

分担研究者の新居が担当した。本年度は、三重県

内の老人保健施設・老人福祉施設を対象に、県下

３箇所で研修会を開催した。三重県内の老人保健

施設 64施設に対して、三重県老人保健施設協会よ

り、また、老人福祉施設 168 施設に対して、三重

県の担当部局よりメールにて研修会の周知を行っ

た。 

 三重県内の高齢者施設 232 施設に研修会の案内

を周知し、84 施設（全体の 36%）から 122 名の参

加があった。本研修会は、より具体的に感染対策

手技が学べるよう、感染対策の基礎レクチャーに

加え、個人防護具の着脱の実演や吐物処理演習、

またグループワークにて日常的な感染対策の疑問

等に関する情報交換を行うことで、満足度の高い

研修会を実施することができた。本分担研究では、

研修会の準備から終了後までの活動内容を整理し

た。 

７．市民への啓発活動 

市民への啓発活動については、分担研究者の新

居が担当した。本年度は、国の「薬剤耐性（AMR）

対策推進月間」である 11月を中心に、三重大学病

院感染制御部が主体となり、①ポスター等の啓発

資材の作成・周知、②市民公開講座など学習機会

の提供を行った。本年度の市民公開講座は、小学
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生とその保護者を主な対象と位置づけたため、小

学生にも興味がもつように AMR 関連のイメージキ

ャラクターを作成し、これらのキャラクターを使

ったチラシやスーパーボール、缶バッチ、マグネ

ット、バッグ、Tシャツ、のぼりなどの啓発グッズ

を作成した。 

 三重県内の病院、高齢者施設、保険薬局、津市内

の小学校にチラシとポスターを配布するとともに、

11 月の AMR 対策推進月間、及び、11/13-11/19 の

World Antibiotic Awareness Weekにあわせ、JR

津駅と近鉄津駅にポスターを掲示した。また、JR

津駅前にて市民公開講座のチラシの配布や津市内

の大型ショッピングセンターの催し物会場にてプ

レイベントを実施した。 

11月 23日（木・祝）に市民公開講座(上手に付

き合おう「バイキン」と「クスリ」～知っています

か「薬剤耐性菌」のこと～)を開催した。市民公開

講座では、講演のほか、手洗い演習や顕微鏡での

微生物観察など体験型のコーナーも設けた。 

本分担研究では、市民啓発活動の準備から終了

までの活動内容を整理した。 

 

D.考察 

本研究は、AMR対策アクションプランで求めら

れる地域の病院と関係機関とが連携した総合的な

感染症対策ネットワークを全国各地で構築できる

よう、三重県全域を対象地域として、地域モデル

を構築し、各種 AMR対策を実施するとともに、ネ

ットワーク構築のプロセスを提示した。 

ネットワークの組織体制や構築のプロセスを検

討する上で、全国調査を実施するとともに、具体

的な活動内容について三重県での取り組み状況を

とりまとめた。 

感染症対策の地域ネットワークは、2004 年に

厚生労働省の事業（院内感染対策支援ネットワー

ク事業）として開始された以降、多くの経緯を経

て現在に至っているため、各地域で既に構築され

ているネットワークにも様々な形態がある。そこ

で、全国の都道府県・指定都市の担当者を対象に

アンケート調査を実施した。 

アンケート結果および三重県でのネットワーク

構築のプロセスを含め検討すると、ネットワーク

構築にあたって検討すべき事項は以下のようにな

ると思われる。 

（１）地域単位と実施主体 

 地域単位については、自治体からの回答を集約

すると「都道府県を基本としつつ、指定都市、二

次医療圏単位、保健所単位など重階層的なネット

ワーク」が地域単位の１つの形態になると思われ

る。しかし、大都市など、必ずしも上記が適当と

は言えない地域もあるため、都道府県内におい

て、区分けをする場合は、地域の事情に応じて検

討していくことになると思われる。 

実施主体については、都道府県・指定都市など

自治体がネットワークの枠組みづくりを担う一方

で、医学的内容など医療関係者が主体的にかかわ

るべき事項も多いため、自治体が実施主体とな

り、中核的な病院へ業務委託をするなど、自治体

と医療機関が共同して運営を担っていくのが望ま

しいと考えられた。また、都道府県・指定都市内

での役割分担については、内容的に、院内感染対

策部局と感染症対策部局の両部局に関わることが

多いため、両部局が連携して実施していくのが良

いと思われる。 

保健所の役割については、二次医療圏単位や保

健所単位などでネットワークを構築する際に、地

域の関係機関のコントロールタワー的な役割が期

待されているとの意見が多く見られた。 

（２）ネットワークの運営会議 

各地域においてネットワーク構築を行っていく

上で、方針を決定する運営会議体が必要となる。

運営会議の構成員として、医療関係者（ICT）が

主体となっているネットワークが多かったが、保

健所、地方衛生研究所、感染症所管部署、医療法

所管部署など、関係する行政部署を含めておくこ

とや、ネットワークの周知や講演会の案内など

7



を、関連する地域内のすべての組織・施設に周知

する上で、医療関連団体を構成員に含めておくこ

とも重要と考えられる。 

（３）対象とすべき施設 

ネットワークによっては、参加施設を募り、登

録した施設のみを対象としている例もあるが、感

染防止対策加算を算定していない医療機関、診療

所、高齢者施設なども含めた総合的なネットワー

ク構築を検討する上では、地域内の施設すべてを

対象とするのが望ましいと思われる。 

施設としては、病院、医科診療所、歯科診療

所、高齢者施設、保険薬局を選択肢として挙げた

が、対象が広がるとネットワークの運営も困難と

なるため、病院から始め、診療所、高齢者施設

へ、また歯科領域も含めるなど、段階的に対象を

広げていくのも一つの方法と思われる。 

（４）ネットワークの活動内容 

ネットワークの活動内容としては改善支援、相

談支援、訪問ラウンド・訪問実地調査、微生物検

査の支援、微生物サーベイランス、抗菌薬サーベ

イランス、講演会の開催、出張講演、ホームペー

ジでの情報発信を選択肢として挙げたが、各地域

で様々な取り組みが行われていることが分かっ

た。講演会の開催やホームページ等での情報発信

は、実施しているネットワークも多く、活動の基

本になると考えられる。改善支援、相談支援は、

地域ネットワークの役割として重要な内容となる

が、病院等で勤務する医療者が本来業務以外で活

動することとなるため、依頼のスキームや費用の

支弁が課題となる。各ネットワークにおいて様々

な方法がとられていたため、事例の紹介を行っ

た。微生物サーベイランス・抗菌薬サーベイラン

スも活動内容の一つとして挙げられる。これらは

技術面・資金面で難易度の高い内容であり、様々

な工夫をしながら実施している状況がうかがわれ

た。各地域で独自のサーベイランスシステムを構

築するのも 1つの方法であるが、国全体で地域の

情報を集約するシステムを構築する動き（Japan 

Surveillance for Infection Prevention and 

Healthcare Epidemiology: J-SIPHE）もあるた

め、国の動向もみながら検討していくことになる

と思われる。どのような仕組みであっても、得ら

れたサーベイランスデータを解釈し、改善へとつ

なげていく必要があり、データを検討する場を設

けることも重要である。 

（５）対象とすべき感染症・感染対策 

既存のネットワークでは、AMRに限らずさまざ

まな感染症・感染対策を対象としていることが分

かった。ネットワークが対象とすべき感染症・感

染対策をどのように設定するかによって、ネット

ワークの枠組みも異なってくるため、ネットワー

ク構築を行っていく上で、この項目の設定も重要

な要素の一つと思われる。院内感染対策と AMR対

策は共通する内容も多いため、院内感染対策のた

めのネットワーク、AMR対策のためのネットワー

クなど、対象とすべき感染症・感染対策ごとにネ

ットワークを構築することは現実的ではないた

め、AMR対策と感染対策を組みあわせ、参加者が

興味をもってもらえるよう内容にすると良いと思

われる。 

 

ネットワークの構築にあたっては、どのような

ネットワークにするかその方向性を決めた上で、

継続的に運営していくための規約（運営要綱な

ど）の策定と資金面の確保が課題となる。 

三重県においては、県下全域の医療機関を対象

とした感染症対策支援ネットワークの構築を目指

して、平成 26年度よりワーキンググループを設

置し、方向性を検討した後、運営要綱

（http://www.mie-icnet.org/about/）を定め、平成 27

年 11月に三重県感染対策支援ネットワーク（Mie 

Infection Control Network ：MieICNet）を発足

させた。体制としては、三重県医療対策局医務国

保課（院内感染対策部局）が事務局となり、県医

師会・県病院協会・県看護協会・県薬剤師会及び

県病院薬剤師会・県臨床検査技師会・県獣医師
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会・県健康福祉部薬務感染症対策課・県保健環境

研究所・県保健所長会からの委員で構成された運

営委員会のもと、三重大学病院が委託を受け実務

を担当する形で運営を開始した。資金面について

は、厚生労働省院内感染対策地域支援ネットワー

ク事業（国費 1/2、県費 1/2）を用いることとし

た。 

その後、AMR対策アクションプランが策定さ

れ、高齢者施設も含めた総合的なネットワーク構

築が求められたため、平成 29年度より運営委員

に三重県高齢者施設協会からの推薦者を追加し

た。また、平成 30年度からは、三重県高齢者福

祉施設協会及び三重県歯科医師会からの推薦者も

運営委員に追加することとしている。 

 

ネットワークで行う活動内容、及び、その実施

方法については、全国を対象としたアンケート調

査結果報告書（資料２）および分担研究報告書で

整理した。 

平成 29年度の MieICNetでの取り組みとして

は、改善支援を円滑に実施することを目的に改善

支援班員向けの研修会を実施した。サーベイラン

スについては、三重県内の医療機関を対象とした

微生物サーベイランス・抗菌薬サーベイランスを

継続するとともに、微生物サーベイランスシステ

ムの拡充や NDBを用いた抗菌薬使用動向調査に着

手した。教育・啓発面では、初期研修医向けの教

育方法の検討、高齢者施設等の職員を対象とした

演習型の研修会の実施、及び、市民向けの啓発に

取り組んだ。 

当研究班の紹介と AMR対策の啓発を兼ね、三重

大学の広報誌（三重大 X）に概要を掲載した（資

料３）。三重大 Xは三重大学のホームページ

（http://www.mie-u.ac.jp/report/x.html）への掲載に

加え、名古屋－大阪間の特急電車の座席を含め、

県内各所に冊子が配布されるため、一定の啓発効

果があったものと思われる。 

 

E.結論 

平成 27年度から実施している三重県における

感染症対策の地域ネットワーク（MieICNet）の活

動を基軸に、研究班として活動内容を拡充するこ

とができた。また、全国の自治体にアンケート調

査を実施することで、全国各地のネットワークの

構築状況・今後の方向性を示すことができた。 

一方で、アンケートにあった以下のコメント

「地域ネットワークについては、歴史的経緯、大

学の力量、地域の状況などが地域によって多様で

あり、一律に決めることは難しい。また、単一の

組織構築によって必ずしもすべての目的・機能が

果たされるわけではない。したがって、基本的な

形を提示しながらも、地域における多様性、重層

性、相補性を認めていくことも必要である。」に

象徴されるように、一律の標準化が正しい方向と

は限らないため、本研究報告書でとりまとめた、

さまざまな情報を参考に、各地域において、感染

症対策のネットワークが構築・発展していければ

良いと考えている。 

 

F.健康危機情報 

 特になし 

 

G.研究発表 

1. 論文発表 

1)  Yamasaki D, Tanabe M, Muraki Y, Kato G, 
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National Database Based on Health 

Insurance Claims Data (2011-2013): 

Comparison with Sales Data, and Trend 

Analysis Stratified by Antimicrobial 

Category and Age Group. Infection 22, 

doi: 10.1007/s15010-017-1097-x 

2. 学会発表 

1) Tanabe M，Muraki Y，Yamasaki D，Kato G，

Yagi T. Geographical analysis of 
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using the National Database of Health 

Insurance Claims and Specific Health 

Checkups of Japan (NDB JAPAN) 2011-2013. 

IDWeek 2017 (San Diego， CA)，(2017. 10) 

2) Yamasaki D，Tanabe M，Muraki Y，Kato G，

Yagi T. Age-specific Distribution of

Antimicrobial Use Surveillance using

National Database of Health Insurance

Claims and Specific Health Checkups of

Japan (NDB Japan) 2011-2013. IDWeek 2017

(San Diego， CA)，（2017.10）

3) 田辺正樹、村木優一、山崎大輔、八木哲也. ナ

ショナールデータベース（ＮDB）を用いた地域

別抗菌薬使用量調査. 第 65回日本化学療法学

会西日本支部総会 (長崎), (2017.10) 

4) 山崎大輔、田辺正樹、村木優一、大曲貴夫、

八木哲也. ナショナールデータベースを用

いた抗菌薬使用量動向調査-卸データとの比

較、年齢階級別の解析- 第 33 回日本環境感

染学会・学術集会 (東京), (2018.2)

5) 木村匡男. 管理職兼務としての感染制御専門

薬剤師の役割～薬剤部門と感染部門をどうマ

ネジメントしていくか～. 第 65回日本化学療

法学会学術集会. シンポジウム 8「市中病院で

実践する Antimicrobial Stewardship―多職

種の連携と薬剤師の役割―」（東京）, (2017.4) 

6) 新居晶恵. 「三重県感染対策支援ネットワー

ク（MieICNet）の事務局を担当して」日本感染

管理ネットワーク東海北陸支部第 25回定例会.

（愛知）,（2017.11）

7) 中村明子、別所裕二、海住博之、安田和成、山

崎大輔、新居晶恵、田辺正樹. 三重県感染対策

ネットワーク（MieICNet）における検査技師の

活動について.第 33回日本環境感染学会総会・

学術集会（一般演題）.(東京),（2018.2） 

H.知的財産権の出願・登録状況

1. 特許取得

特になし

2. 実用新案登録

特になし

3.その他

特になし 
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感染症対策の地域ネットワークに関する 

アンケート調査票

資料１
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平成 29 年 9 月 1 日 
各都道府県・指定都市 

院内感染対策担当部局又は感染症対策担当部局

ご担当者様

感染症対策の地域ネットワークに関するアンケート調査へのご協力のお願い

三重大学医学部附属病院 感染制御部長

田辺 正樹

謹啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。

 本アンケートは、平成２９年度厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進

研究事業）「地域における感染症対策に係るネットワークの標準モデルを検証・推進するための研究」の

一環として、実施させていただくものです。

 感染症対策の地域ネットワークは、平成１６年に厚生労働省の事業（院内感染対策地域支援ネットワ

ーク事業）として開始され、各地域においてさまざまな取組みが行なわれています。その後、平成２４

年に感染防止対策加算が「感染防止対策加算１・２」、「感染防止対策地域連携加算」に改訂されたこと

を受け、医療機関の連携が全国で広がりました。しかし、中小規模の医療機関を中心に感染防止対策加

算を算定していない医療機関も多く、これらの医療機関をカバーする地域連携の枠組みが求められてい

ます（平成２７年４月１日付け厚生労働省医政局地域医療計画課事務連絡「『薬剤耐性菌対策に関する提

言』の送付について」参照）。

 平成２８年４月に日本の薬剤耐性（ＡＭＲ）対策アクションプランが策定されました（厚生労働省ウ

ェブサイト「薬剤耐性（ＡＭＲ）対策について」http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000120172.html

を参照）。この中で、感染予防・管理に関しては、地域の病院と関係機関（診療所、薬局、高齢者施設、

保健所、地方衛生研究所等）とが連携した総合的な感染症対策ネットワークの具体的な活動モデルを構

築し、段階的に全国で整備を行なっていく方針が示されました。

 本研究班は、ＡＭＲ対策を促進する「感染症対策の地域ネットワーク」の標準モデルを確立すること

を目的としており、モデルを提示するにあたり、全国の感染症対策の地域ネットワークの現状と課題を

把握したいと考えております。

感染症対策の地域ネットワークは、当初、院内感染対策の枠組みで始まりましたが、ＡＭＲ対策にお

いては、医療機関の枠組みを超え、高齢者施設なども含むネットワークの構築が求められており、都道

府県・指定都市庁内においても、部署がまたがる可能性が考えられます。このため、都道府県・指定都

市庁内において、調整いただき、主たる部署よりご回答いただければ幸いです。また、外部の機関が中

心的役割を担っている都道府県・指定都市においては、主に感染症対策の地域ネットワークの運営に携

わっている担当者にもご相談頂き、都道府県・指定都市庁にてご回答ください。

 本アンケートで得られた内容は、研究報告書として記載されるほか、学会や論文などにおいて公表さ

れますことをご承知おきください。なお、都道府県・指定都市名やウェブ上などで公開されている情報

は記載しますが、アンケートでお答えいただいた公開されてない具体的な施設名などは報告書に記載し

ません。ご多忙中とは存じますが、アンケートへのご協力のほど、何とぞ宜しくお願いいたします。

謹白
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【研究者】

研究代表者 田辺 正樹（三重大学医学部附属病院 感染制御部 部長、感染症内科 科長）

分担研究者 鈴木 圭  （三重大学医学部附属病院 感染症内科 副科長）

分担研究者 新居 晶恵（三重大学医学部附属病院 感染制御部 感染管理認定看護師）

分担研究者 村木 優一（京都薬科大学 医療薬科学系 臨床薬剤疫学分野 教授）

分担研究者 中村 明子（三重大学医学部附属病院 感染制御部、中央検査部 主任臨床検査技師）

研究協力者 賀来 満夫（東北大学大学院医学系研究科 総合感染症学分野 教授）

研究協力者 村上 啓雄（岐阜大学医学部附属病院 生体支援センター 教授）

研究協力者 八木 哲也（名古屋大学医学部附属病院 中央感染制御部 教授）

研究協力者 柳原 克紀（長崎大学大学院医歯薬学総合研究科病態解析・診断学分野 教授）

研究協力者 大曲 貴夫（国立国際医療研究センター病院 国際感染症センター長）

研究協力者 植嶋 一宗（三重県松阪保健所 所長） 

研究協力者 松島 由実（岡波総合病院 副看護部長、感染管理認定看護師） 

研究協力者 木村 匡男（鈴鹿回生病院 薬剤管理課 課長） 

研究協力者 山崎 大輔（三重大学医学部附属病院 感染制御部 薬剤師） 

研究協力者 林 美知代（三重県健康福祉部医療対策局医務国保課 医務・県立病院・看護大学班 主幹） 

【同封書類・ご記入方法】

１．感染症対策のための地域ネットワークに関するアンケート調査＜Ⅰ. 基本情報＞（回答票 A） 
２．感染症対策のための地域ネットワークに関するアンケート調査＜Ⅱ. 現状＞（回答票 B-1、B-2、B-3） 
３．感染症対策のための地域ネットワークに関するアンケート調査＜Ⅲ. 今後＞（回答票 C） 
４．（参考）回答例（回答票 A、B） 
５．（参考資料）厚生労働省事務連絡・AMR 対策アクションプラン（抜粋） 

・回答票 B は、感染症対策の地域ネットワークがある場合、回答してください。複数のネットワーク

がある場合は、参加施設の多いネットワークを３つ選択し、それぞれ回答票 B-1, B-2, B-3 に記載して

ください。回答票 A, C はすべての都道府県・指定都市において記載してください。

・電子媒体での記入をご希望の場合は、三重県感染対策支援ネットワーク（MieICNet）のウェブサイ

ト（http://www.mie-icnet.org/）から資料をダウンロードし、記入したものをプリントアウトし郵送

していただくか、電子媒体を m-tanabe@clin.medic.mie-u.ac.jpまでメールにてご提出ください。

・郵送される場合は、同封されている封書をご使用ください。

【ご提出期限】

平成２９年１０月２日（月）

【連絡先（問い合わせ先）】

〒514-8507 三重県津市江戸橋 2-174 

三重大学医学部附属病院 感染制御部 

 TEL 059-231-5436 FAX 059-231-5308 

E-mail m-tanabe@clin.medic.mie-u.ac.jp
 担当 田辺 正樹 

13

http://www.mie-icnet.org/
mailto:m-tanabe@clin.medic.mie-u.ac.jp
mailto:m-tanabe@clin.medic.mie-u.ac.jp


回答票 A 

【 感染症対策の地域ネットワークに関するアンケート調査 ＜Ⅰ. 基本情報＞ 】 

Ⅰ．基本情報 

１．都道府県・指定都市名をご記入ください。 

（        ）

２．回答部署、ご回答者氏名、問い合わせの際の連絡先をご記入ください。 

回答部署（ ）

ご回答者氏名（ ）

連絡先：TEL（       ）、メールアドレス（  ）

３．都道府県・指定都市内において 感染防止対策加算
．．．．．．．．

・地域連携加算
．．．．．．

の枠組みを超えた
．．．．．．．．

「感染症対策」

または「ＡＭＲ対策」のための地域ネットワーク（注１）がすでに構築されていますか？  

あてはまるもの１つに○をつけてください（範囲、規模、内容、都道府県・指定都市庁の関与の有無

を問わず、何らかの取組み（注２）が行なわれていれば、“はい”でお答えください）。

A（  ）はい（複数ある） 

→ （   ）個  （→ 回答票 B へお進みください。参加施設の多いネットワークを３つ

まで選択し、各ネットワークについて、回答票 B-1、B-2、B-3
にそれぞれご回答ください。なお、B-1,B-2, B-3は同じものです。） 

B（ ）はい（１つある）（→ 回答票 B-1 へお進みください。） 
C（ ）いいえ・わからない （→ 回答票 C へお進みください） 

（注１）今回の調査は、感染防止対策加算および地域連携加算のネットワークに関する調査ではありません。

また、厚生労働省が平成 9 年 3 月に策定（平成 25 年 10 月一部改正）した感染症健康危機管理実施要

綱に基づく危機管理ネットワークは含みません。

（注２）例えば、１職種による感染対策相談なども含みます。感染症対策の地域ネットワークとして何らか

の取組みがあれば、“はい”でお答えください。
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回答票 B 

【 感染症対策の地域ネットワークに関するアンケート調査 ＜Ⅱ. 現状＞ 】 

ネットワークが複数ある場合、各ネットワークについて、回答票 B1, B2, B3 にそれぞれ記載してく

ださい

Ⅰ．基本情報 

都道府県・指定都市名をご記入ください。 

（        ）

Ⅱ 感染症対策の地域ネットワークの現状について 

４．感染症対策の地域ネットワークにおいて、ホームページがある場合や、運営要綱・事業報告などが

ウェブサイトに公開されている場合は、名称、URL、検索キーワードなどをご記入ください。

５．感染症対策の地域ネットワークは、どのような地域単位で構築されていますか？ あてはまるもの

１つに○をつけてください。

A（  ）都道府県全域を対象

B（  ）指定都市全域を対象

C（  ）都道府県・指定都市内の特定の地域

（具体的な地域を記載してください：   ） 
D（  ）都道府県を超えた地域

（具体的な地域を記載してください： ） 
E（  ）その他（具体的な内容を以下に記載してください）

６．感染症対策の地域ネットワークの実施主体はどこですか？ あてはまるもの１つに○をつけてくだ

さい。

A（  ）都道府県・医療法所管部署（院内感染対策担当）

B（  ）指定都市・医療法所管部署（院内感染対策担当）
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回答票 B 

C（  ）都道府県・感染症法所管部署

D（  ）指定都市・感染症法所管部署

E（  ）保健所

（具体的な保健所名を記載してください：    ） 
F（  ）都道府県・指定都市医師会

E（  ）都道府県・指定都市病院協会

F（  ）大学病院

（具体的な施設名を記載してください： ） 
G（  ）大学病院以外の医療機関

（具体的な施設名を記載してください： ） 
H（ ）NPO 法人 
（具体的な法人名を記載してください： ） 

I （  ）その他の団体（感染管理認定看護師のネットワークなど）

（具体的な団体名を記載してください： ） 
J（  ）その他（具体的な内容を以下に記載してください）

７．実施主体とは別の組織に業務委託を行っていますか？ あてはまるもの１つに○をつけてください。 
A（  ）業務委託している 

（具体的な組織名を記載してください： ） 
B（  ）業務委託していない

８．感染症対策の地域ネットワークにおいて、活動の資金はありますか？ あてはまるもの１つに○を

つけてください。

A（  ）ある

B（  ）ない （→ 質問１０へお進みください）

９．質問８において、「ある」場合、出資源と金額（単年度あたり）を記載してください。あてはまるも

の全てに○をつけてください（複数回答可）。 複数から資金援助がある場合や立ち上げに費用がかか

った場合などは、F その他の欄に詳細を記載してください。 
A（  ）医療提供体制推進事業費補助金（いわゆる「統合補助金」）の対象事業の１つ「院内感染

対策地域支援ネットワーク事業」 

  （金額（総額）：   千円）
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回答票 B 

B（  ）都道府県・指定都市費

  （金額： 千円）

C（  ）各施設からの参加費

  （総額：  千円、 １施設あたり：  ）

D（  ）寄付金

  （総額：  ）

E（  ）研究費等の外部資金

  （厚生労働科学研究など、具体的な出資源： 、 総額    千円）

F（  ）その他（具体的な内容を以下に記載してください。）

１０．感染症対策の地域ネットワークの運営を検討するための会議体はありますか？ あてはまるもの

１つに○をつけてください。

A（  ）はい

B（  ）いいえ （→ 質問１２へお進みください）

１１．質問１０において、「ある」場合、構成員のメンバー構成を記載ください。あてはまるもの全てに

○をつけてください（複数回答可）。

A（  ）都道府県・指定都市医師会からの推薦者

B（  ）都道府県・指定都市病院協会からの推薦者

C（  ）都道府県・指定都市看護協会からの推薦者

D（  ）都道府県・指定都市薬剤師会からの推薦者

E（  ）都道府県・指定都市病院薬剤師会からの推薦者

F（  ）都道府県・指定都市臨床検査技師会からの推薦者

G（  ）都道府県・指定都市獣医師会からの推薦者

H（  ）都道府県・指定都市歯科医師会からの推薦者

I（  ）都道府県・指定都市老人保健施設協会からの推薦者

J（  ）都道府県・指定都市老人福祉施設協会からの推薦者

K（  ）保健所長会からの推薦者

L（  ）地方衛生研究所（感染症情報センターを含む。）からの推薦者

M（  ）都道府県・指定都市感染症所管部署職員

N（  ）都道府県・指定都市医療法所管部署職員

O（  ）感染症（感染症診療・感染対策）を専門とする医師

P（  ）微生物を専門とする医師
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回答票 B 

Q（  ）公衆衛生を専門とする医師

R（  ）その他医師 （専門領域：  ）

S（  ）感染管理を専門とする看護師

T（  ）その他看護師 （専門領域： ）

U（  ）抗菌化学療法を専門とする薬剤師

V（  ）その他薬剤師 （専門領域： ）

W（  ）微生物を専門とする臨床検査技師

X（  ）その他臨床検査技師（専門領域： ）

Y（  ）その他（具体的な内容を以下に記載してください）

１２．感染症対策の地域ネットワークの参加施設はどのような施設を対象としていますか？ あてはま

るもの全てに○をつけてください（複数回答可）。

A（  ）病院（感染防止対策加算を取得）

B（  ）病院（感染防止対策加算を取得していない）

C（  ）医科診療所

D（  ）歯科診療所

E（  ）老人保健施設

F（  ）老人福祉施設

G（  ）保険薬局

H その他（具体的な内容を以下に記載してください） 

１３．感染症対策の地域ネットワークの参加施設をどのように選定していますか？ あてはまるもの１

つに○をつけてください。

A（  ）対象地域であればすべての施設を対象

B（  ）登録した施設（参加希望のある施設）を対象

C（  ）一定の基準を満たした施設（感染防止対策加算所得など参加希望以外の一定の基準をもと

に選定）を対象

（具体的な基準を記載してください： ） 
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回答票 B 

D（  ）その他（具体的な内容を以下に記載してください）

１４．感染症対策の地域ネットワークの活動内容を記載してください。あてはまるもの全てに○をつけ

てください（複数回答可）。

A（  ）改善支援（アウトブレイクなどが発生した際に専門家を派遣し、原因究明、改善策立案な

どの支援を行うもの） （○の場合、質問１５へ）

B（ ）相談支援（感染対策に関連した質問を電話・FAX・メールなどで受け付け、専門家が回答

するもの） （○の場合、質問１６へ）

C（  ）訪問ラウンド・訪問実地指導（アウトブレイクなどが発生しているわけではないが、感染

対策の向上を目的として専門家が病棟などをラウンドし実地指導を行うもの） （○の場合、質問

１７へ）

D（  ）微生物検査の支援（各施設で実施できない微生物検査の支援を行うもの） 

（○の場合、質問１８へ）

E（  ）微生物サーベイランス（各施設の微生物データを集め、地域のデータを算出するもの）

（○の場合、質問１９へ）

F（  ）抗菌薬サーベイランス（各施設の抗菌薬使用データを集め、地域のデータを算出するもの）

（○の場合、質問２０へ）

G（  ）講演会の開催

H（  ）出張講演（施設からの要望に応じて、各施設での感染対策講習会に講師を紹介するもの） 
I（  ）ホームページやメールなどで感染症情報を発信

J（  ）その他（具体的な内容を以下に記載してください）
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回答票 B 

１５．質問１４で改善支援を行っている場合、派遣依頼はどのように行い、交通費・日当などはどのよ

うに支払っていますか？ （具体的な内容を以下に記載してください）

１６．質問１４で相談支援を行っている場合、謝金は支払っていますか？ 支払っている場合は、どの

ように支払っていますか？（具体的な内容を以下に記載してください）

１７．質問１４で訪問ラウンド・訪問実地指導を行っている場合、謝金は支払っていますか？ 支払っ

ている場合は、どのように支払っていますか？（具体的な内容を以下に記載してください）

１８．質問１４で微生物検査支援を行っている場合、費用はどのようにしていますか？ 依頼施設から

徴収している場合は、どのような仕組みにしていますか？（具体的な内容を以下に記載してください） 
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回答票 B 

１９．質問１４で微生物サーベイランスを行っている場合、費用はどのようにしていますか？ 各施設

から徴収している場合は、どのような仕組みにしていますか？（具体的な内容を以下に記載してくだ

さい）

２０．質問１４で抗菌薬サーベイランスを行っている場合、費用はどのようにしていますか？ 各施設

から徴収している場合は、どのような仕組みにしていますか？（具体的な内容を以下に記載してくだ

さい）

２１．感染症対策の地域ネットワークでは、どのような感染症・感染対策を対象としていますか（講演

会での内容を含む。）？ あてはまるもの全てに○をつけてください（複数回答可）。

A（ ）薬剤耐性（AMR）対策 
B（  ）インフルエンザ・ノロウイルス

C（  ）新型インフルエンザ

D（ ）一類・二類感染症（エボラ出血熱、MERS など） 
E（  ）デング熱、ジカ熱、麻疹など、その都度問題となった感染症

F（  ）結核

G（ ）HIV 
H（  ）針刺し

I（  ）ワクチン接種

J（  ）サーベイランス（地域の感染症流行状況）

K（  ）アウトブレイク対応

L（  ）感染対策全般（手指衛生、個人防護具など）

M（  ）感染症診療の教育

N（  ）啓発（学校・県民など医療者以外）

O（  ）その他 （具体的な内容を以下に記載してください）
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回答票 B 

２２．現在の感染症対策の地域ネットワークの課題、今後改善すべき点、改善するために必要な事項等、

お気づきの点を記載してください。 
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回答票 C 

【 感染症対策の地域ネットワークに関するアンケート調査 ＜Ⅲ. 今後＞ 】 

Ⅰ．基本情報 

都道府県・指定都市名をご記入ください。 

（        ）

Ⅲ 今後の｢感染症対策の地域ネットワーク｣の構築に向けて 

以下の質問については、感染症対策の地域ネットワークが“ない”地域においても、今後ネットワーク

を構築することを検討した場合、また、すでに感染症対策の地域ネットワークが“ある”地域において

は、どのような形が望ましいが、あるべき論で記載してください。

２３．AMR 対策アクションプランを知っていますか？（回答している行政担当者自身の状況でお答えくだ

さい） あてはまるもの１つに○をつけてください。

A（  ）知っている

B（  ）知らない（知らなかった）

２４．AMR 対策アクションプランで地域ネットワークの構築について記載されていることを知っていま

すか？（回答している担当者自身の状況でお答えください） あてはまるもの１つに○をつけてくだ

さい。

A（  ）知っている

B（  ）知らない（知らなかった）

２５．感染症対策の地域ネットワークは全ての地域で必要と思いますか？（回答している担当者自身の

状況でお答えください）あてはまるもの１つに○をつけてください。

A（  ）必要と思う

B（  ）必要ないと思う（理由を以下に記載してください）

２６．感染症対策の地域ネットワークは、どのような地域単位で実施すべきと思いますか？ 

23



回答票 C 

２７．感染症対策の地域ネットワークは、どのような実施主体で実施すべきと思いますか？（都道府県・

指定都市が実施主体となる場合、具体的な担当部署（医療法所管部署、感染症法所管部署など）を記載

してください）

２８．感染症の地域ネットワークにおいて、都道府県・指定都市はどのような役割を担うべきと思いま

すか？  

２９．感染症対策の地域ネットワークにおいて、保健所はどのような役割を担うべきと思いますか？ 

３０．感染症対策の地域ネットワークにおいて、大学病院や感染症指定医療機関など中核的な医療機関

はどのような役割を担うべきと思いますか？

３１．感染症対策の地域ネットワークは、どのような施設を対象とすべきと思いますか？ あてはまるも

の全てに○をつけてください（複数回答可）。

A（  ）すべての病院

B（  ）病院（感染防止対策加算を取得している施設のみ）

C（  ）病院（ネットワークへの参加を希望する施設のみ）

D（  ）すべての医科診療所

E（  ）医科診療所（ネットワークへの参加を希望する施設のみ）
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回答票 C 

F（  ）すべての歯科診療所

G（  ）歯科診療所（ネットワークへの参加を希望する施設のみ）

H（  ）すべての高齢者施設（老人保健施設・老人福祉施設）

I（  ）高齢者施設（ネットワークへの参加を希望する施設のみ）

J（  ）すべての保険薬局

K（  ）保険薬局（ネットワークへの参加を希望する施設のみ）

L（  ）その他（具体的な内容を以下に記載してください）

３２．感染症対策の地域ネットワークでは、どのような感染症・感染対策を対象とすべきと思いますか

（講演会での内容を含む。）？ あてはまるもの全てに○をつけてください（複数回答可）。

A（ ）薬剤耐性（AMR）対策 
B（  ）インフルエンザ・ノロウイルス

C（  ）新型インフルエンザ

D（ ）一類・二類感染症（エボラ出血熱、MERS など） 
E（  ）デング熱、ジカ熱、麻疹など、その都度問題となった感染症

F（  ）結核

G（ ）HIV 
H（  ）針刺し

I（  ）ワクチン接種

J（  ）サーベイランス（地域の感染症流行状況）

K（  ）アウトブレイク対応

L（  ）感染対策全般（手指衛生、個人防護具など）

M（  ）感染症診療の教育

N（  ）啓発（学校・県民など医療者以外）

O（  ）その他 （具体的な内容を以下に記載してください）
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回答票 C 

３３．AMR 対策を都道府県・指定都市単位で進めることを検討した場合、都道府県・指定都市のアクシ

ョンプランの作成は必要と思いますか？ あてはまるもの１つに○をつけてください。

A（  ）必要 （アクションプランを定めたほうが進めやすい）

B（  ）不要 （都道府県単位でアクションプランがなくても進められる）

C（ ）不要 （医療機関が自主的に AMR 対策をすべきである） 
  Ｄ（  ）その他（具体的な内容を以下に記載してください）

３４．AMR 対策を一つの目的として感染症対策の地域ネットワークを都道府県・指定都市単位で構築す

るにあたり、国から通知等で依頼は必要（あった方が良い）ですか？ あてはまるもの１つに○をつ

けてください。

A（  ）必要（あった方が良い）

B（  ）不要 

C（  ）その他（具体的な内容を以下に記載してください）

３５. 都道府県・指定都市が感染症対策の地域ネットワークの構築を進める場合、国からの補助は必要

（あった方が良い）ですか？ あてはまるもの１つに○をつけてください。

A（  ）必要（あった方が良い）

B（  ）不要 

C（  ）その他（具体的な内容を以下に記載してください）
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回答票 C 

３６．全体を通じて、感染症対策の地域ネットワークについて、お気づきの点がございましたら自由に

記載してください。 

アンケートは以上です。お疲れ様でした。

ご協力、誠にありがとうございました。
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● 本報告書のポイント

１）感染症対策の地域ネットワークについて整理した（p1-7）。

・2004 年～厚生労働省院内感染対策地域支援ネットワーク事業が開始、現在も医療提

供体制推進事業費補助金（統合補助金）の運営事業の一つとして継続されている。 

・2011 年厚生労働省通知において、医療機関関連携の構築について言及され、2012 年

の診療報酬改定において、「感染防止対策加算・地域連携加算」が新設された。 

  ・2015 年厚生労働省事務連絡において、感染防止対策加算の有無に関わらない地域連携

ネットワーク、また、2016年 4 月の「薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン」におい

て、地域における総合的な感染症対策ネットワークの構築について言及された。 

２）都道府県・指定都市の院内感染対策または感染症対策の担当者あてにアンケート調

査を実施した（回答率：80％程度）。37都道府県のうち 24（51%）、16指定都市のう

ち 9（56%）の自治体において、何らかのネットワークが構築されていた（p8)。 

３）都道府県・指定都市の主なネットワーク 46（都道府県 34、指定都市 12）の現状を

整理した（p9-23）

・実施主体は、大学病院 26%、保健所 22%、県・院内感染対策部局 18%、県市・感染症対

策部局 14%などであった。15%において業務委託が行なわれていた。運営会議体は 80%で

開催されており、57%のネットワークは活動資金を有していた。 

・ネットワークの参加施設は病院が主な対象であったが、医科診療所や高齢者施設にお

いても 40%程度がネットワークの対象となっていた。 

・活動内容としては、講演会の開催、相談支援、情報発信、訪問ラウンド、改善支援の

順に行われていた。また、各活動・費用支弁のスキームの実例を提示した。 

・対象としている感染症・感染対策としては、薬剤耐性（AMR）対策、感染症対策全般、

インフルエンザ・ノロウイルス、アウトブレイク対応の順に多かった。

４）感染症対策の地域ネットワークのあるべき姿について調査した（p24-43）。

・自治体の 98％の担当者が感染症対策の地域ネットワークは必要との回答であった。

・ネットワークの地域単位として、都道府県・二次医療圏・保健所単位など様々な回答

があったが、各単位が重層的となったネットワークが良いとの意見も多くみられた。 

・実施主体については、都道府県の院内感染対策部局・感染症対策部局が連携すると良

いとの回答が最も多く、市や病院との共同も含め、都道府県が実施主体という回答が 70%

であった。 

・ネットワークにおける都道府県・保健所・病院（大学病院・感染症指定医療機関等）

が果たすべきと考えられる役割を列挙した。 

・対象とすべき施設として、病院・診療所は、全て対象との回答が、対象施設を限定す

るよりも多かった一方、高齢者施設・保険薬局については、希望する施設を対象とする

回答が多かった。 

・都道府県・指定都市の AMR 対策アクションプランが必要との回答は 47%、また、ネッ

トワーク構築に関する国からの通知は 88%で必要、ネットワーク構築に国からの補助は

96%で必要との回答であった。 

５）アンケート結果をもとに地域ネットワーク構築に関して考察を行った（p44-47）。
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1． はじめに

○ 2016年 4月に日本の薬剤耐性（AMR）対策アクションプランが策定され、この中で、感

染予防・管理に関しては、地域の病院と関係機関（診療所、薬局、高齢者施設、保健所、

地方衛生研究所等）とが連携した総合的な感染症対策ネットワークの具体的な活動モ

デル（図表１）を構築し、段階的に全国で整備を行っていく方針が示された1。

図表１. 地域感染対策ネットワーク（概要図） 

○ 感染症対策の地域ネットワークを全国で整備するにあたり、各都道府県・指定都市にお

ける現在の整備状況、及び、あるべき姿について、各都道府県・指定都市の担当者にア

ンケート調査を行い、現状把握を行った。

○ 日本における感染症対策の地域ネットワークは、当初、院内感染対策の枠組みで始まっ

たが、AMR対策においては、医療機関の枠組みを越え、高齢者施設なども含むネットワ

ークの構築が求められている。医療機関側からのアプローチにても一定程度の医療機

関間連携の構築は可能であるが、広域かつ様々な関係機関を交えた総合的なネットワ

ークを構築するには、行政の関与は必須であるため、本アンケートにおいては、都道府

県・指定都市の担当者を対象とした。また、都道府県・指定都市庁内においても、部署

がまたがる可能性が考えられたため、院内感染担当部局（医療法所管部局）又は感染症

対策担当部局（感染症法所管部局）宛てとし、都道府県・指定都市庁内で調整し、主た

る部署より回答を得ることとした。

1 厚生労働省ウェブサイト. 薬剤耐性（AMR）対策について.薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン.

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000120172.html

（出典）薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン（概要）より抜粋
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000120172.html

34

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000120172.html


2 

2． 感染対策地域ネットワークの経緯について 

2.1 厚生労働省院内感染対策地域支援ネットワーク事業（2004年～） 

○ 感染症対策の地域ネットワークは、2004 年に厚生労働省の事業（院内感染対策地域支

援ネットワーク事業）として開始された（図表２）2。

図表２. 院内感染対策地域支援ネットワーク（平成１６年度モデル事業） 

○ 本事業は、医療提供体制推進事業費補助金（統合補助金）の運営事業の一つとなってお

り、基準額：１地域当たり 3,681千円、対象経費：院内感染地域ネットワーク事業に必

要な報償費、賃金、旅費、需用費（消耗品費、印刷製本費、会議費）、使用料及び賃借

料（会場借料）、役務費（通信運搬費、雑枠務費）、検体検査費用（検査試薬、検査消耗

品費）、委託料（上記経費に該当するもの。）、補助率：２分の１となっている。

2.2 院内感染対策中央会議提言・厚生労働省通知「医療機関等における院内感染対策

について」（2011年） 

○ 多剤耐性菌の院内感染対策への対応を強化するため、第 10 回院内感染対策中央会議

2 院内感染対策地域支援ネットワークについて. 平成 17年 1月 13日 院内感染対策中央会議（第１回）

資料４－１. http://www.mhlw.go.jp/shingi/2005/01/s0113-6.html 

院内感染対策地域支援ネットワークについて

１．概要
院内感染対策の取り組みが遅れている中小病院等に対して、地域における支援体制の整備を図るた

め、地域の専門家からなるネットワークの構築等により、中小医療機関が速やかに相談・助言できる体
制を整備する事業を、全国８都道府県（平成１６年度）においてモデル事業として実施するもの。

２．事業内容

○ 地域の医療機関（特に、独自の感染制御に関する専門家等を有しない中小病院や診療所等）から寄
せられた院内感染の予防や発生時の対処方法等に関する相談に対して、各地域支援ネットワークが日
常的に対応する。

○ 各地域支援ネットワークは、地域の医療機関からの相談事例について解析・評価を行い、その結果
を各医療機関へ還元することにより、地域における院内感染予防対策に反映させる。

○ より高度な技術的知識が要求される相談が生じた場合については、各地域支援ネットワークからの
要請に基づき、厚生労働科学研究班が専門的なアドバイスを行う。

○ これらのほか、院内感染対策として地域の中小医療機関を支援するための施策を行う。

※ 院内感染対策上の責任は当該医療機関の管理者にあり、地域支援ネットワーク及び厚生労働科学
研究班の技術的助言はあくまでアドバイスであることを前提とする。

３．事業実施都道府県

青森県、埼玉県、静岡県、富山県、滋賀県、岡山県、香川県、鹿児島県（これらのほかにも一部の自治
体が、独自の財源等により同趣旨の院内感染対策支援体制を構築している。）

（出典）平成17年1月13日 院内感染対策中央会議（第１回）資料４－１
http://www.mhlw.go.jp/shingi/2005/01/s0113-6.html
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（2010年 12月 21日）3において検討がなされ、2011年 2月 8日、院内感染対策中央会

議の提言が発出された4。この中で、「個々の医療機関における日常的な実行ある感染制

御の取組みとともに、地域の医療機関等でネットワークを構築し、院内感染発生時にも

各医療機関が適切に対応できるよう相互に支援する体制の構築が重要である。」と記載

された。 

○ 上記提言を受け、2011年 6月 17日付け厚生労働省医政局指導課長通知「医療機関等に

おける院内感染対策について」において、「緊急時に地域の医療機関同士が連携し、各

医療機関のアウトブレイクに対して支援がなされるよう、医療機関相互のネットワー

クを構築し、日常的な相互の協力関係を築くこと。」など、地域の医療機関等でのネッ

トワーク構築が提唱された（図表３）。

図表３．中小規模の医療機関における院内感染対策の体制および医療機関間連携（概要） 

2.3 「感染防止対策加算 1・2」及び「感染防止対策地域連携加算」（2012年） 

○ 厚生労働省通知「医療機関等における院内感染対策について」（医政指発 0617第 1号）

を受け、2012 年の診療報酬改定において、感染防止対策加算が、感染防止対策加算 1

（入院初日 400点）・2（入院初日 100点）の 2段間評価となり、感染防止対策加算 1を

3 厚生労働省ウェブサイト.第 10回院内感染対策中央会議（資料） 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r98520000013exc.html

4 平成 23年 2月 8日付け厚生労働省医政局指導課事務連絡「院内感染対策中央会議提言について」 

（出典）平成２３年６月１７日付け厚生労働省医政局指導課長通知「医療機関等における院内感染対策について」発出時の参考資料
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算定する医療機関は、感染防止対策加算 2 を算定する医療機関と年 4 回以上、合同カ

ンファレンスを開催すること、また、感染防止対策加算 1を算定する医療機関同士の連

携を評価した感染防止対策地域連携加算（入院初日 100点）が新設され、年 1回程度相

互に赴いて感染防止対策の評価を行う病院間の連携が開始された。 

2.4 総務省：医療安全対策に関する行政評価・監視（2013 年） 

○ 2013 年 8 月、医療機関における医療安全体制（院内感染対策を含む）の確保状況、国

等による医療安全対策の実施状況等の調査、必要な改善措置等の勧告が総務省から出

された5。

○ 35 都道府県等（19 都道府県及び保健所を設置する 16 市）のうち 11 都道府県等では、

感染症対策の地域ネットワークが整備されておらず、また、都道府県等による支援も行

われていなかった（図表４）。その理由として、（１）地域ネットワークの具体的イメー

ジが分からない、（２）医療機関からの要請がない、（３）厚生労働省から具体的指示が

ない等が挙げられている。

図表４． 都道府県等による地域のネットワークの整備・支援の状況 

5 総務省ウェブページ.医療安全対策に関する行政評価・監視＜結果に基づく勧告＞

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/77608.html 

区分 都道府県等数
（単位：機関）

ネットワークあり 17
24

ネットワーク整備中 7

ネットワークなし 11

合計 35

都道府県等における地域のネットワーク
の整備状況

都道府県等における地域のネットワーク
の支援状況

区分 都道府県等数
（単位：機関）

支援あり 17（10）

支援なし 18（7）

合計 35（17）

（ ）内は内数で、地域ネットワークが整備され
ている都道府県等を示す

都道府県等における地域のネットワークの整備・支援が行われていない主な理由

整備 支援 理由

× × 地域ネットワークの具体的なイメージが分からない。

× × 医療機関から地域のネットワークの整備に係る要請がない。

× × 厚生労働省から具体的な指示がない。

○ × 厚生労働省から地域ネットワークの具体的内容やイメージが示されていないた
め、ネットワークを定義付けることができず、医療機関の指導・支援につなげ
ることができない。

○ × 所管地域又はその周辺に大学病院や大規模病院がそれぞれ複数あり、具体的に
どの病院を拠点医療機関とするか、どの病院同士を結びつけてグループ形成し
ていけばよいかの判断が難しく、また、どのような方法で取り組んでいけばよ
いか分からない。

○ × 予算や体制上の問題から23年6月通知の趣旨に沿った対応ができない。

○ × 地域のネットワークの事業内容を承知していない。

（出典）総務省.医療安全対策に関する行政評価・監視＜結果に基づく勧告＞平成25年8月30日 （抜粋）
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/77608.html
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○ 地域のネットワークがある 17 都道府県等のうち 7 都道府県等においては、（１）23 年

6 月通知ではネットワークの具体的内容やイメージが示されておらず医療機関への指

導ができていない、（２）予算や体制上の問題から 23 年 6 月通知の内容に沿った対応

ができない、（３）地域のネットワークの事業内容を承知していない等として、当該地

域のネットワークの積極的な支援が行われていない状況となっている。

○ また、地域のネットワークの整備に関しては、全国保健所長からも、厚生労働省に対し、

ネットワーク整備における保健所の役割について示すよう要望が出されている（「平成

26 年度 保健所行政の施策及び予算に関する要望書」（平成 25年 6 月））。 

○ 以上より、総務省から、厚生労働省に対して、地域の医療機関における院内感染対策の

一層の推進及び地域のネットワークの整備を促進する観点から、次の措置を講ずる必

要があるとされている。

➢ 23 年 6 月通知で示された地域のネットワークの具体的イメージを明示するととも

に、都道府県等による地域のネットワークの整備・支援について、その具体的方策

を都道府県等に対し示すこと。また、都道府県等における先進的な取組事例を把握

し、それを他の都道府県等に情報提供することなどにより、都道府県等による地域

のネットワークの整備を促進すること。

2.5 院内感染対策中央会議・厚生労働省事務連絡「薬剤耐性菌対策に関する提言」の

送付について（2015 年） 

○ 薬剤耐性（Antimicrobial Resistance, AMR）が国際的に大きな問題となっていること

を受け、第 12回院内感染対策中央会議（2015年 2月 2日）6において、検討がなされ、

2015年 4月 1日、薬剤耐性菌対策に関する提言が取りまとめられた7。

○ 上記提言は、抗菌薬適正使用、感染制御の強化、サーベイランスの強化の３本柱から成

り立っている。地域連携については、「感染制御の強化」の中で、以下のように述べら

れており、感染防止対策加算によらない地域連携の枠組みの構築が求められている。

➢ 近年、我が国独特の感染制御の在り方として、地域連携の取組が徐々に進んでき

ている。各地で様々な先進的な取組がなされ、地域全体の感染制御の水準の引き

上げに貢献している。地方自治体等の行政機関は、大学病院等の中核的医療機関

からの助言を得つつ、保健所を中心とした薬剤耐性菌対策や院内感染対策のため

6 厚生労働省ウェブサイト.第 12回院内感染対策中央会議（資料） 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000072946.html

7 平成 27年 4月 1日付け厚生労働省医政局地域医療計画課事務連絡「薬剤耐性菌対策に関する提言」の

送付について 
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の地域連携ネットワーク（以下、地域連携ネットワーク）を支援することが望まし

い。 

➢ 現在、医療提供体制推進事業費補助金（いわゆる「統合補助金」）の対象事業の一

つとして、「院内感染対策地域支援ネットワーク事業」があり、平成 26 年度の基

準額は 1 地域当たり 3,681 千円となっている。交付する事業の選定は、都道府県

が、「各都道府県の医療計画を踏まえ、地域医療の状況を把握した上で」行うこと

となっており、平成 26 年度は 12 都県が交付を行っている。 

➢ 保健所は、管内及びその周辺の医療機関に対し、地域連携ネットワークへの参加

の呼びかけを行い、感染防止対策加算及び感染防止対策地域連携加算算定の有無

に関わらず、地域連携ネットワークの構築に努める必要がある。地域連携ネット

ワークとしては、これまでにも感染防止対策加算により加算 1 と加算 2 の届出を

行っている施設の連携が促進されており、感染防止対策地域連携加算により加算

1 同士の連携も進められているところである。しかし、中小規模の医療機関を中

心に、感染対策防止加算を算定していない医療機関も多く、これらの医療機関を

カバーする地域連携の枠組みを構築することが急務となっている。現在、既に保

健所がハブとなっている地域連携の実例があるが、今後はこの動きが全国的に広

がることが期待される。地域連携ネットワークを機能的なものとするためには、

薬剤耐性菌に対する専門的知識を確保することが必須であるが、保健所は必ずし

もその専門性を備えていないことから、保健所は地域の専門家から支援を得ると

ともに、自らの資質の向上に取り組むことが必要である。 

 

2.6 薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン（2016年） 

○ 2015年 5月に世界保健総会で採択された「AMRに関するグローバル・アクション・プラ

ン」に基づき、日本においても 2016年 4月に薬剤耐性（AMR）対策アクションプランが

策定された8。 

○ アクションプランは、１．普及啓発・教育、２．動向調査・監視、３．感染予防・管理、

４．抗微生物剤の適正使用、５．研究開発・創薬、６．国際協力の６分野について、目

標を設置し、目標を達成するための戦略について、その目的、背景、具体的な取組項目、

各取組みの関係府省庁・機関、各取組を評価するための指標について記載している。 

○ ３．感染予防・管理においては、「適切な感染予防・管理の実践により、薬剤耐性微生

物の拡大を阻止する」ことを目標としている。その戦略の一つとして、「医療、介護に

おける感染予防・管理と地域連携の推進」が挙げられており、以下の内容が記載されて

                                                   

8 薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン 2016-2020. 平成 28年 4月 5日 国際的に脅威となる感染症

対策閣僚会議 
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いる。 

➢ 【背景】 平成 18 年の医療法改正により、全医療機関に対し、院内感染対策委員

会の設置が義務付けられ、院内感染対策が推進されてきた。平成 24 年度の診療報

酬改定により、地域における中小規模の医療機関の感染防止対策を支援するため、

感染防止対策地域連携加算が創設され、「医療機関間の感染対策ネットワーク」が

構築されつつある。

➢ 【方針】医療機関の入院及び外来部門、高齢者施設、在宅医療などの様々な臨床現

場においても感染予防・管理（IPC）に一体的に取り組めるような連携体制を推進

する。また、現場レベルでの既存の感染制御チーム（ICT）の取組と新たな抗微生

物薬適正使用（AMS）の取組とを連携させ、総合的に薬剤耐性(AMR)対策を推進する。 

感染予防・管理（IPC）に関する地域の病院と関係機関（診療所、薬局、高齢者施

設、保健所、地方衛生研究所等）とが連携した活動を広げ、地域における総合的な

感染症対策ネットワークの具体的な活動モデルを構築し、段階的に全国での整備

を支援する。

➢ 【取組】地域における感染防止対策の具体的な活動モデル（「地域感染症対策ネッ

トワーク（仮称）」）の開発に資する調査研究を実施。

➢ 【関係府省庁・機関】厚生労働省、国立感染症研究所、国立国際医療研究センター、

保健所、地方衛生研究所、日本医療機能評価機構

➢ 【評価指標】要件を満たす「地域感染症対策ネットワーク(仮称)」を設立した自治

体数

○ アクションプランにおける戦略に基づき、平成 29 年～平成 31 年にかけて、厚生労働

科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）において、「地

域における感染症対策に係るネットワークの標準モデルを検証・推進するための研究」

が実施されることとなった。本アンケートは、当該研究に基づき実施したものである。

40



8 

3． 感染症対策の地域ネットワークに関するアンケート調査（基本情報） 

3.1 アンケート回答状況 

○ 平成 29 年 9 月、47 都道府県及び 20 指定都市の院内感染対策担当部局又は感染症対策

担当部局の担当者宛にアンケートを送付した。

○ 47 都道府県のうち 37（79%）、20指定都市のうち 16（80%）より回答を得た。回答者の

所属は、都道府県については、院内感染対策担当部局（28%）、感染症対策担当部局（45%）、

連名(6%)であったのに対し、指定都市においては、大部分が感染症担当部局からの回答

であった（図表５）。

図表５． 都道府県・指定都市別回答状況 

3.2 感染症対策のネットワークの有無 

○ 回答があったもののうち、ネットワークがすでに構築されているとの回答であったの

は、37 都道府県のうち 24（51%）、16指定都市のうち 9（56%）であり、およそ半数の自

治体において、何らかのネットワークが構築されていた。

院内感染対策担当部局(n=13)

28%

感染症対策担当部局(n=21)

45%

両部局連名(n=3)

6%

回答なし(n=10)

21%

都道府県回答状況

院内感染対策担当部局(n=1)

5%

感染症対策担当部局(n=15)

75%

回答なし(n=4)

20%

指定都市回答状況

41



9 

4． 感染症対策の地域ネットワークに関するアンケート調査（現状） 

4.1 地域ネットワークの実施主体・地域単位 

○ 都道府県・指定都市の回答状況、主なネットワーク 46（都道府県 34, 指定都市 12）の

概要を図表６・７に示す。なお、保健所ごとのネットワークついて回答した自治体にお

いては、内容を集約して集計している場合がある。

図表６． 都道府県別ネットワークの構築状況（概要） 

改善支援 相談支援

訪問ラウ
ンド・訪
問実施指
導

微生物検
査支援

微生物サ
－ベイラ
ンス

抗菌薬サ
－ベイラ
ンス

講演会の
開催

出張講演

ホ－ムペ
－ジ等で
の情報発
信

北海道 －

青森県 ○ 大学病院 － 県全域 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
青森県感染対策協議会（AICON）
http://www.aicon-ict.com/

県（感染症対策部局） － 県全域 － － － － － － － ○ － －

県（感染症対策部局） － 県全域 ○ ○ ○ ○ － － － － ○ ○
いわて感染制御支援チ－ム（ICAT）
http://www.pref.iwate.jp/iryou/kenkou/icat/index.html

宮城県　 －
保健所 － 県内特定地域 ○ － － ○ － － － ○ － －

大学病院 － 県全域 ○ － － － － ○ － － － ○
あきた感染対策情報共有ネットワーク（Akita-ReNICS）
http://www.hos.akita-u.ac.jp/ict/arenics.html

その他 － 県全域 ○ － － － － － － ○ － ○ 秋田県感染症対策協議会
その他 － 県全域 ○ － － － － － ○ ○ － － 秋田県薬剤師感染制御研究会（APICS）

山形県　 ○ その他 － 県全域 － － ○ － － － － ○ ○ ○ 山形県感染対策ネットワ－ク
福島県　 －
茨城県　 ○ 保健所 － 県内特定地域 － － ○ ○ － － － ○ － ○

栃木県　 ○ その他 － 県を越えた地域 － ○ ○ ○ － － － ○ ○ ○
栃木地域感染制御コンソ－ティアム（TRICK)
http://square.umin.ac.jp/trick/

群馬県　 －
埼玉県　 －
千葉県　 ○ 県（院内感染対策担当部局） 大学病院 県全域 ○ － － ○ － － － ○ － －
東京都　 －
神奈川県 －
新潟県　 －
富山県　 －

石川県 ○ 県（院内感染対策担当部局） － 県全域 ○ － ○ ○ － － － ○ － ○
石川県院内感染対策ネットワ－ク会議
http://www.pref.ishikawa.lg.jp/iryou/innaikansen.html

福井県　 ○ 大学病院 － 県全域 － ○ ○ ○ － ○ ○ ○ － ○
福井感染制御ネットワ－ク
http://www.pref.fukui.lg.jp/doc/kenkou/kansensyo-
yobousessyu/innaikansen.html

山梨県　 －
長野県　 ○ 大学病院 － 県全域 ○ ○ ○ － ○ ○ － ○ － －

岐阜県　 ○
県（院内感染対策担当部局・
感染症対策部局）、大学病
院、県医師会が連携

－ 県全域 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － －

岐阜県院内感染対策検討会
岐阜県院内感染対策協議会
http://www.pref.gifu.lg.jp/kensei/gyosei-
kanri/shingikai/iryo-seibi/index13.html
岐阜県リアルタイム感染症サ－ベイランス
http://infect.gifu.med.or.jp/influ/influcondition/

その他 － 県全域 － － － － － － ○ ○ ○ ○
その他 － 県内特定地域 － － ○ － － － － ○ － －

県（院内感染対策担当部局） 病院協会 県全域 ○ － ○ ○ － － － ○ ○ ○
静岡県病院協会 感染対策相談窓口
http://www.shizuoka-bk.jp/advice/

愛知県　 ○ 県（院内感染対策担当部局） 看護協会 県全域 ○ ○ ○ ○ － ○ ○ － － －
院内感染に対する相談窓口
http://www.pref.aichi.jp/soshiki/imu/0000069197.html

三重県　 ○ 県（院内感染対策担当部局） 大学病院 県全域 ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ － ○
三重県感染対策支援ネットワ－ク（MieICNet）
http://www.mie-icnet.org/

滋賀県　 ○ 県（院内感染対策担当部局） 病院協会 県全域 ○ ○ ○ ○ － － － ○ ○ ○
滋賀県病院協会　感染制御ネットワ－ク
http://sbk.co-site.jp/sub/network.html

京都府　 －
大阪府　 －
兵庫県　 －

大学病院 － 県全域 － － － － － － － ○ － －
保健所 － 県内特定地域 － － － － － － － ○ － ○

和歌山県 ○ 保健所 － 県内特定地域 － － － ○ － － － ○ － ○
鳥取県　 ○ 県（院内感染対策担当部局） 大学病院 県全域 ○ ○ ○ ○ － ○ － ○ － －
島根県　 －
岡山県　 －

県医師会 － 県全域 － ○ ○ － － － － － － －
広島県医師会（感染対策相談窓口・感染対策支援ネットワ－
ク）

大学病院 － 県全域 － － － － － ○ － － － －
広島大学　院内感染プロジェクトセンタ－
https://www.hiroshima-
u.ac.jp/prc/center_list/procen_innaikansensyo

NPO法人 － 県全域 ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○
NPO法人ひろしま感染症ネットワ－ク
http://nich.or.jp/

山口県 ○ 保健所 － 県内特定地域 － － ○ ○ － － － － ○ ○

徳島県　 ○ 大学病院 － 県全域 ○ ○ ○ ○ ○ － － ○ ○ ○
徳島県感染地域ネットワ－ク
http://www.tokushima-ict.com/jp/project/index.html

香川県　 －
愛媛県　 －

県（院内感染対策担当部局） － 県全域 ○ ○ ○ ○ － － － ○ － －
高知県医療関連感染対策地域支援ネットワ－ク事業
http://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/132101/2017051800044
.html

県（院内感染対策担当部局)
保健所

－ 県内特定地域 ○ ○ ○ ○ － － － ○ － －
高知市(他の福祉保健所のネットワークもある)
http://www.city.kochi.kochi.jp/soshiki/35/kochicityarea-
iryokansennetwork.html

福岡県　 －
佐賀県　 －
長崎県　 －

熊本県　 ○ 大学病院 － 県全域 － － ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○
熊本県感染管理ネットワ－ク
http://kumamoto-haic.net/

大分県　 －
宮崎県　 －

鹿児島県 ○ 大学・大学病院 － 県全域 － ○ ○ － ○ ○ ○ ○ － ○
鹿児島感染制御ネットワ－ク(KICN)
http://www.kufm.kagoshima-u.ac.jp/~kict/index.html

沖縄県　 －

（※1）「-」は、アンケ－トへの回答なし、又は、ネットワ－クなし

ネットワ－ク名
ウェブサイト

活動資金

活動内容

都道府
県名

ネット
ワ－ク
の有無
※１

実施主体 委託先 地域単位

奈良県 ○

岩手県　 ○

秋田県　 ○

静岡県　 ○

広島県　 ○

高知県　 ○
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図表７． 指定都市別ネットワークの構築状況（概要） 

○ 実施主体については、大学病院が最も多く 12（26％）、次いで、保健所 9（22%）、県

の院内感染対策部局 8（18%）、県・市の感染症対策部局 6（14%）の順であった（図表

8）。自治体が実施主体の場合、都道府県においては、院内感染対策部局が多く、指定

都市においては、全て感染症対策部局が実施主体となっていた。その他の実施主体と

しては、保健所と医療機関で組織しているもの、大学病院と県、医師会が連携している

もの、感染症に携わる職員有志によるチーム、感染制御に関わる医療従事者のネットワ

ーク、感染制御に関わる薬剤師のネットワーク、病院環境管理懇話会、病院の感染対策

担当者によるネットワークなどがあった。

○ 行政が実地主体で業務委託している自治体が 7あり、委託先としては、大学病院 3．病

院協会 2、看護協会 1、NPO法人 1であった。

図表８． ネットワークの実施主体 

○ 地域単位としては、県・市全域が最も多く 34（74%）、次いで県内・市内の特定地域 10

改善支援 相談支援

訪問ラウ
ンド・訪
問実施指
導

微生物検
査支援

微生物サ
－ベイラ
ンス

抗菌薬サ
－ベイラ
ンス

講演会の
開催

出張講演

ホ－ムペ
－ジ等で
の情報発
信

札幌市 －

仙台市 ○
市（感染症対策部局）
保健所

－ 市全域 ○ ○ ○ ○ － － － ○ － ○

さいたま市 ○ 市（感染症対策部局） － 市全域 ○ － － － － － － － － ○
千葉市 －

横浜市 ○ 市（感染症対策部局） － 市全域 ○ － － － － ○ － ○ － ○
横浜市感染防止対策支援連絡会
http://www.city.yokohama.lg.jp/iryo/jigyosyayo/kansenbou
sisien.html

市（感染症対策部局） － 市全域 ○ － ○ ○ － － － ○ ○ －

市病院協会 － 市全域 ○ ○ ○ － － ○ ○ － － －
Kawasaki地域感染制御協議会
http://kawasakiconference.web.fc2.com/

相模原市 －
新潟市 －
静岡市　 －
浜松市　 ○ 大学病院 市内特定地域 － ○ ○ － ○ ○ ○ － － ○
名古屋市 －
京都市 －
大阪市 －
堺市 －

神戸市　 ○
市（感染症対策部局）
保健所

－ 市全域 ○ － － － － ○ － － － ○
ILI情報センタ－
http://www.kobe-medical.com/idsc.html

岡山市 －
広島市 －

北九州市 ○ 市（感染症対策部局） NPO法人 市全域 ○ ○ ○ ○ － － － ○ ○ ○

北九州感染症対策支援ネットワ－ク
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/ho-huku/18300148.html
KRIT北九州感染制御チィーム
http://www.krict.org/

大学病院 － 市を超えた地域 － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
福岡地区感染対策ネットワ－ク
https://fukuoka-ict-net.jimdo.com/

中核病院 － 市内特定地域 － ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○
保健所 － 市内特定地域 － － － － － － － ○ ○ ○

熊本市　 ○ 大学・大学病院 － 県全域 － － ○ － － ○ － ○ － ○
熊本県感染管理ネットワ－ク
http://kumamoto-haic.net/

（※1）「-」は、アンケ－トへの回答なし、又は、ネットワ－クなし

ネットワ－ク名実施主体 委託先 地域単位 活動資金

活動内容

○福岡市

川崎市 ○

都道府
県名

ネット
ワ－ク
の有無
※１

大学病院（n=12）

26%

保健所（n=9）

20%

県（院内感染対策部局）（n=8）

18%

県・市（感染症対策部局）

（n=6）

医師会（n=1）

2%

病院協会（n=1）

NPO法人（n=1）

2%

その他病院（n=1）

2%

その他（n=7）

15%

実施主体（n=46）
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（22%）、県・市を超えた地域が 2（4%）であった。県内・市内の特定地域に限定したネ

ットワークの多くは、保健所が実施主体であった。 

4.2 地域ネットワークの運営会議 

○ 地域ネットワークの運営を検討するための会議体は、37（80%）で設置されていた。運

営会議の構成員としては、ICT4 職種（医師・看護師・薬剤師・検査技師）が含まれてい

る場合が多く、中でもそれぞれの専門性を有する医療者の割合が高かった。医療関連団

体が構成に含まれているところは少なかったが、団体の中では、医師会からの推薦者の

割合が高かった。行政関係では、一定の割合で、保健所所長会、地方衛生研究所、感染

症所管部署職員、医療法所管部署職員が含まれていた（図表 9）。

○ 医師（その他）として医療情報の医師、また、その他の構成員として、社会福祉協議会

からの推薦者、歯科医師、保健所職員、事務職員、市の救急課職員などの記載があった。

図表９． ネットワーク運営会議の構成員

4.3 地域ネットワークの参加施設 

○ 地域ネットワークの参加施設としては、感染防止対策加算・取得病院が 41（91%）と最

も多かったが、感染防止対策加算・未所得の病院も 37（82%）と高率であり、感染防止

対策加算の有無によらないネットワークの構築が進められていることが伺われた（図

表 10）。診療所については医科診療所 22（49%）、歯科診療所 13（29%）と一定程度で含

まれていた。また、高齢者施設に関しても、老人保健施設 18（40%）、老人福祉施設 17

（38%）が含まれており、医療機関を超えた感染対策のネットワークが進められている

10
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ことが伺われた。 

○ 病院が含まれていないネットワークについては、医療系団体（医師会、歯科医師会、獣

医師会、薬剤師会、臨床検査技士会）を対象としているもの、避難所を対象としている

もの、医師会や基幹病院の医師や都道府県関係課の職員など人を対象としているもの

などがあった。 

○ その他の対象としては、保健所、検疫所、障害者施設、訪問看護ステーション、社会福

祉協議会、製薬会社、外注検査会社、地域住民などがあった。 

図表１０． ネットワークの参加施設

 

○ 参加施設の選定に関して、回答のあった 44ネットワークのうち、対象地域であれば全

ての施設を対象 17（39%）が最も多かったが、登録した施設（参加希望のある施設）16

（36%）、一定の基準を満たした施設 4（9%）など、対象が限定されているネットワーク

が半数程度みられた。 

○ 参加施設に関するその他の回答として、精神科を除く 200床以上の病院、施設ではなく

個人単位を対象としている、地域で感染症に携わる職員有志が活動、研修会等のテーマ

に合わせて対象を選定などがあった。 

4.4 地域ネットワークの活動資金・活動内容 

○ 活動資金があるネットワークは 26（57%）あり、その内訳（重複あり）としては、都道

府県・指定都市費 14、医療提供体制推進事業費補助金 7、各施設からの参加費 2、寄付

金 1、その他 10であった。都道府県・指定都市費の最大値/最小値（中央値）は、4,139/123 

(852)千円で、医療提供体制推進事業費補助金の最大値/最小値（中央値）は、2,925/400

（882）千円であった。その他として、細菌検査情報システム整備事業費として、単年

度の都道府県費で支出したもの、地域医療再生基金の一部を用いたもの、国立大学法人

設備整備費補助金を用いたものがあった。また、国・都道府県費に加え大学病院が負担

している例や、検討会の開催に際して製薬関連企業の共催よる資金支援および参加者

（※）検討中の1ネットワークを除外
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から会場費を徴収している例もあった。 

○ 活動内容としては、講演会の開催が 36（78%）と多く、次いで、相談支援 31（67%）、ホ

ームページ等での情報発信 28（61%）、訪問ラウンド・訪問実地指導 25（54%）、改善支

援 21（46%）などであった（図表 11）。サーベイランスについては、微生物サーベイラ

ンス 19（41%）と比較し、抗菌薬サーベイランス 12（26%）を実施しているネットワー

クが少なかった。また、出張講演 16（35%）、微生物検査の支援 10（22%）で実施され

ていた。その他の活動内容として、以下のような記載があった。 

・新聞に感染症および感染制御関連記事を掲載

・行政・保健所が行なう実地訓練への参加

・加算の有無に関わらず感染対策等についての意見交換カンファレンスの開催

・都道府県内の感染防止対策加算算定全病院合同カンファレンスを開催

・都道府県内病院の微生物感受性結果を元にアンチバイオグラムを作成し、診療所など

に疾患ごとの推奨抗菌薬を公開 

・各医師会で AMR に関わる内容を会報に載せる

・感染管理認定看護師のみで情報交換を実施

・アウトブレイク前の相談支援

・病院を訪問し、その場に応じたマニュアルを作成

・感染防止対策地域連携加算の加算Ⅰ連携の調整

・啓発資材の作成（ビデオ・冊子等）

・地域の感染症の分析及び報告

・取材対応

・手指衛生サーベイランス

・メール等での情報共有（感染症に関する法令・通知、国内外の感染症の流行状況、大

規模あるいは事例の少ない病原微生物による院内感染発生事例や対処方法、感染症に

関する新たな研究報告など） 

図表１１． ネットワークの活動内容
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4.5 地域ネットワークの活動のスキーム、資金の支払い方法等 

4.5.1 改善支援 

○ 改善支援を行っている 21 ネットワークのうち 16（76%）において、派遣や支払いのス

キームが構築（検討）されていた。具体例は以下のとおり。

実施主

体 

活動

資金 

費用の

支弁 
派遣・支払いのスキーム 

都道府県 あり 事 務 局

（ネット

ワーク）

事務局である都道府県からメンバー及び所属機関に派遣要請。派遣さ

れたメンバーに対して直接支弁。 

感染制御ネットワーク委員会に派遣依頼があった場合、医師・感染管

理認定看護師等の専門家チームが派遣される。交通費、報償費は委託

先（ネットワーク）から支給される。 

医療機関等からの要請に基づき、感染制御専門家チーム員の中から実

地指導チームを編成し、実地指導を行う。県担当課（事務局）から対

応者へ報償費・旅費を支払う。 

ネットワーク会議の委員に事務局（都道府県）より相談し、支援方法

を決め、各機関、支援者と事務局が調整を行う。報償費・旅費等は事

務局が支払う。 

要請した

医療機関 

依頼をする医療機関が直接、委員へ依頼（文書等）で行う。交通費・

日当を依頼医療機関が負担する。 

改善支援の要請を行った医療機関は、改善支援担当者の所属医療機関

の長に対して派遣依頼を行い、旅費、宿泊費、日当を負担する。 

大学病院 

その他病

院 

あり 事 務 局

（ネット

ワーク）

大学病院（事務局）がチームを選定。アウトブレイクがあった近隣病

院の ICD,ICN,薬剤師を選定し依頼。そのほかに ICDと検査技師を大学

から派遣。ネットワークから各施設の病院長に派遣依頼を行い、各施

設の業務として改善支援に参加。日当なし、交通費をネットワークか

ら支払う。 

大学又は

要請機関 

大学病院のスタッフが派遣される場合は、大学病院の出張扱い、その

他の病院のスタッフを派遣する場合は、要請元が負担。 

なし 大学また

は派遣側

医療機関 

派遣は、病院長から病院長に依頼。交通費・日当などは、依頼を受け

た施設の負担。 

改善支援の要請のあった現地へ直接向かい、ラウンド後に改善策の提

案や支援を行っている。謝金や日当はなく、交通費等も大学病院の負

担で行なっている。 

要請した

医療機関 

参加施設からの依頼に基づき、実施主体の病院から改善支援への派遣

を行なっている。派遣先施設の規定等に基づき、交通費や日当等の支

払いが有る場合はある（規定がない場合は、支払いなし） 

その他

（医師

会、NPO

を含む） 

あり 都道府県

（事務局

の一部） 

ネットワーク会長が改善指導を行う医師、看護師を選定した上で、都

道府県の担当課より改善支援担当者の所属機関の長に対して派遣依頼

を行い、旅費及び日当を負担。 

要請した

医療機関 

アウトブレイク支援要請を行なった施設がネットワークへ派遣依頼

し、必要経費を支払っている 

なし 要請した

医療機関 

医療機関からの依頼が事務局にあり、地域の基幹病院の ICT に支援を

依頼する。交通費、日当は明確に規定していないが、基幹病院が ICN

などに時間外手当を支給した際には、その金額を、医療機関に請求し

た例はある。また、謝金として本人へ支払った例はある。 
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○ 改善支援に際して、支払いを行っていないケースの具体例は、以下のとおり。 

実施主

体 

活動

資金 

費用の

支弁 
派遣・費用支弁のスキーム 

大学病

院、その

他病院 

なし 

 

なし 基本的にはボランティア。県医師会の相談窓口を通じた相談の場合

は、交通費が県医師会から支払われることになっている。 

まだ開始していないが、当面はボランティアで行き、いずれは県や国

からの支援を検討したい。 

アウトブレイク等発生施設からの支援要請を受け、専門の病院職員を

派遣。支援を依頼する施設が直接、ネットワークの実施主体である医

療機関に依頼し、当該医療機関の主に感染管理認定看護師が訪問して

支援する。無償（交通費・日当等の授受なし）。 

その他

（医師

会、NPO

を含む） 

所属施設からの出張または休暇取得の上で、ボランティアとして参

加。 

医療機関などの依頼により、ネットワーク会員を推薦する。交通費、

日当はネットワークからは払っていない 

○ 活動資金のあるネットワークにおいて、事務局から交通費・報償費等が支払われる仕組

みが取られているところがあった。また、活動資金のある・なしに関わらず、要請した

医療機関が支払う仕組みがとられているところもあった。一方、活動資金がなく、事務

局となっている大学病院が支払うケースや、ボランティアで改善支援を行っていると

ころもあった。 

 

4.5.2 相談支援 

○ 相談支援を行っている 31ネットワークのうち 6（19%）において、支払いスキームが構

築（検討）されていた。いずれも都道府県が実施主体で、活動資金のあるネットワーク

であった。具体例は以下のとおり。 

実施主

体 

活動

資金 

費用の

支弁 
相談・費用支弁のスキーム 

都道府県 あり 

 

あり メールで相談を受け、院内感染対策ネットワーク会議委員のうち回答

者１名、及び、最終確認者である委員長（医師）に謝金を支出。 

委員に相談支援料謝金を支払っている。 

相談窓口担当者として、委託事業費の中から、職員を雇用。 

感染制御相談窓口である保健所からの依頼により、感染制御専門家チ

ーム員が医療機関等から寄せられた感染制御に関する相談対応を行っ

た案件について、１相談案件あたり 5,000円の報償費を支払う。 

委託先の看護師が対応できない専門的な相談については、感染対策地

域支援委員会委員が対応。１件 5,000円。                              

運営要綱上、ネットワークが相談支援に要する費用を負担するとして

いるが、現状、謝金の支出実績はない。 

○ その他多くのネットワークにおいて、相談支援についての支払いは行われていなかっ

た。記載のあった具体例は以下のとおり。 
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実施主

体 

活動

資金 

費用の

支弁 
派遣・費用支弁のスキーム 

都道府県 あり なし 文書回答のみであれば謝金は支払っていない。 

都道府県から大学への委託事業の一環として実施しているため、謝

金等の支払いは行っていない。 

その他

（医師

会、NPO

を含む） 

医療機関などの相談は、ネットワーク会員が回答する。 

ネットワーク会員施設からの相談であれば無料で対応（ネットワーク

非会員施設からの相談は受け付けていない）。 

大学病院 なし 支払いはない。ネットワークの ICD や ICN が回答。回答内容につい

ては事務局で確認後に相談先に回答。 

4.5.3 訪問ラウンド・訪問実地指導 

○ 訪問ラウンド・訪問実地指導を行っている 25 ネットワークのうち 9（36%）において、

派遣や支払いのスキームが構築（検討）されていた。具体例は以下のとおり。

実施主

体 

活動

資金 

費用の

支弁 
派遣・費用支弁のスキーム 

都道府県 あり 事 務 局

（ネット

ワーク）

１施設あたり 5名（医師 1名、看護師 2名、臨床検査技師 1 名、薬剤

師 1 名）での実地指導を計４施設で実施。毎回、各参加者に謝金を支

出。 

事務局（県担当課）から対応者へ報償費・旅費を支払う。 

訪問ラウンド・訪問実地指導の謝金は、委託先から支払われる。 

要請した

医療機関 
依頼医療機関が負担。 

謝金及び旅費について基準を定め、施設が負担。謝金は半日の場合 1

万円以上、1日の場合 3万円以上。旅費は実費。

その他

（医師

会、NPO

を含む） 

あり 事 務 局

（ネット

ワーク）

県担当課（事務局の一部）より、改善支援担当者の所属医療機関の長

に対して派遣依頼を行い、旅費及び日当を負担。 

要請した

医療機関 

ネットワーク会員施設のみ。支援要請を行なった施設が、ネットワー

クへ必要経費を支払う。

なし 訪問先の規定による。 

○ その他多くのネットワークにおいて、訪問ラウンド・訪問実地指導についての支払い

は行われていなかった。記載のあった具体例は以下のとおり。

実施主

体 

活動

資金 

費用の

支弁 
派遣・費用支弁のスキーム 

その他

（医師

会、NPO

を含む） 

あり なし 

医療機関などの依頼により、ネットワーク会員を推薦する。交通費、

日当はネットワークからは払っていない。 

保健所 なし 訪問ラウンドはネットワーク参加病院間で行っており、謝金は支払っ

ていない。 
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4.5.4 微生物検査支援 

○ 微生物検査支援を行っている 10ネットワークの多くで、費用支弁のスキームが構築さ

れていた。微生物特殊検査については、実施主体が大学病院である場合や研究費等によ

り大学病院で支弁されている例がみられた。また、一方で、依頼者負担の例もあった。

具体例は以下のとおり。 

実施主

体 

活動

資金 

費用の

支弁 
費用支弁のスキーム 

大学病院 あり 事 務 局

（ネット

ワーク） 

ネットワークから支払う。 

実施主体である大学病院が負担  

大学負担。試薬については、補助金で購入したことがある。 

なし 依頼を受けた施設の負担事務局が置かれている大学の研究費から支払

われる。 

依頼を受

けた施設 
依頼を受けた施設の負担。 

依頼した

医 療 機

関） 

費用は原則、依頼者側の負担としている。徴収については事務を通じ

て振込みで行なっている。 

都道府県 あり 微生物特殊検査が実施可能な医療機関の紹介を行っている。検査の実

施に当たっては、実施医療機関が定めた依頼方法により依頼を行うと

ともに、必要な費用を支払うこととしている。 

その他

（医師

会、NPO

を含む） 

あり 依頼を受

けた施設 

感染症法に基づく患者の届け出があり、保健所が院内感染対策協議会

に支援を求めた場合等に、県保健環境研究所の負担にて微生物検査を

実施。 

医療機関などの依頼により、行うことがあるが、費用は無料（大学細

菌学教室のボランティアで行っている）。 

 

4.5.5 微生物サーベイランス 

○ 微生物サーベイランスを行っている 19ネットワークのうち 7（37%）において、費用に

関する記載があった。具体例は以下のとおり。 

実施主

体 

活動

資金 

費用の

支弁 
サーベイランス・費用支弁のスキーム 

都道府県 あり 

 

事 務 局

（ネット

ワーク） 

参加施設からの費用は徴収していない。サーバーのメンテナンスやサ

ーベイランスに必要な費用はネットワークの運営費（委託費）から支

出している。 

大学病院に県院内感染対策サーベイランス事業を委託しており、県担

当課から委託料を支払う。 

大学病院 あり 実施主体である大学病院が負担。 

ネットワークから支払う 

費用については初期費用のみで設備を立ち上げ、以降は大学の持ち出

しとして運営 

なし 参加施設 各施設の負担 

参加施設、各病院の負担で行なっている。データの集計等にかかる費

用は大学病院が負担している。 
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○ 費用支弁の記載がなかった関する記載があった。具体例は以下のとおり。

実施主

体 

活動

資金 

費用の

支弁 
サーベイランス・費用支弁のスキーム

都道府県 

指定都市 

あり なし 委員が病院どうしでおこなっており、費用は発生しない。 

参加医療機関から月１回、CRE または VRE の患者及び保菌者数を報告

し、集計したもの（個々の病院名は伏せ医療圏ごとに集計）を、定期

的に参加医療機関に情報提供。 

保健所 あり 協力医療機関より実施した病原体情報を報告してもらっている 

大学病院 なし 自施設でのデータをもとに行なっている。 

各施設のデータは事務局である大学病院で集約しているが、労務費等

の費用はもらっていない 

大学病院が設置したサーベイランスシステムを利用している。 

その他

（医師

会、NPO

を含む） 

あり excelファイルと電子メールでデータを収集し、事務局で解析 

なし 医療機関などの依頼により、行うことがあるが、費用は無料（大学細

菌学教室がボランティアで行っている） 

技師会と協力し、院内で微生物検査を行っている県内すべての施設か

ら感受性結果を収集し、代表施設で集計 

4.5.6 抗菌薬サーベイランス 

○ 抗菌薬サーベイランスを行っている 12ネットワークのうち 3（25%）において、費用に

関する記載があった。具体例は以下のとおり。

実施主

体 

活動

資金 

費用の

支弁 
サーベイランス・費用支弁のスキーム

大学病院 あり 参加施設 参加施設が自主負担 

なし 各施設の負担 

参加施設、各病院の負担で行なっている。データの集計等にかかる費

用は大学病院が負担している。 

○ 費用支弁の記載がなかった関する記載があった。具体例は以下のとおり。

実施主体 
活動

資金 

費用の

支弁 
サーベイランス・費用支弁のスキーム

都道府県 

指定都市 

あり なし 委員が病院どうしでおこなっており、費用は発生しない。 

参加施設からの費用は徴収していない。抗菌薬使用動向調査システム

（https://www.jacs.asia/）の一部としてサーベイランスを実施。 

大学病院 なし 各施設のデータは事務局である大学病院で集約しているが、労務費等

の費用はもらっていない 

大学病院が設置したサーベイランスシステムを利用している。 

その他（医

師会、NPO

を含む） 

あり excelファイルと電子メールでデータを収集し、事務局で解析 

費用を取らず各施設の薬剤師が業務外として実施 
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4.6 地域ネットワークが対象とする感染症・感染対策 

○ ネットワークが対象としている感染症・感染対策に関しては、薬剤耐性（AMR）対策、

感染対策全般（手指衛生・個人防護具など）、インフルエンザ・ノロウイルス、アウト

ブレイク対応が多く、77-93%のネットワークにおいて対象としていた（図表 12）。

○ 次いで多かったのが、デング熱・ジカ熱・麻疹等その都度問題となった感染症、結核、

新型インフルエンザ、サーベイランス（地域の感染症流行状況）、針刺し、ワクチン接

種、一類・二類感染症（エボラ出血熱・MERS など）、HIVであり、50-61%のネットワー

クにおいて対象としていた。

○ 感染症診療は 39%、啓発（学校・県民など医療者以外）30%と、他の項目に比して少な

く、これら２項目を除いて全てという回答も多かった。一方で、AMR対策、感染症診療

の教育、啓発のみを対象とし、感染対策や他の感染症を対象としていないネットワーク

もあった。

図表１２． ネットワークが対象としている感染症・感染対策

○ その他の対象として、以下のような記載があった。

・介護福祉施設での感染対策

・口腔衛生

・CDI、O157

・感染対策ネットワーク自体の在り方の検討

・感染対策を専門とする薬剤師の育成や情報共有 など 
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4.7 現在の感染症対策の地域ネットワークの課題、今後改善すべき点、改善するために

必要な事項等（自由記載） 

○ ネットワークの運営

・医療法所管部署と感染症法所管部署との連携・役割分担が必要。医政局や厚生労働省

からの通知もバラバラに発出され分かりにくい。

・高齢者施設等もネットワークに入れていくとした場合、所管課との調整が必要とな

る。内容も病院向けから福祉職対象となり内容の検討が必要。 

・医療提供体制推進事業費補助金を利用して事業を実施していることから、医療法担当

課が所管している。このため、ネットワークの対象施設を医療機関以外に広げることは

難しいと考えている。 

・院内感染のアウトブレイクを疑ったときに保健所だけでは支援が難しい。加算１・２

の病院による地域の支援体制が必要。 

・現在は保健所が主体となり企画・運営を実施しており、病院の参加・専門会の無償の

協力が得やすい。今後は参加病院を中心に、自立した組織として運営が期待される。 

・院外の抗菌薬使用量の把握が難しく、調査には予算と手間がかかる。AMR活動の指標

となる抗菌薬使用量について、迅速（少なくとも１年以内）な結果を得るためのシステ

ム作りは地域レベルでは難しく、国レベルでの対策を早急に作り挙げていただきたい。 

・中小規模の医療機関が多く、感染対策の体制が脆弱な医療機関があるため、標準化さ

れた質の高い院内感染対策ができるよう継続した事業の実施が必要。 

・公的な枠組みが作られておらず、活動時の責任の所在が課題。

○ 活動範囲・参加施設

・県単位や複数の医療圏を含めた広域なネットワーク構築が必要である。

・保健所主導での実施となっており、今後は管内各病院が中心となって勉強会等を実施

できるようにしていきたい。しかし、感染防止対策加算のカンファレンスや地域連携な

ど、２つの病院が中心となって、それぞれのネットワークを作っている現状がある。ま

た、県境に位置しているため、それらには、４県にまたがっての連携となっている。保

健所単位でのネットワークを考えると範囲がせばまり、医療機関の日頃の活動と合致

しない状況となる。県をまたがっての広域でのネットワーク構築が必要となってくる

ため、行政間での調整も重要である。 

・各エリアの取組に温度差がある。

・参加医療施設が県全体の約 30％であるため、さらに増やしていきたい。

・感染症対策研修会の開催案内を管内の病院・診療所・保健施設等に送っているが、参

加率は低い。 

・感染防止対策加算を所得していない施設への参加の呼びかけ。

・加算１・２病院では連携が取れ始めている。互いの相談・支援体制ができつつあるが、
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その他の病院が連携体制に参加できていない。 

・加算１・２に入っていない病院も感染症対策の地域ネットワークに参入することで何

らかのメリット（診療報酬上の加算など）があれば、ネットワークの組織率や参加率が

向上するのではないか。 

・加算 1病院の地域感染対策の支援拡大、例えば、加算２病院だけでなく、その他の病

院、診療所、高齢者施設まで拡大する必要がある。特に ICNを活用することにより、地

域の感染管理だけでなく、基幹病院の地域連携が促進することにもつながる。 

・転院の可能性のある施設（医療機関及び高齢者施設）に対して、地域ネットワークへ

の参加を呼びかけるとともに、感染症対策の向上を図っていく（病院で感染対策が取ら

れていても、転院先の施設が感染症対策をとれていなければ意味がない）。 

・より広範な医療施設（精神科病院など）、保健施設、行政の参加。

○ 高齢者施設・診療所

・老健施設及び診療所における感染制御の構築。

・老人保健施設などでの感染対策をどのように行うかのか。

・病院で対策を行っても、施設内で耐性菌が広がっており、入院・退院のサイクルの中

で耐性菌が広がってしまう。 

・在宅医療、地域包括ケアシステムにおける感染対策に関与していく必要がある。

○ 連携

・医師会との連携強化。

・行政との連携をさらに深めたい。

・保健所との連携強化（さらなる体制強化）。

・現在の課題は、参加施設が限定されていること、活動資金がないことである。現在の

参加施設は主に基幹病院が中心であり、今後特に行政（県、保健所など）との連携をよ

り深めていきたい。さらに医師会からの参加も募りたい。 

・地域での感染症対策については、職種や目的ごとのネットワークを作ることはできる

が、それらがさらに連携していくことが重要。この多方面、他職種のネットワークの管

理も必要で、地域の専門家がこれにあたることが重要。 

・院内感染対策の情報の共有や日常的な相互の協力関係の構築のため、地域の感染管理

の専門家との関係作りの強化が必要。 

・感染症対策研修会の開催を病院と保健所の共催とすることで、研修テーマや講師陣も

広範に渡り、研修内容の充実や参加者増が期待できる。 

○ 活動資金・人材育成

・活動資金がなく、各施設それぞれで負担している現状であり、運営資金の獲得が課題

54



22 

である。現在ネットワークの範囲が狭く、県などの単位に今後広げることが課題である。 

・ネットワークの運営費用の確保が課題となっている。

・ネットワーク運営継続に係る費用捻出。

・活動に係る人件費用（出張費用など）の負担ルールの構築。

・活動資金についても、各参加施設だけでなく行政も交えて検討していきたい。

・ネットワーク運営のための予算が必要。

・施設の予算は限られているため、対策を十分に行うことができない。公的な資金や、

ネットワークからの介入、援助が必要と考えます。

・AMR対策が地域で円滑に行えるよう、地域への予算配分があると活動しやすい。

・出務する ICNなどや、担当する病院への評価や手当が必要で、加算１の要件や DPCへ

の評価、あるいは同様に、地域支援病院の用件や評価の検討が必要。 

・ボランティアでは長続きしないし、出務する ICN などへの病院での評価もあがらな

い。 

・地域での薬剤耐性菌について、詳細な検討を行っているが、資金・人材不足。

・かなり高額なシステムであり、運営や維持のための資金（事務的な業務に関わる人件

費）の確保に難渋している。 

・運営資金（事務的な業務に関わる人件費）と人材の確保。

・多くの活動は、各施設や各感染制御部、各担当者の負担によって支えられており、活

動の継続や拡充を図るためには、経済的あるいは人的支援が必要である。加えて、活動

を担う専門家の後進育成が課題である。 

・人材育成（特に医師）。

・専門薬剤師の人材育成。

○ 活動内容

・地方の医療圏単位であると、医療機関数が限られており、療養型病床主体の医療機関

がほとんどの中で耐性菌モニタリングや抗菌薬適正使用の議論は難しい面があり、結

局は基本的な感染防止対策の話になってしまう。 

・現時点では、各病院の感染対策担当者の情報交換が主な活動となっている。具体的に

はメーリングリストでの情報共有や研修会の開催くらいであり、まだ活動内容は十分

とは言えない。 

・AMR対策に対するサーベイランス、耐性遺伝子解析などについて、感染症法に沿った

全国的な取り組みが示されているが、アウトブレイク時の細菌学的検討などは、地域で

迅速に行う必要がある。 

・アウトブレイク発生時の医療機関への委員派遣による指導は実施していないため、今

後検討したい。 

・医療機関を対象とした抗菌薬使用量サーベイランスの実施について検討中である。
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・AMRを基本としているが、平時だけでなく災害時の感染症対策を含めて検討。 

・歯科領域における感染制御の実現。 

○ その他 

・現状として多剤耐性緑膿菌や VRE などの感染症患者は、病院として受け入れができ

ないことから、今後対応できるように改善していく必要がある。 

・院内感染対策について、実際に経験した医療機関の経験を共有することは、各施設に

おける予防的措置にも大変役立つと思われるが、病院の規模や人員配置によって、ネッ

トワークに関与する時間や労力には温度差があるのではないかと思う。 
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5． 感染症対策の地域ネットワークに関するアンケート調査（今後） 

5.1 AMR 対策アクションプラン、地域ネットワークについて

○ 感染症対策の地域ネットワークがない地域も含め、どのような形が望ましいかを質問

した。都道府県 37名、指定都市 15名の計 52名の担当者より回答を得た。

○ AMR 対策アクションプランを知っている担当者は 49（94%）、AMR対策アクションプラン

で地域ネットワークについて記載されていることを知っている担当者は 46（88%）であ

った。また、感染症対策の地域ネットワークは必要と感じている担当者は 50（98%）と

高率であった（図表 13）。

図表１３． AMR 対策アクションプラン、地域ネットワークについての質問 

5.2 感染症対策の地域ネットワークのあり方 

5.2.1 地域単位 

○ 都道府県 33名、指定都市 15名の計 48名の担当者より回答を得た。地域単位について

は、都道府県単位が 15（31%）と最も多かった。二次医療圏については、都道府県・二

次医療圏、二次医療圏・保健所の回答を含め 15（31%）、保健所は、都道府県・保健所、

二次医療圏・保健所の回答を含め 8（17%）、指定都市は、都道府県・指定都市の回答で

5（10%）であった（図表 14）。

○ その他の意見として、以下のような回答があった。都道府県を基本とし、指定都市、二

次医療圏単位、保健所単位など重階層的なネットワークが必要との意見が多く見られ

た。

・５階層（国＞地域ブロック＞都道府県＞県内地域＞各保健医療圏）。

・都道府県単位と医療圏・指定都市単位（重層的に必要）、加算のネットワークも必要。 

・都道府県、指定都市、医療圏単位。

・郡市医師会、保健所の管轄地域を最小単位とし、それらを都道府県単位で総括。

・保健所設置市または指定都市単位で構築し、その上で二次医療圏や広域連携につい

49

3

AMR対策アクションプランを

知っているか（n=52）

知っている 知らない

46

6

AMR対策アクションプランで地域ネットワー

ク構築について記載されていること（n=52）

知っている 知らない

50

1

感染症対策の地域ネットワーク

は必要と思うか（n=51）

必要と思う 必要ないと思う
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ても検討。 

・大枠としては、「都道府県（及び隣接する都道府県）」又は「市」若しくは「区」と

いった行政単位で実施されるべきである。一方で、人口１５０万を超える規模の都市な

どでは、地域ネットワークを一つに集約することが必ずしも適当とは言い難いため、地

域の実情に応じて単位を検討する余地は残すべきである。行政単位内の地区毎（指定都

市であれば○○区、△△区など）或いは「地域特性が類似する２～３保健所単位」）で

実施することを想定した場合、加算 1の病院が複数（2施設以上）あり、かつ、できれ

ば専門的な分野からの技術的支援を行うことができる大学病院等の中核的医療機関や

感染症指定医療機関が少なくとも 1施設含まれる地域単位での実施が望ましい。また、

中心的指導的役割を担う医療機関については、特定機能病院などの基幹病院が含まれ

ることでより高度な技術的支援が期待されるものと認識している。 

図表１４． 感染症対策の地域ネットワークの地域単位について 

 

5.2.2 実施主体 

○ 実施主体について、都道府県の院内感染対策部局・感染症対策部局が連携という回答が

最も多く 13（28%）、感染症対策部局は 8（17%）、院内感染対策部局は 7（15%）で、そ

の他、都道府県・市、都道府県・病院なども含め、都道府県が実施主体という回答は、

33（70%）と高率であった（図表 15）。都道府県に関しての具体的な内容としては、以下

の記載があった。 

・県が担当することで、関係部署の協力は得られやすいが、業務量が多いため負担と

なっている。 

・医療機関におけるアウトブレイク等の院内感染対策を基本とするネットワークであ

れば、医療法所管部署が主体で実施すべき。 

・医療法所管部署（感染症対策の地域ネットワークは、病院の院内感染を対象として医

療機関を念頭においているため）。ただ、国の動向により、ネットワーク参加施設を拡

大する必要があれば、感染症法等の所管部署も主体となる可能性がある。 

都道府県（n=15）
31%

二次医療圏（n=7）
15%

保健所（n=4）
8%

都道府県・指定都市（n=5）
10%

都道府県・二次医療圏
（n=6）

13%

都道府県・保健所
（n=2）

4%

二次医療圏・保健所（n=2）
4%

その他（n=7）
15%

感染症対策ネットワークの地域単位（n=48）
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・医療安全の確保における院内感染対策の主管課は医療法所管部署であるが、感染症発

生時の対応については感染症法所管部署となり、連携が必要。 

・現在、院内感染の担当部署は医療法所管部署で対応しているが、適宜、感染症法所管

部署と連携して対応する必要がある。 

・実施主体は都道府県・指定都市。地域ネットワークに求められる活動の主たるもの

が、院内感染対策等、医療機関に対する取組みであるなら医療法所管部署、感染症の

発生動向把握と解析等により得られた情報の地域への還元であるなら感染症法所管部

署。 

・院内感染の性質上、医療法所管部署及び感染症法所管部署が連携して実施していく

べきであると考える。 

・医療法所管部署または感染症所管部署と思われるが、各自治体の業務分担や体制によ

ると思われるため、一概には言えない。 

・（都道府県・指定都市が実施主体となる場合は、）感染症法所管部署が「主」、医療法

所管部署が「副」として実施すべきと考えます。 

・医療法所管部署と感染症法所管部署が共同で実施した方が良い。また、片方が主体と

なった場合でも他方も関与することが望ましい。 

・範囲が広範囲に渡るため、医療法所管部署と感染症法所管部署が連携をとりながら実

施するのが望ましい。 

・担う役割によるが、保健衛生統括部署、医療法所管部署、感染症法所管部署。

図表１５． 地域ネットワークの実施主体について 

○ 病院が実施主体という意見も一定程度あり、都道府県と病院を含め、10（21%）であっ

た。病院に関しての具体的な内容としては、以下の記載があった。

都道府県（院内感染対策部局・感染

症対策部局が連携）（n=13）

28%

都道府県（感染症対策部局）(n=8)

17%

都道府県（院内感染対策部局）(n=7)

15%

都道府県(n=1)

2%

都道府県・市(n=1)

2%

病院(n=7)

15%

都道府県・病院(n=3)

6%

保健所(n=1)

2%

医師会(n=1)

2%

その他(n=5)

11%

ネットワークの実施主体（n=47）
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・医療機関（大学病院等）と県、感染症法所管部署。

・地域の中核的医療機関または都道府県（感染症法所管部署）

・都道府県・指定都市あるいは他の機関（大学病院等医療の中枢を担う機関）でも良い。 

・大学病院や感染症指定医療機関。

・地域の中核医療機関。

・大学病院など中核的な医療機関が実施主体となることが望ましい。

・現在，大学病院が実施主体となって，感染症地域ネットワークを運営しており，県と

しても協力していきたいと考えている。 

○ 保健所、医師会という回答もそれぞれ１つあった。その他の意見としては、以下の回答

がった。

・都道府単位であれば、都道府県庁（医療法所管部署を中心に感染症法所管部署、地方

衛生研究所が協力）と大学医学部感染制御部が協力。医療圏・指定都市単位であれば、

保健所と感染防止対策加算１の医療機関または大学病院感染制御部が協力。 

・医療機関が主体となる場合は、地域の基幹病院又は既存の加算 1・2の病院ネットワ

ークの核となる病院が実施主体となり、既存のネットワークを有効活用して新規参入

者を増やすことが、地域ネットワークづくりへの近道となる。また、実施主体の医療機

関と管轄保健所が連携して、加算無しの医療機関や医療機関以外の施設に幅広く呼び

かければ、地域ネットワークの円滑な運営と組織拡大が期待できる。行政が主体となる

場合、高齢者施設、訪問介護ステーション、医療系学校や地方衛生研究所など対象を医

療機関以外の関係機関にまで拡げた場合には指定都市の感染症法所管部署が、病院な

どの医療機関が主な構成メンバーであれば、医療法所管部署が実施主体となるべきと

考える。いずれにしても、両部署が協力の下の実施が望ましい。なお、感染症指定医療

機関、医師会、歯科医師会、薬剤師会等を中心に実施し、都道府県や指定都市がオブザ

ーバーとして参画するという形を検討しても良いものと考えている。  

・指定都市の判断。

・産学共同実施。

・法的位置づけが難しい。

5.2.1 地域ネットワークにおける都道府県・指定都市の役割 

○ 実施主体、事務局

・実施主体としての役割。また、他の機関が実施主体であれば、その機関との連携を密

にする、あるいは、支援を行うことが必要であると考える。 

・事務局として調整する役割。

・事務局として構成機関の調整、事業の取りまとめを担うのが適当。
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・事務局としてネットワークを安定して運営させるため、予算の確保や情報の集約、協

議会開催等を行う。 

・活動全体を総括する役割。

・ネットワークの事務局として、情報の取りまとめ役を担うことになると思われます。 

・ネットワークの事務的役割。

・会議の開催や運営に係る事務処理等。

・県内各地域階層での会議体の設置及び財政支援。

・協議や情報共有の場を提供し、検討された必要な情報については発信、啓発を行なう。 

・関係機関と現状共有および方針の検討を行なうための会議等の企画・調整などを行

い、都道府県・指定都市における今後の対策について考えていけると良い。 

・（都道府県・指定都市が実施主体となる場合は、）当該ネットワークの事務局的な立場

を担うべきと考えます。例えば、参加医療機関等の院内感染対策への技術的支援、地域

の感染症に関する調査・研究・情報提供等に関する連携と調整、医療従事者への研修。 

○ ネットワークの体制整備、支援、とりまとめ

・ネットワークの体制整備、運営の支援。

・地域ネットワーク構築のための支援。

・感染管理体制の整備に対する助言や支援。

・後方支援。

・ネットワークの取りまとめ、啓発などを担うべきと思うが、現状では AMR対策の手法

や知識が十分ではなく対応は難しい。都道府県内の大学、保健所などのネットワーク関

係機関の連絡・調整、病院・関係機関へのネットワーク形成に関する啓発・普及、財政

的支援。 

・ネットワーク構築の支援、アウトブレイクに対する感染対策の支援、情報発信、県民

への啓発。 

・地域ネットワークの総括、国との連携調整等。

・保健所単位での地域ネットワークのとりまとめ、全国のサーベイランス情報の保健所

への情報提供等。 

・保健所が加算 1の病院へ働きかけやすいようバックアップしていく。

○ 情報収集、連絡・調整、連携・コーディネート

・情報収集・提供、全体の連絡調整。

・事務局と関係機関との調整支援。

・ネットワーク形成における連絡・調整事務。

・各関係機関との連絡調整などのコーディネート。

61



29 

 

・感染症対策の地域ネットワークを構成する医療機関等と保健所等の行政機関とのコ

ーディネーター的役割を担うべきである。  

・コーディネーター役。発生動向調査の情報提供。  

・対策の立案、関係機関の調整。 

・市内の医療機関全体を把握した加算を超えた医療機関同士の相談などがしあえる連

携体制を構築する役。 

・医療機関との協力体制の構築、医療機関同士や医療機関と関係機関との橋渡し役。 

・地域の実情を踏まえた関係機関の調整。 

・他の自治体の状況について共有する役割など。 

・国からの情報を関係機関に提供。 

・地域の感染症発生動向に関する関係機関への情報提供。 

・医療機関に対する院内感染対策サーベイランス（JANIS）事業への参加案内を行なう

とともに、地域における感染症発生状況の把握・分析した内容を医療機関に提供するこ

とや、地方衛生研究所における検査体制の整備や検査結果の還元をすること。 

○ その他 

・直接的には、ネットワークの拠点医療機関として、大学病院等の医療機関が中心的な

役割を担っていることを踏まえて、都道府県二次医療圏域毎の保健所において、ネット

ワークに参加する医療機関等にどのような支援が進められているのか、都道府県にお

いて、定期的に確認し、必要に応じて検証ができる体制を構築していくことが望ましい

と考える。 

・県は、関係機関（消防、警察、地区医師会、一般医療機関、感染症指定医療機関）が

ネットワークに積極的に参加していただけるようにコーディネートする役割がありま

す。またネットワークにおいては、各関係機関がその機能を発揮し役割を担えるリーダ

ーシップを発揮する必要があります。 

・県内の状況を把握でき，また国や他都道府県と直接やりとりできる立場にあることか

ら，以下のような情報共有を主とした役割が考えられます。感染症発生動向調査事業に

より県内の感染症流行状況を把握し，情報をまとめて県民に還元する。国や他都道府県

と連携をとり，国内外の感染症の発生状況や最新の検査法・治療法等の情報を，県内に

還元する。県医師会との連携。 

・医療機関や高齢者施設等において薬剤耐性菌が感染拡大した際に、薬剤耐性感染症専

門家の指導、助言に基づき、感染拡大防止を図ることができるよう人的基盤・システム

を構築する役割を担うべきと考える。 

・事務局としての役割。行政区域を跨るようなネットワークを構築する場合の調整役及

び保健所等を含む行政内部の担当部署との連絡調整などの行政機関の縦と横の連携を

図るとともに、大学病院・感染症専門医や医師会等の関係機関とのパイプ役としての

役割を担うべきで、具体的には下記のとおり。(1) 国や県からの情報などを共有でき
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るシステムの構築、運営。(2)各地域のデータ集計（サーベイランス）、プラン進捗状

況の把握、保健所への情報提供。(3)関係施設への事務連絡及び国や自治体の施策等

の情報提供並びに地域の医師会、薬剤師会に対する協力要請の働きかけ。(4)感染予

防・管理のための地域ネットワーク会議の開催など各施設間のつながりを作る場の提

供。(5)医療・介護分野における薬剤耐性に関する動向調査の強化。(6)地域ネットワー

クづくりを推進し、支援するための施策。(7)市民啓発（市政だよりやホームページ等

による広報）。 

5.2.2 地域ネットワークにおける保健所の役割 

○ 事務局・調整・とりまとめ

・保健所は地域のネットワークの要となり、地域の関係機関のコントロールタワーの役

割を担うべきと考えます。

・感染症対策のネットワークとの連携のもと、管轄区域のリーダー、中枢的役割を担う

ものであると考える。

・ネットワーク事務局としての役割。会議研修会等の開催、相談窓口、各参加機関との

連絡調整等。 

・専門性の高い有識者から助言を得る等をしながら、管内の医療機関等関係機関へ適切

な相談対応を行っていくとともに、今後より充実した地域ネットワークの構築に努め

てほしい。 

・地域におけるネットワークの支援。会議の開催、院内感染発生時の対応のコーディネ

ート役。 

・ネットワークの事務局として、情報の取りまとめ役を担うことになると思われます。 

・事務局として調整する役割。

・ネットワーク形成における連絡・調整事務。

・各関係機関との連絡調整などのコーディネート。

・地域課題の把握、施設間の調整。

・院内感染対策についての医療機関への研修や耐性菌の病原体情報の共有、又、加算に

かかわらず相談できる関係機関間の体制作り。 

・医療機関同士や医療機関と関係機関との調整、橋渡し役。

・薬剤耐性菌が感染拡大している医療機関と、薬剤耐性感染症専門家及び検査部門とし

ての地衛研との橋渡し。 

・管内の医療機関、福祉施設等および中核医療機関との連携の促進。

・各機関の顔の見える関係づくり。

・構成機関として取組みを推進する又は事務局として構成機関の調整・事業のとりまと
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めを担うのが適当。 

・管内の活動を取りまとめ、情報を積極的に収集し事務局及び中核的な医療機関に報告

するとともに、ネットワークで得られた成果については、管内に積極的に還元を行う。 

・地域での感染対策の基幹であり、都道府県と医療機関等連携の窓口としての役割。

○ 助言・支援

・地域ネットワーク構築のための支援。

・実際の活動に、助言や支援を行う役割。

・感染症対策に関する助言。

・加算１の病院へのネットワーク作りの働きかけとバックアップ。

・後方支援。

○ 指導的立場、立入検査・相談窓口

・各地域の指導的役割。

・医療立入検査で、当該医療機関の感染対策の状況確認。

・保健医療圏内でのまとめ役、及び、病院立入調査等の同行。

・院内感染発生時の一次的な相談窓口であり、感染症対策のネットワークの専門家の指

導を受けた場合には改善計画の実施状況等について、感染症法、医療法を所管する行政

機関として、継続的な助言、指導を行っていく必要がある。  

・院内感染発生の報告を受けた際には、医療法所管部署と感染症法所管部署が連携し

て、医療機関への立入検査等を実施若しくは地域のネットワークに参加する医療機関

等の専門家の判断を参考に感染対策に関する助言や支援を行うこと。 

・行政として地域施設等からの相談や情報探知の最も身近な窓口。

○ サーベイランス（情報収集・提供）

・医療機関が取り組む院内感染対策への支援、アウトブレイクの収集、解析。

・コーディネーター役。発生動向調査、学校欠席者サーベイランス等情報提供。

・地域ネットワーク体制作りの支援、地域サーベイランス。

・開催に向けた日程調整、全国および地区のサーベイランス情報の情報提供等。

○ 啓発・研修

・薬剤体制（AMR）対策の啓発、研修等。

・中小医療機関のネットワーク参加に向けての啓発活動。感染症専門家への協力依頼。 

・地域内での感染症に関する情報発信、共有。AMRの啓発。地域内の施設等での感染症

対策の均一化（レベルアップ）。 
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・抗菌薬使用時の届出制、許可制の徹底を促す。医療機関ごとに抗菌薬使用マニュアル

を作成してもらう。 

○ 難しい

・ネットワークの取りまとめ、啓発などを担うべきと思うが、現状では AMR対策の手法

や知識が十分ではなく対応は難しい。

・各地域の指導的役割はあると考えるが、地域ネットワークにおける役割はないと考え

る。

○ その他（総合的なコメント）

・ネットワークの拠点医療機関として、大学病院等の医療機関が中心的な役割を担って

いることを踏まえて、各地域のアウトブレイク等に対する医療機関の対応が、事案発生

当初の計画どおりに実施され効果を上げているのか、また、ネットワークに参加する医

療機関等の専門家による支援が順調に進められているのか、二次医療圏域毎の保健所

において、一定期間、定期的に確認し、必要に応じて支援ができるような役割を担える

ことが望ましいと考える。

・感染症対策研修や情報交換などの実施調整。アウトブレイク対応。地域の感染症発生

動向に関する関係機関への情報提供。相談及び指導においてオブザーバの役割。

・ネットワークへの中小医療機関参加に向けての啓発。感染症専門家への協力依頼。情

報交換・研修・グループワーク・模範的ラウンドなどの実施・調整。アウトブレイク対

応(AMRについては大学病院などと連携)。地域の感染症発生動向に関する関係機関への

情報提供とイベントベーストサーベイランス。都道府県単位ネットワークとの連携。

・管内の流行状況を詳細に把握でき，また管内の医療機関と密に連携をとることができ

る立場にあることから，以下のような各地域の事情に即した実務的役割が考えられま

す。管内の感染症の流行状況について情報収集を行う。集団発生の兆候がみられるよう

な施設については，問い合わせを行い，状況を確認する。施設における集団感染発生の

探知，立入，指導。市郡医師会との連携。感染対策の指導。研修会。

・保健所がコーディネーターとして、また実情に応じて事務局として、ネットワークの

運営に直接、間接的に携わっていくことが考えられる。具体的には下記のとおり。(1)

アウトブレイク対応、感染対策全般の指導及び相談役。地域の医療機関や薬局等を管轄

する立場として、管内の医療機関等に対し、地域における感染症対策のネットワークへ

の参加の呼びかけや支援を行うことが求められる。また、小規模医療機関への指導・助

言も含め、管内の医療機関が相互に連携し、協力できる関係を構築できるようサポート

する役割も求められる。(2)合同カンファレンスへの参加。地域におけるプラン進捗状

況の発表。(3)各医療機関のデータ集計、都道府県・指定都市への報告。(4)管内の高齢

者社会福祉施設担当部署等と連携し、高齢者社会福祉施設への感染症対策に関する情

報提供等に努めるとともに、必要に応じて、地域ネットワークへの参加の呼びかけ（医

療、介護における感染予防・管理と地域連携の推進 ）(5)基幹病院との連携強化、情

報の共有(6)薬剤耐性感染症の集団発生への対応能力の強化（感染症集団発生対策関係
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者に対する研修会の実施等）(7)地域の身近な情報などを、地域ネットワークへ提供す

るオブザーバーとしての役割(8)地域ネットワークからの情報を、必要時に各施設や市

民へ情報提供する役割。 

・（都道府県・指定都市が実施主体となる場合は、）当該ネットワークの事務局的な立場

を担うべきと考えます。例えば、参加医療機関等の院内感染対策への技術的支援。地域

の感染症に関する調査・研究・情報提供等に関する連携と調整。医療従事者への研修。  

5.2.3 地域ネットワークにおける大学病院・感染症指定医療機関などの役割。 

○ 実施主体・中心的な役割 

・地域ネットワークの中心となっていたいだきたい。 

・司令塔。 

・中小規模医療機関の支援等を含め、地域ネットワークの中枢を担うものであると考え

る。 

・他の医療機関をまとめる中心的な役割。 

・実施主体的な役割、とりわけ院内感染対策について、地域の医療機関に対する指導的

役割。  

・地域のネットワークの拠点医療機関としての役割を担うことが望ましい。講演会の開

催など指導的役割。院内感染発生時の相談への対応における指導的役割。 

・保健所の支援、ネットワークでの指導的役割。 

・感染症医療を中心的に実施するとともに、一般の医療機関の医療従事者研修や治療方

法の指示を与えるなど地域ネットワークの治療面の指導的な役割を期待します。 

・大学病院など中核的な医療機関については、感染対策のネットワークにおいて中心的

役割を担う必要がある。 

・活動の中心となってネットワークの構築、強化を図りながら、ネットワークの構成施

設に対して、専門的な助言や支援を行う役割。 

・構成機関として取組みを推進する役割の担当が適当。 

○ 地域病院の支援 

・医療現場での積極的な取組み状況等を通じた地域医療機関の牽引役。 

・大学病院等を拠点とした二次医療圏域の中核病院（感染症指定医療機関）との連携に

より、院内感染発生状況の把握・分析・評価が行える機能を構築し、特に中小規模病院

等の医療機関に対する感染制御活動を推進支援できる役割を担えることが望ましいと

考える。 

・地域ネットワークとの協力による地域の医療機関に対する感染症対策の助言。 

・ネットワーク内で薬剤耐性菌がアウトブレイクしているところがあれば、指導・助言

により、対策の一助を担う。     
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・専門的な知見や最新の情報を踏まえ、他の医療機関等からの相談や助言を行うべきと

考えます。 

・相互協力。

・医療機関に対する相談支援。

・診療所等、自身で感染対策が難しい医療機関に対する助言や支援。

・診療所も含めた地域の医療機関に対する指導的立場。

・先駆的に対策に取り組み、他の病院の教育的役割。

・保健医療圏内の参加医療機関に対する感染症対策の指導・助言。

・院内感染対策が充実していない医療機関への支援。高齢者施設への支援。現場に密着

した情報の発信。 

○ 人的・技術的支援

・人的・技術的支援。

・専門的な立場からの助言・相談対応。研修会の開催等。

・周辺医療機関のとりまとめ、研修・技術的助言。

・専門知識を生かした技術的支援、指導的役割。

・医師や薬剤師の知識・意識向上を目指した教育の機会をつくる。

・相談・指南、研究・調査役。

・医療に関わる技術的な助言等を行政サイドから発信することは困難であるため、医療

に関わる助言や、情報発信等を担っていただくことが望ましいかと思われます。  

・技術的援助、院内感染、集団感染時に専門医として助言。

・薬剤耐性感染症の専門家としての役割。診療所等への感染症対策支援（アドバイス）。 

・専門的立場からの技術的支援。感染症相談、専門家の派遣、研究会講師等。

・院内感染対策に関するカンファレンス等対策の推進、支援、研修会やマニュアルの作

成。 

・中小規模医療機関や在宅医療現場等の相談窓口となり、助言や技術的支援を行い、ま

た情報の専門的な解析等を行う。 

・専門的な内容の講演会講師や研修会の企画、又は、個別の病院からの相談を受けたり、

アドバイス等を行なう役割。

・専門及び臨床的な立場にあることから、感染症対策に対する適切な助言や技術的支援

を行う役割を担っていただきたい。 

・多くの症例や知見を活かし、出前講座、ラウンド等を実施する主体となる。

○ その他（総合的なコメント）
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・地域における院内感染発生時の感染対策に関する助言や支援を行うほか、医療機関間

の感染症対策の中心的な役割を担うこと。また、地域ネットワーク会議等を通じて、院

内感染事例や対策に関する講演を実施すること。 

・大学：抗菌剤使用量・アンチバイオグラムなどの統計分析(地方衛生研究所でもよい)、

相談支援・研修会などの技術的指導、地域のガイドラインの作成。加算 1算定病院：他

の加算 1算定病院との連携・加算 2算定病院の支援。 

・ネットワーク作り・連携会議でのアドバイス。院内感染事例での現場ではわからない、

専門家としての助言。ネットワーク参加希望病院への研修の実施。 

・抗生剤の使用量やアンチバイオグラムによる統計分析。相談支援や研修会の技術的な

指導。アウトブレイクに対する技術支援。マニュアル作成に関する支援。講演による一

般住民への啓発。情報の共有化。発生時の人材支援。  

・症例数が多く，院内マニュアルや院内の感染症に関する組織（ICT 委員会等）も充実

していると考えられることから，以下のような，地域の医療機関に対してサポート的役

割が考えられます。経験した症例の共有，院内における活動の共有（研修会等）。他医

療機関からの研修の受け入れ。その他，感染症対策等に関する医療機関からの相談受付。

地域のアンチバイオグラムの作成。 

・(1)地域における感染対策の支援、指導的役割（①感染対策推進、②専門及び実臨床

の立場から適切な技術的助言、③合同カンファレンスを通じた最新かつ専門的な知見

の提供）。②について、特に大学病院等の中核的な医療機関は、薬剤耐性菌対策や院内

感染対策について、臨床、かつ専門的な見地からの助言や技術的指導等を行う役割が求

められる。(2)地域ネットワークにおける相談窓口の設置及び実際の相談体制の確保。

(3)地域ネットワークにおける教育（感染症診療、研修会やカンファレンスの開催、出

張講演、平常時の訪問ラウンドと実地指導等）。(4)アウトブレイク発生時における指導

的役割、施設に対する専門家の派遣と改善支援⇒感染症指定医療機関、とくに加算１の

病院にはネットワークの中心的な役割を担ってもらいたい。耐性菌等への対策は、病院

だけに留まらず、診療所も含めすべての医療機関の共通見解が大切となってくる。感染

症の専門的な面を支えてもらいたい。また、病院の視点から地域の感染症対策の視点を

もっていただきたい。(5)必要に応じて、サーベイランスデータに基づく地域レベルで

の感染症流行状況及びその対策について情報提供する役割が求められると思われる。

例えば、病院名等が特定できる情報を秘匿化処理し、実際に院内で起こった感染症につ

いて対策などの事例発表が考えられる。 

 

5.3 地域ネットワークが対象とすべき施設について 

○ 地域ネットワークが対象とすべき施設として、すべての病院が 37（76%）と最も多かっ

た。医科診療所は、すべて 25（51%）、ネットワークへの参加を希望する施設 18（37%）、

歯科診療所は、やや減少し、すべて 18（37%）、ネットワークへの参加を希望する施設

16（33%）であった。高齢者施設、保険薬局については、すべてが減り、希望する施設

の方が上回る結果であった（図表 16）。 
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図表１６． ネットワークが対象とすべき施設 

○ その他として、以下の回答があった。

・すべての医療機関（歯科を含む）を対象とすることが望ましいと考えるが、まずは、

病院及び有床診療所において、優先的に対応ができるようなネットワークの構築が必

要と考える。 

・都道府県のネットワークは、加算算定病院を骨格としてよい(都道府県内全病院を対

象とするきめの細かい活動は容易ではない)。医療圏のネットワークは、中小病院をタ

ーゲットとし、顔の見える関係のもとで行う。歯科診療所・高齢者施設・保険薬局につ

いては、病院とは性格が質的に異なるため、活動については研修会や特定テーマなどを

別途の単位で実施する方がよい。  

・診療所は有床診療所を対象とすべき。

・患者搬送のための消防本部（救急）、重大な感染症発生時の検体搬送や医療機関警備

のための警察、可能であれば医薬品卸組合。 

・すべての病院、診療所、高齢者施設、保健所、行政、製薬企業や住民代表なども含め、

産官学のネットワークにして、地域全体の感染症対策およびその制御の規格統一とレ

ベルアップを図るべきである。 

・医師会、歯科医師会、薬剤師会。

・地域環境衛生研究所等の研究機関。

・障害者施設。

・保育所、幼稚園、学校等。

・アプローチする優先順位をつけたほうが良い。

・大学、獣医師会。

・社会福祉施設（児童福祉施設、障害者福祉施設）、地方衛生研究所。ワンヘルスや薬
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ネットワークが対象とすべき施設（n=49）
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剤耐性対策の観点から、産業動物に関する機関（家畜保健所、食肉検査所等）や愛玩動

物等に関する機関など獣医療も地域ネットワークに参画すべきと考える。  

・広範な事業者に対し、参加希望の有無を確認することが望ましいと思われますが、規

模が大きく、行政の所管部署も様々に渡るため、取りまとめが困難になると推測されま

す。 

5.4 地域ネットワークが対象とすべき感染症・感染対策について 

○ 地域ネットワークが対象とすべき感染症・感染対策としては、薬剤耐性（AMR）対策が

最も多く 48（98%）、次いで、アウトブレイク対応 44（90%）が多かった（図表 17）。既

存のネットワークで対象としている感染症・感染対策（図表 12）と比較し、インフル

エンザ・ノロウイルス 33（68%）、感染対策全般 36（73%）は低い結果となった。一方

で、既存のネットワークで少なかった感染症診療の教育 28（57%）、啓発（学校・県民な

ど医療者以外）が多くなっており、既存のネットワークと AMR対策を主眼においた今後

のネットワークでは、対象とすべき感染症・感染対策が変化してきている可能性が示唆

された。 

図表１７． ネットワークが対象とすべき感染症・感染対策

○ その他として、以下の回答があった。

・テーマについては、医療機関に限定したり、すべてのネットワーク登録施設を対象に

する場合など、構成要因に応じたテーマの選定や研修方法等に工夫や配慮が必要と思

われる。例えば、薬剤耐性対策をテーマとする場合、抗菌剤の適正使用の観点では医療

施設等に特化し、院内感染対策（標準感染予防策）としては介護や医療に関わるすべて

の施設を対象とするなどが考えられる。
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5.5 地域における AMR 対策の推進にあたって

5.5.1 都道府県・指定都市のアクションプラン 

○ AMR 対策を都道府県・指定都市単位で進めることを検討した場合、都道府県・指定都市

のアクションプランが必要と回答したのは、21（47%）、なくても進められるが 13（29%）、

医療機関が自主的に AMR対策をすべきは、4（9%）であった（図表 18）。

図表１８． 都道府県・指定都市の AMRアクションプラン 

○ その他として、以下の回答があった。

・医療機関に係る院内感染に特化したものでなく、畜水産や獣医療に係る動物由来感染

症分野に係る対策も含む幅広い対策が求められるものであれば、医療法所管部署（今回

の回答者）での必要か不要かの判断はできない。

・ロードマップがあると進めやすい。

・国、自治体それぞれの役割に応じて統一的な対応が講じられるようアクションプラン

の各分野に応じた要綱等を策定し、それに基づき地域の実情を考慮しつつ柔軟に対応

できるような仕組みを整備していただきたい。 

・具体的な取組みについては模索中でなんともいえない。

・アクションプランを定めることは一つの手段であるが、一方で医療機関の AMR 対策

の自主性が失われる懸念があり、医療機関に対する自主性を担保する必要がある。 

・ネットワーク内のある程度統一したルール作りは必要。そのルールに基づいた上で、

各医療機関等が実施可能な対策を進めれば良いかと考える。 

・必要があれば作成した方がよい。

必要（n=21）

47%

不要（なくても進められる）

（n=13）

29%

不要（自主的に対策をす

べき）（n=4）

9%

その他（n=7）

15%

都道府県・指定都市のAMRアクションプラン

（n=45）

71



39 

5.5.2 感染症対策の地域ネットワークに関する国からの通知等 

○ AMR 対策を一つの目的として感染症対策の地域ネットワークを都道府県・指定都市単位

で構築するにあたり、国からの通知等での依頼の必要性については、必要と回答したの

は、42（88%）、不要 1（2%）であり、必要との回答が大多数であった（図表 19）。

図表１９． 地域ネットワークに関する通知の必要性 

○ その他として、以下の回答があった。

・都道府県および医療圏単位でのネットワークについて通知していただきたい。都道府

県・指定都市および保健所は行政機関であり、国からの通知により活動は容易となる。

・どちらでもよい。

・行政向けの通知ではなく、病院が組織的に（病院長の責任の下）参加できるような通

知等があると良い。 

・必要な情報、指標、方向性などは示してほしい。各地域の状況については取りまとめ

ていただきたい。 

・通知をいただく場合には、実施主体等を明確にした上で発信いただくことが望ましい

と思われます。 

5.5.3 ネットワーク構築に関する国からの補助 

○ 都道府県・指定都市が感染症対策の地域ネットワークの構築を進める場合、国からの補

助は必要（あった方が良いか）については、必要と回答したのは、45（96%）、不要 1（2%）

であり、必要との回答が大多数であった（図表 20）。

必要（n=42）

88%

不要（n=1）

2%

その他（n=５）

10%

感染症対策の地域ネットワークに関する国からの通知

（n=48）
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図表２０． 地域ネットワーク構築に関する国かの補助 

○ その他として、以下の回答があった。

・あればベターであるが、財政状況、運営の自由度などを考えれば、必須ではない。

5.6 感染症対策の地域ネットワークについて、気づいた点（自由記載） 

○ 地域ネットワークのあり方について

・地域ネットワークについては、歴史的経緯、大学の力量、地域の状況などが地域によ

って多様であり、一律に決めることは難しい。また、単一の組織構築によって必ずしも

すべての目的・機能が果たされるわけではない。したがって、基本的な形を提示しなが

らも、地域における多様性、重層性、相補性を認めていくことも必要である。 

・今回の調査では、施設（ハード）を起点とした取組みの質問が中心であるが、対策ネ

ットワークでは、人的支援（ソフト）の面も重要と考える。 

・基本的には「感染防止対策加算２」を届けている施設は、自分の施設で感染対策をと

り、自施設で対応できない場合は「感染防止対策加算１」を届出している地域の中核的

な病院と連携し対応していく体制になっている。問題となるのが、「感染防止対策加算

２」の体制が整えられない医療機関及び介護施設等になると考えられるが、それらの施

設に対する助言および支援する機関により補助金等で支援できれば大部分の施設の感

染対策ができるのではないかと思う。 

・感染症ネットワーク研修会は今後地域の医療従事者の人材養成に非常に重要な役割

を担う。 

・今の段階では、「感染症対策の地域ネットワーク」の役割や活動内容等が不明確なた

必要（n=45）

96%

不要（n=1） その他（n=1）

2%

ネットワーク構築に関する国からの補助

（n=47）
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め、自治体の役割が分からない。もう少し具体的なことが分かれば、回答しやすい。 

・都道府県・指定都市単位で感染症対策の地域ネットワークに大きな差が生じているこ

とから、先進的に取り組まれている自治体をモデル事業として、見学する場を設けてい

ただくか、ネットワークの内容を示す資料を提供していただきたい。  

○ 現行の地域ネットワークの現状・課題について

・平成 25年度に設立された本県（設立時の協議会及び細菌解析システム設置費を補助）

のネットワークは、直接的には、拠点医療機関である大学病院が中心的な役割を担って

いるが、二次医療圏域毎のネットワークに参加する中規模病院が主であり、頭打ちとな

っていることから、全ての医療機関にまで支援できる体制の構築には至っていない。ま

た、保健所等の行政機関との連携体制の構築についても今後検討が必要な課題と考え

る。

・本県では、感染症対策のネットワークを構築するために県医師会、各種医療団体、感

染症指定医療機関の院長、消防本部、県警、医療法所管課、地方衛生研究所、保健所、

感染症の専門家、感染症医療の専門家からなる協議会を立ち上げるとともに、地域のネ

ットワークとなるチーム作りから、重大感染症発生時のルールを定めたマニュアル作

成に取り組んでいます。今後、感染症対策の地域ネットワークが機能するためのマニュ

アルを作成した後に、それに各医療機関や関係機関がルールに従って、行動するための

実行性の確保が課題となっています。 

・これまで保健所・地方衛生研究所は市中感染症対策を中心に携わっており、AMR対策

は医療機関が主体的に実施してきた。行政機関と関係機関が一体となった地域ネット

ワークの必要性は概念的には理解できるが、行政機関が AMR 対策について十分な専門

的知識を持っているとは言いがたい現状であり、基本的な知識を得ることから始める

必要があると思われる。また、必然的に業務量が増大することになるため、保健所、地

方衛生研究所、担当部局の体制強化が必要不可欠と思われる。 

○ 国との関係について

・がん対策、難病対策、アレルギー疾患対策と同様に、感染症対策においても地域の医

療提供体制と住民や専門職に対する啓発・教育を推進するためには、国からの通知等が

あった方が、よいと思います。 

・AMR対策におけるネットワーク構築は部署がまたがることから、国が要領等を作成し、

具体的な対応をとる必要があるように思う。 

・地域ネットワークの整備にあたっては、都道府県単位では予算確保が難しい。また、

AMR 対策にかかる検査を含めた費用やサーベイランスの構築等は、自治体をまたいで広

域的に取り組む必要があり、国の予算措置及び制度整備が必要と考える。自治体におけ

る体制には差があり、地域の実情に応じたネットワーク整備への配慮が求められる。 

・現在、国が主導で事業を進めているが、都道府県の役割が不明確であり、対策を進め

るとした体制やマンパワーも整っていないため、国からの技術的・財政的支援が必要。 

・感染防止対策加算病院（１・２）は、感染対策部門を設置し感染制御チーム（ICT)が
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定期的に病棟等をラウンドし、院内の必要な部署への適切な支援を行っている。しかし、

チームでラウンドが困難な未加算の医療機関は必要に応じて地域の専門家に相談でき

る体制を構築する必要がある。また、院内感染症のアウトブレイクが疑われる場合、他

の医療機関の専門家が感染拡大防止に向け支援するシステムが必要と考える。多剤耐

性菌による院内感染対策は、個々の医療機関の対応だけでは限界があり、地域全体で取

り組む必要もある。自治体の財政状況は厳しく、自治体が地域ネットワークを支援する

としても財政的支援は困難。国による財政支援を求めたい。 

・医療関連感染対策のみならず、幅広く感染対策について検討している。委員の方々は

熱心で AMR対策を含め、災害対策等でも具体的な取組みの希望があるが、他部署主管の

業務については予算もなく、当課主体で進めることはできないため苦慮している。例年、

医療提供体制推進事業費は減額回答なので困っている。 

・H28年度、当地域においては保健所が実施主体となり以下の取組みを行った。管内全

病院を対象とした院内感染対策担当者の意見交換会、管内医療機関を対象とした感染

症に係る講習会。AMR対策と一般感染症対策のどちらを主眼に置くかで、対象とすべき

施設や対象とすべき感染症・感染対策が変わってくるのではないか。指定都市単位より

まだ小さな単位のネットワークが良いと考えており、年１回の会議から始めている。加

算１や２の病院だけでなく、診療所を含めたネットワークを作り、管内全体の感染症

（耐性菌含む）対策を推進していきたい。その為には、感染症指定医療機関や加算１の

病院にはネットワークの中心的な役割を果たしてもらいたいが、現在は、管内病院との

情報交換や顔の見える関係づくりに留まっている。今後この病院が中心となり、ネット

ワークの会議体となり、診療所や歯科医療機関、薬局、老人施設等を巻き込んでのネッ

トワークづくりに広がっていければよいと思う。しかし、現実は加算１・２の病院間の

連携や研修会、情報共有は、すでに進んでいるものの、地域全体のネットワークの考え

方がまだ薄いと思う。また、保健所も職員の体制や専門性も弱いので、保健所長一人の

想いでは、現実として進んでいくことは難しい。地域のネットワークは、病院、医師会、

行政等が一緒になって動いていける通知や環境づくりがあった方がよい。地域ネット

ワークへの参加を促すために、新たな診療報酬加算等のしくみがあればよい。例えば、

加算 1・2 以外の医療機関や施設等が地域ネットワークに参加すると得られる加算や、

ネットワーク内の施設を個別に指導した中核病院に対する新たな加算など。医療機関

以外にも、関係機関には何らかのインセンティブが必要と考える。感染症専門医や感染

管理認定看護師等の更新時の条件として、加算 1・2以外の医療施設や地域に対する啓

発活動等を義務付けるとよい。地域ネットワークの中に、複数の部会があることが望ま

しい。例えば、薬剤耐性対策部会、院内感染対策部会、新興感染症部会など。部会毎に

研修会等を実施することで、研修テーマや目的が明確となるため。 

○ その他

・災害などの発生に備えて普段から顔の見えるネットワーク作りが必要と考える。

・対人と対動物の AMR対策を並行的に進めていくことが現実的に可能か疑問がある。

・人と動物の共通感染症や薬剤耐性対策を含むワンヘルスの観点から、医療と獣医療が

連携するためにも、今後は獣医療の地域ネットワークへの参画も必要と考える。 
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・回答するに至っていない段階のものが多く、今後、各担当部署と連携して検討してい

く予定。また、専門家の配置がないため、自治体がどのような役割を担うかについて不

安がある。 

・このアンケートの結果は、是非、各自治体に還元していただきたい。 
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6． アンケート調査結果のまとめ（考察） 

6.1 感染症対策の地域ネットワークに関するアンケートの実施について 

○ 感染症対策の地域ネットワークのモデルを提示するにあたり、全国のネットワークの

現状について、具体的な内容も含め現状を調査する必要があると考え、アンケート調査

を実施した。

○ アンケートの調査対象については、ネットワーク構築の中心的な役割を担うとともに、

全国を一定の条件で調査できる組織として、都道府県を対象とした。また、指定都市に

ついては、指定都市単位でネットワークを構築している地域もあるため、都道府県と一

部重複する面はあるものの、指定都市も対象とした。

○ 感染症対策の地域ネットワークは、院内感染対策の要素と感染症対策全般の要素の２

面を持ち合わせており、自治体によって担当が異なる場合があるため、アンケートの送

付先は、院内感染対策担当部局又は感染症対策担当部局とした。

○ アンケートの実施にあたっては、三重県感染対策支援ネットワーク（Mie Infection

Control Newtork: MieICNet）の関係者（医師・看護師・薬剤師・臨床検査技師・保健

所職員・行政職員）のほか、他県において、AMR対策や地域ネットワーク構築を推進し

ている専門家の医師にも協力いただき、できるだけ多くの視点を踏まえて調査項目を

設定した。

○ アンケートは、紙媒体を郵送するほか、MieICNetの HP上にも電子媒体で回答票を掲載

し、電子的な回答も可能とすることや、回答例をつけるなどの工夫をした。既存のネッ

トワークに関する質問に関しては、複数ある場合が想定されたため、３つまで回答を得

られるようにした。 

○ 都道府県・指定都市担当者の多大な協力のもと、80％程度の高率で回答を得ることがで

きた。

6.2 感染症対策の地域ネットワークを構築するにあたって検討すべき事項 

○ 感染症対策の地域ネットワークについては、2004 年に厚生労働省の事業（院内感染対

策地域支援ネットワーク事業）として開始された以降、多くの経緯を経て現在に至って

いるため、ネットワーク構築について検討する上で、関係者の知識の共有化の一助とな

るよう、背景について整理した（p2-7）。

○ 本アンケートの結果を参考に、感染症対策の地域ネットワークを構築するステップに
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ついて考察した。 

6.2.1 地域単位と実施主体 

○ ネットワーク構築にあたって、第一に検討すべき事項は、地域単位と実施主体であり、

この２点はともに関連するため、まずは、この２点について整理した（p9-11、p24-27）。

各地域で AMR対策を進めていく上で、AMR対策アクションプランの成果指標となってい

る「微生物の薬剤耐性率（微生物サーベイランス）」と「抗菌薬使用量（抗菌薬サーベ

イランス）」はモニタリング指標として必須となる。これらのデータをどのような地域

単位で整理するかを検討した場合、各施設からの積み上げ方式と全国を対象としたビ

ッグデータからの分割方式の２法あるが、いずれの場合であっても、47 都道府県が１

つの切り口となるため、対象地域を検討する上で、47 都道府県は一つの地域単位にな

ると思われる。 

○ どのような地域単位がよいかとの質問に対する回答を集約すると、「都道府県を基本と

しつつ、指定都市、二次医療圏単位、保健所単位など重階層的なネットワーク」が地域

単位の１つの形態になると思われる。しかし、大都市など、必ずしも上記が適当とは言

えない地域もあるため、都道府県内において、区分けをする場合は、地域の事情に応じ

て検討していくことになると思われる。

○ 地域単位と連動して検討すべき事項が実施主体である。既存のネットワークにおいて

は、大学病院が実施主体との回答が多かったが（p10）、各地域における大学病院の数や

役割・地理的状況も異なるため、一律に大学病院が適切とは限らない。また、対象とす

る施設とも関連するが、地域のすべての施設を対象とする場合、行政の関与なく継続的

な運営は難しい。

○ 今後、ネットワーク構築を検討する際、どのような実施主体で実施すべきかとの質問に

ついては、都道府県と市、都道府県と病院なども含め、都道府県が実施主体との回答が

多かった（p25-27）。ネットワークの枠組みづくりについては都道府県・指定都市など

自治体が行うのが適当と考えられるが、病院が主体的にかかわるべき医学的内容も多

いため、自治体が実施主体となり、中核的な病院へ業務委託をするなど、自治体と医療

機関が共同して運営を担っていくのが望ましいと思われる。

○ 都道府県・指定都市内での役割分担については、内容的に、院内感染対策部局と感染症

対策部局の両部局に関わることが多いため、両部局が連携して実施していくのが良い

と思われる。

○ 保健所の役割についても様々な意見があった（p30-33）。都道府県全体の調整において

は、都道府県庁が主体となるが、都道府県内で二次医療圏単位や保健所単位でネットワ

ークを構築する際には、地域の関係機関のコントロールタワー的な役割が求められる。 
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6.2.2 ネットワークの運営会議 

○ 各地域においてネットワーク構築を行っていく上で、方針を決定する運営会議体が必

要となる。運営会議の構成員として、大きく、医療関連団体、行政関係、ICT４職種を

選択肢として既存のネットワークを対象に調査した（p11-p12）。既存のネットワークに

おいては、ICT４職種が構成員となっているところが多く、医療関連団体が構成に含ま

れているところは少なかった。

○ しかし、ネットワークの周知や講演会の案内などを、関連する地域内のすべての組織・

施設に周知する上で、医療関連団体を構成員に含めておくことは、ネットワークを継続

的に運営していく上で重要な要素になると思われる。また、行政関係についても、保健

所、地方衛生研究所、感染症所管部署、医療法所管部署など、関係する行政部署を含め

ておくことも必要と思われる。

6.2.3 対象とすべき施設 

○ 地域単位、実施主体、運営会議体を検討した次のステップとして、対象とすべき施設を

設定する（p35-37）。ネットワークによっては、参加施設を募り、登録した施設のみを

対象としている例もあるが、感染防止対策加算を算定していない医療機関、診療所、高

齢者施設なども含めた総合的なネットワーク構築を検討する上では、地域内の施設す

べてを対象とするのが望ましいと思われる。

○ 施設としては、病院、医科診療所、歯科診療所、高齢者施設、保険薬局を選択肢として

挙げたが、対象が広がるとネットワークの運営も困難となるため、病院から始め、診療

所、高齢者施設へ、また歯科領域も含めるなど、段階的に対象を広げていくのも一つの

方法と考えられる。

6.2.4 ネットワークの活動内容 

○ 既存のネットワークに関するアンケートにおいて、活動内容の調査を行った（p12-18）。

改善支援、相談支援、訪問ラウンド・訪問実地調査、微生物検査の支援、微生物サーベ

イランス、抗菌薬サーベイランス、講演会の開催、出張講演、ホームページでの情報発

信を選択肢として挙げた。 

○ 地域ネットワークの活動として、講演会の開催やホームページ等での情報発信は、実施

しているネットワークも多く、活動の基本になると考えられる。

○ 改善支援、相談支援は、地域ネットワークの役割として重要な内容となるが、病院等で
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勤務する医療者が本来業務以外で活動することとなるため、依頼のスキームや費用の

支弁が課題となる。各ネットワークにおいて様々な方法がとられていたため、これらの

例（p14-16）を参考に、各地域の実情に応じて、体制を検討していただくのが良いと思

われる。 

○ 次いで、微生物サーベイランス・抗菌薬サーベイランスも活動内容の一つとして挙げら

れる。これらは技術面・資金面で難易度の高い内容であり、様々な工夫をしながら実施

している状況がうかがわれた（p17-18）。実例を参考に各地域の専門家と検討し、実現

可能な方法を探っていくことになる。一方で、サーベイランスデータについては、国全

体で地域の情報を集約するシステムを構築する動き（Japan Surveillance for

Infection Prevention and Healthcare Epidemiology: J-SIPHE）もあるため、そのよ

うなシステムが出来上がれば、統一的な仕組みに移行していく形になると思われる。し

かし、得られたサーベイランスデータを解釈し、改善へとつなげていく必要があり、デ

ータを検討する場を設ける必要もある。

6.2.5 対象とすべき感染症・感染対策 

○ 既存のネットワークにおいても、対象とすべき感染症・感染対策に差がみられた（p19）。

既存のネットワークでは、薬剤耐性（AMR）対策、感染対策全般（手指衛生・個人防護

具など）、インフルエンザ・ノロウイルス、アウトブレイク対応が多かった。今後のネ

ットワークにおいては、どのような感染症・感染対策を対象とすべきかとの質問につい

ては、既存のネットワーク同様、薬剤耐性（AMR）対策、アウトブレイク対応が多かっ

たが、既存のネットワークで少なかった感染症診療の教育や啓発（学校・県民など医療

者以外）も多くなっていた（p37）。

○ ネットワークが対象とすべき感染症・感染対策をどのように設定するかによって、ネ

ットワークの枠組みも異なってくるため、ネットワーク構築を行っていく上で、この

項目の設定も重要な要素の一つと思われる。

○ 院内感染対策と AMR 対策は共通する内容も多いため、院内感染対策のためのネットワ

ーク、AMR対策のためのネットワークなど、対象とすべき感染症・感染対策ごとにネッ

トワークを構築することは現実的ではないため、AMR対策と感染対策を組みあわせ、参

加者が興味をもってもらえるよう内容にすると良いと思われる。 

6.3 その他 

○ 既存のネットワークの課題（p20-23）、今後のネットワークの自由欄(p40-43)において、

さまざまな意見がみられた。ネットワーク構築を検討する上で、参考になる内容も多い
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ため、ぜひ、目を通していただきたい。 

○ 地方自治体が AMR 対策や感染症対策の地域ネットワークを構築していく上で、国から

の通知や費用面での補助を求められていることが分かった（p38-40）。

○ 本アンケート調査結果が、各地域において、ネットワーク構築を検討する上での一助と

なれば幸いである。
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厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 
分担研究報告書 

県内の医療機関を対象とした微生物サーベイランス 

研究分担者 中村明子 三重大学医学部附属病院 感染制御部、中央検査部 主任臨床検査技師 

研究要旨 

三重県では以前より、MieICNet事業の一環とし、微生物サーベイランス（MINIS）を実

施している。これに使用しているシステムの機能を拡充し、AMR対策アクションプランの

到達目標がフィードバック可能となった。また、MINIS参加病院に対し、提出データの作

成および PC操作についての支援を継続的に行っている。2017年度上期のサーベイランス

結果では、AMR対策アクションプランの成果指標を達成できていないことが明らかとなっ

たが、これは、参加施設の増加だけでなく、県内における耐性菌検査法の標準化がはから

れ、検出感度が上昇した影響と考えられる。今後は、得られたサーベイランスデータを効

果的な感染対策に繋げるため、フィードバックデータの解釈についての教育の機会を増や

すことが求められる。また、MINISの参加病院数を増やすために、様々な病院へのアプロ

ーチも必要と考えられた。 

A. 研究目的

2017 年に策定された AMR 対策アクションプラ

ンには、2020 年時点での到達目標が定められて

おり、これを目標に各地域での取り組みが求めら

れている。本研究では、AMR対策アクションプラ

ンの成果目標の到達具合を確認するために、三重

県内の微生物検査データのサーベイランスシス

テムを拡充することを目的とした。

B. 研究方法

地域医療再生基金を用い、2013 年度に微生物

検査結果の集計・統計システムを開発した。これ

を用いて、2015 年より三重県感染対策支援ネッ

トワーク（MieICNet）の微生物サーベイランス

（Mie Nosocomial Infections Surveillance: 

MINIS）を実施している。サーベイランスの対象

は三重県内のすべての病院としており、病床数、

検査室の有無等は問わない。 

MINISシステムが収集可能なデータ形式は、基

本的には厚生労働省院内感染対策サーベイラン

ス （ Japan Nosocomial Infections 

Surveillance: JANIS）の検査部門に準拠してい

る 。 （ JANIS ホ ー ム ペ ー ジ

https://janis.mhlw.go.jp/section/kensa.html）。JANIS

システムと MINISシステムの菌名コード、材料コ

ード等は共通であるが、施設コードの桁数のみが

異なる（JANIS：5 桁、MINIS：7 桁）。そのため、

MieICNetの事務局が、JANIS施設番号（JANIS参

加施設のみ）と MINIS施設番号のマッチング表を

管理しており、必要に応じて、JANIS形式データ

から MINIS 形式データへのコンバートを行って

いる。 

JANISに参加していない病院は、MieICNetのホ

ームページ（http://www.mie-icnet.org/）に公開され

ているデータ作成用ツール（MicroSoft Excelマ

クロファイル）を使用し、自院でデータ変換を行

って提出用ファイルを作成することができる。 

収集したデータを MINIS システムへアップロ

ード後に演算処理し、アンチバイオグラム、検体

別の上位検出菌、緑膿菌およびアシネトバクター
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属菌の 3 系統耐性株数（ベン図）、各種耐性菌の

検出割合、主要菌および耐性菌の分離率（箱ひげ

図）を作成している。特にアンチバイオグラムは

自院で作成が困難な場合も多いため、現場で使用

しやすいようにレイアウトを工夫した簡易版と、

JANISの還元情報の形式に準じたものの 2種類を

作成している。これらは、病床数別・地域別・県

全体の 3条件で解析しており、参加施設に対して

は、自院データの解析結果に加え、所属する地域

および病床数別グループ、県全体の解析結果との

比較を個別に還元している。 

また、三重県全体のデータを JANISの公開情報

（https://janis.mhlw.go.jp/report/index.html）と比較

し、MieICNet の研修会でフィードバックしてい

る。 

１）MINISシステムのバージョンアップ

2017 年度は、MINISシステムのバージョンアッ

プを行った。プログラム変更内容は、①耐性菌パ

ターンを見直し、AMR対策アクションプランの成

果指標（黄色ブドウ球菌メチシリン耐性率、大腸

菌フルオロキノロン耐性率、緑膿菌カルバペネム

耐性率、大腸菌・肺炎桿菌カルバペネム耐性率）

を算出できる機能、②任意の菌名・任意の薬剤耐

性パターンを有する菌株の抽出が簡単に実施で

きる機能を追加した。 

２）参加病院へのサポート

MINIS参加病院に対し、提出データの作成およ

び PC 操作についての支援を行った。そして、三

重県内の病院で細菌検査を受託している検査セ

ンターに MINIS についての情報を提供し、JANIS

形式のデータを各病院に提供できる体制を整え

るよう依頼した。 

本研究は、以下の分担研究者、研究協力者によ

って実施した。 

氏名 所属 

中村 明子 三重大学医学部附属病院 

感染制御部 中央検査部 

海住 博之 三重県立総合医療センター 

中央検査部 

別所 裕二 JA三重厚生連鈴鹿中央総合病院 

中央検査科 

（倫理面への配慮） 

本研究は、三重県感染対策支援ネットワーク

（MieICNet）の１つの事業として実施している微生

物サーベイランスについて検討したものである。本

サーベイランスでは、個人が識別可能なデータは取

り扱わないが、データの漏洩等のセキュリーティー

対策を徹底するとともに、データを公表に際は、施

設名が特定できないように配慮した。 

C. 研究結果

１）MINIS結果について

2017年上期は 16,508名分（572,560株）のデー

タを収集することができた。バージョンアップ後

の MINISで解析した結果は、資料４の通りである。

2017年上期（1月～6月）時点では、AMR対策アク

ションプランの成果指標を達成できていないこと

が明らかとなった。中でも、大腸菌・肺炎桿菌カル

バペネム耐性率が 2017 年上期に上昇しているこ

とが判明した（下表参照）。 

指標 
2015年 

(通年) 

2016年 

(通年) 

2017年 

(上期) 

2020年 

目標値 

黄色ﾌﾞ

ﾄﾞｳ球菌

ﾒﾁｼﾘﾝ耐

性率

53.7％ 52.7％ 51.0％ 
20％ 

以下 

大腸菌ﾌ

ﾙｵﾛｷﾉﾛﾝ

耐性率 

37.7％ 36.6％ 38.9％ 
25％ 

以下 
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緑膿菌ｶ

ﾙﾊﾞﾍﾟﾈﾑ

耐性率 

IPM：

15.4％ 

MEPM: 

11.1％ 

IPM：

13.2％ 

MEPM: 

9.2％ 

IPM：

13.8％ 

MEPM: 

8.1％ 

10％ 

以下 

大腸

菌・肺

炎桿菌ｶ

ﾙﾊﾞﾍﾟﾈﾑ

耐性率 

IPM：

0.4％ 

MEPM: 

1.5％ 

IPM： 

0.3％ 

MEPM: 

0.4％ 

IPM：

0.3％ 

MEPM: 

4.7％ 

0.1～

0.25％ 

２）参加病院へのサポート

5 病院から入力等に関する支援の依頼があった。

支援の内容は、①Microsoft Officeの基本操作（主

に表計算の関数について）、②検査システムから抽

出したデータの加工方法、③データ作成用のマク

ロファイルの使用方法等であり、電話による対応

が可能であったものは 2 件、実際に依頼元病院へ

出向いて操作が必要であったものは 3 件であった。 

また、三重県内で細菌検査を受託している検査セ

ンター7 社のうち、すでに JANIS 形式でのデータ

提供が可能であった 4社を除いた 3社に MieICNet

および MINIS について、JANIS システムおよび

MINIS システムへのアップロードデータの形式に

ついての情報提供を行ったところ、2社で 2017年

度中に JANIS形式データが提供可能となった。 

D. 考察

2015 年および 2016 年のサーベイランス結果と

比較し、黄色ブドウ球菌のメチシリン耐性率、緑

膿菌のカルバペネム耐性率は少しずつ減少してい

るが、大腸菌のフルオロキノロン耐性率および大

腸菌・肺炎桿菌のカルバペネム耐性率は徐々に増

加している。これは、参加施設が増加した影響の

ほか、2017年に三重県臨床検査技師会が腸内細菌

の耐性菌検出マニュアルを見直し、主にカルバペ

ネム耐性検出についての追補資料（2018年に改訂

新版発行予定）を配布し、三重県内の耐性菌検出

の感度が上昇した影響と考えられる。得られたサ

ーベイランスデータを基に各病院や各地区で効果

的な感染対策を進めていくためには、フィードバ

ックデータの解釈についての教育機会を増やす必

要がある。2017年度の MieICNet研修会では、薬剤

師・臨床検査技師を対象に、アンチバイオグラム

の作り方・使い方についての教育を行ったところ、

参加者の満足度も高く、今後もこのような取り組

みの継続が求められていると考えられた。 

また、MINISの参加病院数を増やすためには、介

護療養型医療施設や精神科単科病院等に対する情

報提供等のアプローチが求められる。一方、参加

病院のデータ作成担当者の PC スキルには大きな

差があり、今後も参加病院に対するサポートの継

続が必要と思われる。 

E. 結論

三重県内の微生物サーベイランスシステム

（MINIS）のバージョンアップを行った。三重県全

体において、AMR 対策アクションプランの成果目

標は 2017年上期時点で到達できていなかった。 

F. 研究発表

1．論文発表

なし

2. 学会発表

中村明子、別所裕二、海住博之、安田和成、

山崎大輔、新居晶恵、田辺正樹

三重県感染対策ネットワーク（MieICNet）に

おける検査技師の活動について. 第 33回日

本環境感染学会総会・学術集会 （一般演題）,

（東京）,（2018.2）

G．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得

なし

2. 実用新案登録

なし

3. その他

なし
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厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 
 分担研究報告書 

 

県内の医療機関を対象とした抗菌薬サーベイランス 

 

      研究分担者 村木 優一 京都薬科大学 臨床薬剤疫学分野 教授 
研究協力者 木村 匡男 鈴鹿回生病院 薬剤管理課 課長 
研究協力者 山崎 大輔 三重大学医学部附属病院 感染制御部、薬剤部 薬剤師 

研究要旨 

薬剤耐性（AMR）対策アクションプランでは、地域の病院と多くの関係機関とが連携した

総合的な感染症対策のネットワークを各地域で構築することが求められている。我々は、他

の研究班で構築した抗菌薬使用動向を把握するシステム（JACS）及び抗菌薬集計システム

（ACAS）を用いて、三重県感染対策支援ネットワーク（MieICNet）を通して三重県内の抗菌

薬使用動向調査（MACS）及びレセプト情報・特定健診等情報データベース（NDB）を利用し

た使用動向調査を実施することを目的とした。 

MACSにおいて三重県内の 2015年における使用量調査を実施した。感染防止対策の加算別

において、医療機関毎に使用状況は大きく異なっていた。一方、二次医療圏に対する抗菌薬

使用状況を明らかにするため、NDBの申請を行った。来年度は得られたデータを集計し、フ

ィードバックした上で、MACS を通して変化を評価していく必要性が考えられた。各医療機

関、地域と両側面から使用状況を把握する仕組みを構築することがアクションプランを評

価していく上でも標準モデルとして利用できる可能性があるため、継続した評価が必要で

ある。 

A. 研究目的 

薬剤耐性菌による感染症が世界的に拡大し、公

衆衛生や社会経済に重大な影響を与えている。我が

国においても薬剤耐性 (AMR) 対策が喫緊の課題で

あり、対策を推進する上で、耐性菌の検出状況とと

もに抗菌薬使用の把握が重要となっている。 

平成 28年 4月 5日に策定された「AMR対策アク

ションプラン」では、その戦略の１つとして「地域

感染症対策ネットワーク」の構築が求められてい

る。そのため、各地域で感染症対策のためのネット

ワーク構築が求められているが、構築後の運用方法

や活動内容について一定の見解が得られていない。 

三重県では、平成 27年 11月より、複数の所属

機関から構成される三重県感染対策支援ネットワー

ク（MieICNet）を発足した（http://www.mie-

icnet.org）。本ネットワークでは、三重県内の感染対

策を支援するだけでなく、微生物（Mie Nosocomial 

Infection Surveillance: MINIS）や抗菌薬使用量

のサーベイランス（Mie Antimicrobial 

Consumption Surveillance: MACS）を行っており、

地域感染症ネットワークの標準モデル構築に向けた

活動を行っている。 

一方、MieICNetをはじめとするこうしたネット

ワークにおける抗菌薬使用のサーベイランスでは、

データ収集の煩雑性から、病院における入院患者の

注射薬が主な対象となっている。そのため、各地域

のクリニックを含めた全ての抗菌薬を対象とする場

合、他の方法を用いる必要性があった。 

現在、我が国では診療報酬明細書（レセプト）

が電子化されており、特定健診・特定保険指導情報

がデータベース化されている（NDB）。これまで我々

は全国データを対象として NDBを用いた使用状況を
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明らかにしてきた（Infection, 2017）。 

そこで、本研究では、MieICNetにおける MACSを

通した地域感染症ネットワーク標準モデルの構築

及び NDB を利用した三重県内における抗菌薬使用

動向の把握を目的とした。 

 

B. 研究方法 

1. MieICNetを通した 2015年における三重県の抗

菌薬使用動向 

 

MieICNet に参加している施設に対して 2015 年

の抗菌薬使用量を抗菌薬使用量サーベイランスシ

ステム（JACS）へ入力するよう依頼した。入力され

ているデータを抽出し、施設背景、抗菌薬使用量

の指標である AUD、DOT を算出し、集計した。AUD

については、昨年 2014年結果と比較した。 

 

2. NDBを用いた地域における抗菌薬使用量の集計 

 

NDB の第三者提供を受けるためには、公益性の

ある研究で、高いセキュリティー環境が求められ

ており、有識者会議における審査で承認を受けな

ければならないため、厚生労働省に対して申出書

を作成し、提出した。 

 

3. 倫理面への配慮 

本研究は、抗菌薬の使用量調査を目的にしてい

るため、直接的に患者情報を取り扱うものではな

い。すなわち、データとしては、患者情報から切り

離した使用量のみを取り扱う。病院名も番号など

で匿名化を図り、団体および個人の不利益に十分

配慮する。 

 

C. 研究結果 

1. MieICNetを通した 2015年における三重県の抗

菌薬使用動向 

 

2015 年の登録施設は 19 施設であり、2014 年調

査時の 12施設よりも増加した（表 1）。感染防止対

策加算別に使用量の比較を行った。加算 2 の施設

では、使用量に大きな偏りが認められた（図 1）。 

2014 年と 2015 年における抗菌薬使用量（AUD）

を感染防止対策加算別に比較した。2014年と比較

し、2015年における抗菌薬使用量は、加算に関係

なく、多くの系統で減少傾向であった（表 2）。 

2015 年の抗 MRSA 薬、カルバペネム系薬につい

て加算別に使用量を比較した（図 2）。加算 2の施

設では抗 MRSA薬のなかでも、ダプトマイシンやリ

ネゾリドがほとんど使用されていなかった。また、

一部の加算 2 の施設においてカルバペネムの使用

量が多い施設が認められた。 

2015年の使用日数（DOT）を集計したところ、入

力不備の施設を認めた（表 3）。AUD との値に大き

な乖離を認めた施設も認められた（図 3）。 

本結果については、2017年 7月 9日の平成 29年

度第 1 回 三重県感染対策支援ネットワーク研修

会にてフィードバックを行った。また、登録施設

にはメールにてコメントを添えて結果を送付した。 

 

2. NDBを用いた地域における抗菌薬使用量の算出 

 

提出した申請書は、第 38 回レセプト情報等の

提供に関する有識者会議 (2017年 8月 10日開催) 

において承認を得たため、集計表形式でデータ提

供を受けた。申請した条件を以下に示す。 

 

Ⅰ レセプト情報の抽出条件 

(１)基本条件の設定 

  期間 ： 2013年 1月～2016年 12月 

単位 ： 年単位（1月～12月分） 

(２)レセプトの対象・種類 

  全保険者の以下のレセプト 

  ① 医科 

  ② DPC 

  ③ 調剤 

  ④ 歯科 
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医科（DPCも含む）・調剤・歯科のレセプト電

子化率は 96％を超えていることから、ほぼ全

ての医療機関が対象となる。 

(３)抽出対象医薬品 

各医薬品のレセプト電算コード一覧を厚生

労働省保険局が運営している診療報酬情報提

供 サ ー ビ ス の ホ ー ム ペ ー ジ

(http://www.iryohoken.go.jp/shinryohoshu)から

入手し、レセプト電算コード冒頭 3 桁が 611

～615, 619, 621～624 (主として一般細菌に

作用するもの)、641 (原虫に作用するものを

対象とする) 医薬品を抽出対象とした。なお、

ST 合剤やメトロニダゾールの点滴静注薬は、

レセプト電算コードの薬剤分類表では抗原虫

薬に分類されるが、細菌感染症治療薬として

広く用いられているため、抽出対象医薬品に

追加した。 

(４)集計単位 

① 使用総量 

② 使用人数（保険者への保険請求は月単位で

行われるため、年単位で 1患者 1人とする

重複処理を実施） 

③ 使用日数 

(５)都道県別、二次医療圏別集計 

都道県別では、レセプトに記載されている都

道府県コードを用いて集計した。二次医療圏

別では、全国の医療機関 (医科、歯科、調剤) 

に関して、10 桁の各医療機関コードと 344 

の二次医療圏を紐付けて集計した。   

(６)抽出時に処理が必要な項目 

① 「医科・DPC※の入院」、「医科外来」、「調剤

（外来）」、「歯科」に分けて集計した。 

（※）DPC レセプトについては、コーディン

グデータレコードを用いた。 

② 患者の生年月は受診時年齢を 15 歳未満、

15歳以上 65歳未満、65歳以上の 3群に分

類し、年単位で、抽出する薬剤コードごと

の使用総量、使用人数および使用日数を集

計した。 

(７)集計表例 

① 縦軸を薬剤コードおよび年齢階級、横軸

を都道府県とし、「医科・DPCの入院」、「医

科外来」、「調剤（外来）」、「歯科」の 4つに

分け、2013年、2014年、2015年、2016年

の薬剤使用総量を集計 

② 縦軸を薬剤コードおよび年齢階級、横軸

を都道府県とし、「医科・DPCの入院」、「医

科外来」、「調剤（外来）」、「歯科」の 4つに

分け、2013年、2014年、2015年、2016年

の薬剤使用人数を集計 

③ 縦軸を薬剤コードおよび年齢階級、横軸

を都道府県とし、「医科・DPCの入院」、「医

科外来」、「調剤（外来）」、「歯科」の 4つに

分け、2013年、2014年、2015年、2016年

の薬剤使用日数を集計 

④ 縦軸を薬剤コード、横軸を二次医療圏と

し、「医科・DPC の入院」、「医科外来」、「調

剤（外来）」、「歯科」の 4 つに分け、2013

年、2014 年、2015 年、2016 年の薬剤使用

総量を集計 

⑤ 縦軸を薬剤コード、横軸を二次医療圏と

し、「医科・DPC の入院」、「医科外来」、「調

剤（外来）」、「歯科」の 4 つに分け、2013

年、2014 年、2015 年、2016 年の薬剤使用

人数を集計 

⑥ 縦軸を薬剤コード、横軸を二次医療圏と

し、「医科・DPC の入院」、「医科外来」、「調

剤（外来）」、「歯科」の 4 つに分け、2013

年、2014 年、2015 年、2016 年の薬剤使用

日数を集計 

 

（Ⅱ) 解析方法 

医科・DPC、調剤、歯科のレセプトから集計した

抗菌薬使用量（本数）をグラム換算し、成人の１日

標準投与量（DDD）で補正したのち、人口 1000 人

あたりで補正した指標 (DID) を用いて評価する。
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三重県内の 4つの二次医療圏 (北勢、中勢伊賀、

南勢志摩、東紀州) における抗菌薬使用動向の把

握、および、全国の他の二次医療圏との比較を行

う。 

なお、DDD が WHO で規定されていない抗菌薬に

関しては、今回 NDB 利用申請を共同で行った、国

立国際医療研究センター の AMR 臨床リファレン

スセンターから WHO に申請を行い、WHO から付与

された DDD を用いて解析することとした。 

また、DID の他に、レセプトから計上される使

用日数 (DOT) や使用人数も同様に算出すること

とした。 

 

D.考察 

2014 年に引き続き、2015年の使用量について

MACSを通して収集した。MACSへの参加施設は徐々

に増加しているため、来年度においても、さらに増

加させる働きかけを行っていく必要性が考えられ

た。 

三重県内の施設における使用量（AUD）や使用日

数（DOT）は、施設間で大きく異なることが明らか

となった。また、広域抗菌薬や耐性菌に使用する薬

剤についても、使用頻度は、施設間で大きく異なっ

ていることが明らかとなった。そのため、NDBを用

いる等して、ある程度集約された使用状況を示すだ

けでなく、個々の施設における使用状況も把握する

ことは非常に重要であることが示唆された。 

我々は、これまでに NDBを用いて全国の医療機

関における抗菌薬使用動向を調査し、卸データを用

いた先行研究 (Muraki Y et al., J Glob 

Antimicrob Resist. 2016) との比較を行った。そ

の結果、卸データと NDBの両者は良好な相関関係を

認めており（図 4）、NDB を用いた抗菌薬使用動向

調査の手法を確立した (Yamasaki D, Tanabe M, 

Muraki Y et al., Infection 2017)。 

また、2011年から 2013年にかけて全体の使用量

は増加傾向を認めるものの、小児では減少傾向を認

め、経口薬・注射薬における年齢や都道府県単位で

の使用動向が異なることを見出した (Yamasaki D, 

Tanabe M, Muraki Y et al., Infection 2017, 

Tanabe M et al., IDWeek 2017)。 

しかしながら、地域における抗菌薬使用動向を

把握するには、都道府県単位でなく、二次医療圏単

位のような、より詳細な解析が必要であることも示

唆された。また、これまでは、人口 1000人あたり

の抗菌薬使用量（DID: defined daily doses per 

1000 inhabitants per day）を用いて評価したが、

小児で過小評価となるなど、欠点があるため、投与

人数や使用日数といった別の指標による評価も必要

である。 

こうした背景から、今回新たに NDBの申請を厚

生労働省に依頼することができた。今後は得られた

データを集計し、解析を行っていく必要性がある。

一方、先に述べたように、こうして得られたデータ

についても各医療機関にフィードバックした際、各

医療機関が行動を起こした後の評価には各医療機関

での実態を把握する仕組みを構築しておく必要があ

ることから、NDBによる解析と同様、各地域での使

用量調査体制についても併せて整備していくことが

重要である。 

 

E.結論 

本研究は、我が国の AMR対策の重要な柱の 1つ

である動向調査・監視に対して有用な情報を提供

するだけでなく、継続した仕組みを構築させる上

でも重要な役割を担っている。 
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G．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3.その他 

    なし
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【参考資料】 

表 1. MACS における参加施設の背景 

図 1. MACS 参加施設における感染防止対策加算別 2015 年の抗菌薬使用量（AUD） 

表 2. 2014 年と 2015 年における感染防止対策加算別抗菌薬使用量の比較 
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図 2. 2015 年における抗 MRSA 薬（左）及びカルバペネム系薬（右）の加算別使用量 

（A）抗 MRSA 薬 （B）カルバペネム系薬

表 3. MACS における DOT 入力施設の背景 

図 3. MACS 参加施設における感染防止対策加算別 2015 年の抗菌薬使用日数（DOT） 

113



図 4 販売量及び NDB における使用量データの相関（a: 2011 年の経口薬、b: 2013 年の経口薬、c: 2011

年の注射薬、d: 2013 年の注射薬） 

（論文発表 1）より引用） 
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厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 

分担研究報告書 

抗菌薬適正使用に関する教育・施設における抗菌薬使用ガイドライン作成・普及に関する研究 

研究分担者 鈴木圭 三重大学医学部附属病院 救命救急・総合集中治療センター 助教 

同 感染症内科 副科長 

研究要旨 

 薬剤耐性（AMR）対策アクションプランが求めている、地域の病院と多くの医療機関が連携した感染症

対策のネットワークを構築する一助として、このアクションプランのひとつの柱である抗菌薬適正使用

の理解と、初学者が感染症診療の基本を学ぶための教育プログラム（MiMID: Mie Master Course of 

Infectious Diseases）を開発した。このプログラムを用いて初期研修医に向けた研修会を 4回開催し、

標準的な感染症診療・抗菌薬適正使用の基本的事項をまとめた手引きの暫定案を作成した。本研究が地

域における感染症診療・抗菌薬適正使用のへの認識共有化に寄与し、感染症初学者に対して感染症教育

を行う際のガイドとなり、さらに広域な地域のネットワークで普及し発展していくことが期待される 

A. 研究目的

薬剤耐性（AMR）対策アクションプランにおいて、

地域の病院と多くの医療機関が連携した感染症対

策の総合的なネットワークの構築が求められてい

る。実際に、平成 24年度の診療報酬改定により感

染症対策の地域連携が全国で加速してきているが、

これは、大学病院などの基幹病院を中心とした数

病院単位での医療機関連携の枠を出ておらず、AMR

対策アクションプランが求めている、より広域な

ネットワーク構築には依然として届いていないこ

とが多い。 

 この流れに先んじて、三重県では平成 26年度よ

りさらに広域な感染症対策支援ネットワークを構

築すべく準備を始め、平成 27年には三重県感染対

策支援ネットワーク（Mie Infection Control 

Network ：MieICNet）の発足に至った。MieICNet

では、(１)アウトブレイク時における支援、（２）

感染対策に関する相談支援、（３）微生物サーベイ

ランス事業、（４）微生物検査の支援、（５）抗菌薬

サーベイランス事業、（６）情報発信及び感染対策

研修会の開催を６つの柱として活動してきたが、

AMR 対策アクションプランで示された 6 分野の 1

つである「普及活動・教育」や「抗微生物薬の適正

使用」への対応は、感染症診療を担う医療者の感

染症の基礎的知識の習熟度やニーズにも差が存在

していることもあり十分とはいえなかった。 

 上記の状況を踏まえ、本研究では抗菌薬適正使

用の理解と、感染症診療の基本を学ぶための教育

プログラムを開発し、感染症対策・治療の均てん

化に寄与するとともに、実際的な手引きを開発・

作成することを本研究の目的とした。 

B. 研究方法

本研究の実施にあたっては、研究代表者、分担

研究者のほか、本研究で作成される手引きを実際

に活用する医療関係者、およびこれを校閲できる

ものからなる研究班によって検討を行った。本分

担研究班のメンバーは以下の通りである。 

氏名 所属 

田辺 正樹 
三重大学医学部附属病院 

感染制御部・感染症内科 
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鈴木 圭 

三重大学医学附属病院 

救命救急・総合集中治療センター・

感染症内科 

谷崎 隆太郎 名張市立病院 総合診療科 

小林 美奈子 
三重大学医学部附属病院 

消化管外科・感染症内科 

今井 寛 
三重大学医学部附属病院 

救命救急・総合集中治療センター 

池尻 薫 
三重大学医学部附属病院 

救命救急・総合集中治療センター 

新居 晶恵 
三重大学医学部附属病院 

看護部・感染制御部 

中村 明子 
三重大学医学部附属病院 

中央検査部・感染制御部 

 本年度は将来的に抗菌薬適正使用・感染症診療

を支えていく屋台骨となっていく初期研修医を対

象とした教育プログラム（Mie Master Courses of 

Infectious Diseases: MiMID）を立ち上げ、研修

会を開催することとした。また、研修参加者には

アンケートへの回答を求め、実用性についての意

見を得た。さらに、班員により研修会用に作成さ

れた教育ツールに対する検討ならびに相互査読を

行った。 

（倫理面への配慮） 

 研究実施にあたり、個人情報の使用や介入等は

なく、特段倫理面への配慮は必要としない。 

C. 研究結果

１．MiMID 

本年度は合計 4回の研修会（第 1回：1回：平

成 29年 4月 19日、第 2回：平成 29年 5月 17

日、第 3回：平成 29年 7月 26日、第 4回：平成

29年 12月 20日）を開催した。第 1回のプログ

ラムを図 1に示す。

図１ MiMIDのパンフレット 

 第 1回では 1)臨床感染症の基本、2)臨床的に重

要な微生物についての研修会を実施した。1)臨床

感染症の基本では、患者（宿主）のどの臓器に、ど

のような微生物により、どのような感染症を生じ

るのか、そして、どうやって治療して、フォローす

るのか、という臨床感染症学の基礎について具体

例を挙げて講演を行い、2)臨床的に重要な微生物

では、グラム染色性をもとに大別した実臨床で遭

遇しやすい細菌について微生物の観点からの解説

を行った。 

 第 2回では 1)臨床的に重要な耐性菌、2)標準予

防策と感染経路別予防策、3)代表的な静注抗菌薬

の使い方・考え方についての研修会を実施した。

1)臨床的に重要な耐性菌では、第 1 回の臨床的に

重要な微生物の内容を踏まえて、昨今問題となっ

ている耐性菌についての知識を深め、2)標準予防

策と感染経路別予防策では、抗菌薬適正使用と並

んで重要な感染対策についてハンズオン形式で研

修を行った。3)代表的な静注抗菌薬の使い方・考

え方では抗菌薬の切り口から実際に処方されるこ

との多い静注用抗菌薬の実臨床的な使い方につい

116



て研修を行った。第 2 回終了後にはアンケートを

実施したが、医学部学生から、卒後 20年目以上の

医師まで 38 名の医療者の参加を得ることができ、

概ね参加者からは満足の得られる結果であること

がうかがえた一方で、off the job trainingとし

ての開催方法や、時間割など今後の課題となる項

目も抽出することができた。 

 第 3 回では、これまでの内容を踏まえ、今年度

の教育対象である初期研修医からの症例提示を受

け、症例検討形式で議論を行った。ここで、実際に

初期研修医が陥りやすいピットフォールを指摘す

ることできた。また、初期研修医は入院患者を担

当することが多いことから、病院内での発熱につ

いての研修を同時に行った。 

 第 4 回では、第 1 回から第 3 回までの総まとめ

として、研究班より症例提示を行い相互に議論し

ながら抗菌薬適正使用・感染症診療についての知

識を深める機会を持った。また、AMR対策アクショ

ンプランを含めて、世界的あるいは本邦における

薬剤耐性菌の動向についての研修を最後に行った。 

2．抗菌薬適正使用・感染症診療の手引き 

 上記 MiMID の内容について、班会議を合計 5 回

MiMIDに先立ち、あるいは同時に行い、班員により

内容の相互査読を行い、MiMID の内容をもとに標

準的な感染症診療・抗菌薬適正使用の基本的事項

をまとめた手引きの暫定案を作成した。 

D. 考察

本年度は標準的な感染症診療と抗菌薬適正使用

を理解するための教育ツールの確立を目指し研究

を行った。この軸となったのは教育プログラムと

して研究班が開発した MiMID である。感染症診療

支援ネットワークを構築しつつある地域は珍しく

はないが、感染症教育や啓発活動をこのネットワ

ークの取り組みとしておこなっている地域は依然

として少なく、本研究における独創的な点といえ

る。本年度はこの教育対象を将来的な感染症診療

を支えていく主役となる初期研修医としたが、ア

ンケート結果より MiMID プロジェクトの確かな手

応えを感じる一方で、問題点や課題も浮き彫りと

なった。それは、1)教育プログラムの提供方法、2)

対象とする医療関係者の選定、3)周知方法である。 

 教育プログラムの提供方法は、本年度は MiMID

プロジェクトを中心に年 4 回の研修会形式を取っ

たが、分割で行った off the job trainingであ

り、受講者に十分な受講の機会を提供できたとは

いえない状況である。アンケート結果より、感染

症に興味を持つ研修医は多く存在することが分か

ったが、感染症診療や、抗菌薬適正使用を指導で

きる感染症専門医は全国的にも不足しており、三

重県では平成 29 年 12 月時点で 17 名しかいない。

このうち、教育病院に所属している感染症専門医

となるとさらに少なくなる。今後は、1日で開催す

る方式や、教育病院に勤務する感染症専門医や ICD

などに教育プログラムを提供し、この教育のネッ

トワークをさらに拡大していく必要がある。

対象となる医療関係者は本年度の対象とした初

期研修医だけではない。これまで感染症のまとま

った教育を受けていない病院勤務医や、第一線で

診療を支えている開業医師などにも生涯教育とし

てこの教育プログラムを提供していく必要がある

と考えられる。それぞれ習熟度にレベルの差が存

在することや、特に経験を積んだ医師の場合、こ

れまでのクリニカルプラクティスと一部異なる内

容が含まれることが大いに予想されることから、

教育プログラムの提供方法などについてもさらな

る推敲が必要となり、これは来年度以降の課題で

ある。 

 研修会のみでは教育プログラムの周知としては

不十分である。よって、MiMIDプロジェクトを受け

て手引き（暫定案）を作成したが、これを効率よく

周知させるために、インターネットを用いた配布

や、冊子化などさらなる周知を図る必要がある。 
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E. 結論

AMR 対策アクションプラン策定を受け、地域に

おける感染症対策の総合的なネットワークの構築

の一環として、抗菌薬適正使用の理解と、感染症

診療の基本を学ぶための教育プログラム(MiMID)

を開発し、手引き（暫定案）を作成した。 

F. 研究発表

1. 論文発表

なし 

2． 学会発表 

なし 

G．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得

なし

2. 実用新案登録

なし

3. その他

なし
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厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 
分担研究報告書 

医療機関・施設における感染対策教育に関する研究 

研究分担者 新居 晶恵 三重大学医学部附属病院 感染制御部 副看護師長 
研究協力者 松島 由実 岡波総合病院 副看護部長 

研究要旨 

三重県内の高齢者施設等を対象に県下３箇所で感染対策研修会を開催した。県内 232の

高齢者施設に案内し、84施設（全体の 36%）から 122名の参加があった。講師・ファシリ

テーターは、三重県内に在職する感染管理認定看護師 17名が勤めた。計２時間のレクチ

ャー・演習・グループワークを行い、概ね高い評価が得られた。高齢者施設等を対象にし

た研修会の講師・ファシリテーターとしては、感染管理認定看護師が適任と思われるが、

個々の看護師が地域全体を対象に研修会を継続的に実施することは難しく、感染対策地域

ネットワークの枠組みを活用することは有用な手法の一つと考えられた。

A. 研究目的

三重県感染対策支援ネットワーク（MieICNet）

では、平成 28年度より地域連携の一環として高齢

者施設等を対象に感染対策研修会を開催している。

本研修会では、地域の感染管理認定看護師が高齢

者施設等で勤務するスタッフへ直接感染対策を教

育することを目的としている。本分担研究では、

この枠組みを用い、他地域でも参考となる研修会

の内容や運営方法を提示することが目的である。 

B. 研究方法

平成 29 年度の MieICNet 活動の一環として、三

重県内 3 か所で開催する高齢者施設等感染対策研

修会の準備から終了後までの活動内容をまとめ、

アンケート結果等をもとに検証した。

C. 研究結果

研修会は、三重県内の高齢者施設に勤務する方

や在宅ケア等に従事する方を対象とし、多くの方

が参加できるよう、場所と日時を変え、三重県内

の 3病院で実施した。 

１．研修会の周知 

研修会は三重県感染対策支援ネットワークが主

催、三重県老人保健施設協会および三重県老人福

祉施設協会が後援となり実施した。三重県内の老

人保健施設 64 施設に対しては三重県老人保健施

設協会より、また、老人福祉施設 168 施設に対し

ては、三重県の担当部局よりメールにて周知した。 

２．研修会の開催概要 

①北勢医療圏

日時：2017年 12月 3日（日）10:00～12：00

場所：四日市羽津医療センター

参加者：30名

ファシリテーター：感染管理認定看護師 5名

②中勢医療圏・南勢医療圏

日時：2017年 12月 10日（日）10:00～12：00

場所：済生会松阪総合病院

参加者：75名

ファシリテーター：感染管理認定看護師 8名

③東紀州医療圏

日時：2017年 12月 9日（土）13：00～15：00

場所：紀南病院

参加者：17名

ファシリテーター：感染管理認定看護師 5名
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図１ 研修会パンフレット 

３．参加者の勤務施設（市町別） 

市町別の参加者の勤務施設の状況は以下のとお

りである（表１・図２）。 

表１ 市町別の高齢者施設数・研修会参加施設数 

老人 

福祉 

施設数 

老人 

保健 

施設数 

高齢者

施設数 

合計 

研修 

参加 

施設数 

桑名市 6 5 11 3 

いなべ市 5 1 5 2 

川越町 1 1 2 1 

菰野町 3 3 6 1 

四日市 25 7 32 7 

鈴鹿市 14 4 18 0 

亀山市 7 1 8 1 

津市 30 12 42 13 

伊賀市 13 4 17 1 

名張市 8 2 10 1 

松阪市 16 6 22 8 

明和町 1 1 2 2 

玉城町 1 2 3 2 

度会町 1 1 3 

多気町 1 2 3 0 

大台町 3 1 4 0 

南伊勢町 2 1 3 2 

伊勢市 9 4 13 8 

尾鷲市 6 6 4 

鳥羽市 2 1 3 8 

志摩市 5 2 7 8 

御浜町 2 1 3 1 

紀宝町 1 2 3 1 

紀北町 3 3 1 

大紀町 1 1 2 

熊野市 2 1 3 4 

参加施設 

合計 
168 64 232 84 

（※）施設数は、平成 29年 10月に三重県老人保健施設協

会および三重県老人施設協会に加入している施設数である。 
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図２：市町別参加施設数 

地図上に示した数字は、市町別の参加施設数を表す。 

４．研修内容 

３会場で同一の内容とした。 

①感染対策の基礎レクチャーと個人防護具の着脱

の実演

②吐物処理演習

③グループワーク・Q/A（日常的な感染対策の疑問

等に関する情報交換）

５．吐物処理演習の必要物品 

①模擬吐物（レトルト食品、缶詰、お菓子など）

②床面保護のためのブルーシート

③防護具（未滅菌手袋 L M S、ガウン、マスク）

④手指衛生用アルコール

⑤吐物処理必要物品（新聞紙、ペーパータオル、ペ

ットボトル、次亜塩素酸ナトリウム、ビニール

袋）

⑥吐物の飛散状況を確認するための物品（蛍光塗

料、ブラックライト）

５．研修会開催にあたっての活動内容 

 平成 29 年度の研修会開催の準備から終了まで

の活動内容を以下に示す。ここでの事務局は、

MieICNet事業の委託を受けている三重大学病院の

看護師をいう。 

日時 内容 

平成 29年 

6月 27日 

高齢者施設等研修会担当する感染

管理認定看護師による打ち合わ

せ。開催場所、日程、内容を協議

し、内容を決定 

8月 1日 各地域で調整を行い、開催場所、

日程を決定 

11月 7日 案内文書作成・後援依頼（事務局） 

11月 10日 講師・ファシリテーターへの依頼

文発出（事務局） 

11月 10日 案内文書メール配布（三重県・ 

老人保健施設協会） 

FAXでの参加登録開始（事務局） 

11月 23日 高齢者施設等研修会担当者で打ち

合わせ。会場内のレイアウト、駐

車場、懸垂幕、必要物品、アンケ

ート、各会場の参加者人数等の情

報共有、および、講師・ファシリ

テーター数の確認

11月 28日 事前申し込み締め切り 

12月 3日 

12月 9日 

12月 10日 

講師・ファシリテーターによる研

修前打ち合わせ、および、研修会

終了後の振り返り 

平成 30年 

3月 8日 

来年度方針検討（MieICNet運営委

員の看護師と事務局） 

６．アンケート結果（詳細は別紙参照） 

3会場合計で計 122名の参加があり、うち 116名

からアンケートの回答を得た。職種は、看護師が

53%と最も多く、介護福祉士 28%、介護職 9%の順で

あった。施設内の役割については、スタッフが 42％

と最も多く、リーダー（主任を含む）19％、感染対

策担当者 19％、管理者 13%の順であった。講義に
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関しては、とても満足・まあまあ満足 95％、演習

に関しても、とても満足・まあまあ満足 92％と、

ともに好評であった。今後の研修内容としては、

毎年同じ内容が良い 24%に対し、毎年異なる内容

が良いが 52%であった。 

D.考察

MieICNetの研修事業の一環として、平成 28年

度、県内の一部の地域（伊勢・志摩地区）で実施

した高齢者施設等研修会を平成 29年度は、県下

全域に対象を広げ、地域性も考慮して３箇所で開

催した。 

三重県内の高齢者施設 232施設に研修会の案内

を周知し、84施設（全体の 36%）から 122名の参

加があった。三重県内に在職する 55名の感染管

理認定看護師のうち 17名（のべ 18名）が講師・

ファシリテーターを勤めた。計２時間のレクチャ

ー・演習・グループワークを行い、概ね高い評価

が得られた。 

高齢者施設等において感染対策を教育・啓発し

ていく上で、医学・感染対策の知識とともに老年

期の日常生活についての知識も豊富に持ちあわせ

る感染管理認定看護師は、講師・ファシリテータ

ーとして適任と考えられた。しかしながら、個々

の看護師が地域の高齢者施設等に声かけをし、研

修会を継続的に開催することは、以下の点で現実

的に困難と考えられる。①院内業務や診療報酬で

規定された地域連携以外の活動を自主的に行なう

ことは病院の管理運営上難しい、②高齢者施設等

を網羅的に把握し、周知する手段がない、③パン

フレット等の作成・印刷・配布や個人防護具等の

必要物品の入手など事務的・金銭的な後立てがな

い。 

三重県においては、三重県庁医務国保課が事務

局となり、委託を受けた三重大学病院感染制御部

が事務局機能の一部を担うことで、上記の課題を

克服し、県下全域へ周知を行い、３箇所での研修

会を開催できた。 

日本は、諸外国にないスピードで高齢化が進

み、高齢者施設・在宅介護へのニーズが高まって

いる。医療現場と高齢者施設の間で患者が行き来

するなかで、薬剤耐性菌が伝播する危険性、ま

た、集団で生活する環境において、ノロウイルス

やインフルエンザなどの集団発生の危険性があ

り、高齢者施設における感染対策の必要性がます

ます増している。このような施設で勤務するスタ

ッフに対し、感染対策の実務的内容を教育する機

会を提供することは、AMR対策の一環としても、

今後重要になってくる。高齢者施設等における感

染対策向上の一手法として、感染対策地域連携の

枠組みを用いることは有用と考えられた。 

研修内容に関して、今回、感染対策の基本（標

準予防策・感染経路別予防策）を中心としたが、

参加者アンケートから、毎年基本的な内容を希望

する一方で、ブラッシュアップした内容を希望し

ている参加者も多いことが分かった。高齢者施設

等のスタッフの構成を考えると、介護士に比較し

看護師の参加割合が多いことが分かった。今後、

研修会を継続していく上では、各施設で教育的立

場となる看護師に対しては、より発展的な内容を

提供する機会を設ける一方で、より多くの介護士

が参加できる機会を提供していく必要があると考

えられた。また、グループワークを設けること

で、他施設の現状を聞くことができ、情報共有の

良き場となっていることも分かった。 

今回、医療圏を考慮し、県内３箇所で研修会を

開催したが、会場近くの施設参加が多かった。会

場からやや離れていた鈴鹿・亀山地域、伊賀・名

張地域などからの参加は少なかったため、研修会

の開催場所の設定は考慮すべき要因と思われた。 

本年度の結果を踏まえ、三重県のすべての施設

から１回は参加していただくことを目標にし、引

き続き活動を行なって行きたいと考えている。 
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E.結論

三重県内全域を対象に３箇所で高齢者施設等研

修会を開催した。県下全域の施設に研修会の周知

を行うには、県の支援が必須であり、また運営事

務局など実務的な支援を行う者が必要と考えられ

た。複数個所で開催しても、全施設の 36%からの

参加にとどまったため、引き続き基本的な内容で

の研修会を継続し、全ての施設からの参加を働き

かけるとともに、各施設で指導的立場にあたる看

護師などに対しては、より発展的な内容の教育も

必要と考えられた。 

F.研究発表

1．論文発表

なし

2． 学会発表 

日本感染管理ネットワーク東海北陸支部

第 25回定例会 

「三重県感染対策支援ネットワーク

（MieICNet）の事務局を担当して」 

G．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得

なし

2. 実用新案登録

なし

3.その他

なし
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厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 
分担研究報告書 

AMRに関する県民への普及・啓発に関する研究 

研究分担者 新居 晶恵 三重大学医学部附属病院 感染制御部 副看護師長 

研究要旨 

薬剤耐性（AMR）対策推進月間である 11月を中心に市民を対象に啓発活動を行った。 

本年度の市民公開講座は、小学生とその保護者を主な対象と位置づけ、AMR関連のイメー

ジキャラクターを作成し、これらのキャラクターを使ったチラシや啓発グッズを作成した。

三重県内の病院、高齢者施設、保険薬局、津市内小学校にチラシとポスターを配布するとと

もに、駅構内にポスターを掲示した。また、駅前にてチラシの配布や大型ショッピングセン

ターの催し物会場にてプレイベントを行った。11 月 23 日（木・祝）に市民公開講座(上手

に付き合おう「バイキン」と「クスリ」～知っていますか「薬剤耐性菌」のこと～)を開催

した。市民公開講座では、講演のほか、手洗い演習や顕微鏡での微生物観察など体験型のコ

ーナーも設けた。これら市民啓発活動の準備から終了までの活動内容を整理した。 

A. 研究目的

薬剤耐性（AMR）の拡大を防ぐためには、医療

者だけでなく、国民（市民）も感染症にかからな

い、拡げない方法を実践するとともに、抗菌薬の

正しい服用方法についての知識を習得する必要

がある。 

しかし、AMRが注目されてまだ間もないことも

あり、AMRの認知度は低い状況である。今回、AMR

という言葉を市民に知ってもらう、また、興味を

持ってもらうことを目的に市民公開講座を含む

各種啓発活動を行なった。本分担研究の目的は、

他地域でも参考となるよう、市民への啓発活動の

一例を提示することである。 

B. 研究方法

国の「薬剤耐性（AMR）対策推進月間」である 11

月を中心に、三重大学病院感染制御部が主体とな

り、（１）ポスター等の啓発資材の作成・周知、（２）

市民公開講座など学習の機会の提供を行った。 

市民啓発活動の準備から終了までの活動内容を

まとめ、アンケート結果等をもとに検証した。 

本研究の実施にあたっては、研究代表者、分担

研究者のほか、市民公開講座運営者からなる研究

班によって検討を行った。本分担研究班のメンバ

ーは以下の通りである。 

氏名（職種） 所属 

研 究 

代表者 

田辺 正樹 

（医師） 

三重大学医学部附属病院 

感染制御部、感染症内科 

分 担 

研究者 

新居 晶恵 

（看護師） 

三重大学医学部附属病院 

感染制御部、看護部 

分 担 

研究者 

中村 明子 

（検査技師） 

三重大学医学部附属病院 

感染制御部、中央検査部 

研 究 

協力者 

福田みどり 

（看護師） 

三重大学医学部附属病院 

看護部 

研 究 

協力者 

中原 弘喜

（看護師） 

三重大学医学部附属病院 

看護部 

研 究 

協力者 

山崎 大輔 

（薬剤師） 

三重大学医学部附属病院 

感染制御部、薬剤部 

研 究 

協力者 

森川 祥彦 

（薬剤師） 

三重大学医学部附属病院 

薬剤部 
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（倫理面への配慮） 

本研究は体制整備についての研究であり、個人

が識別可能なデータは取り扱わないが、写真等を

用いる際に個人が特定できないように配慮した。 

C. 研究結果

研究代表者、分担研究者の３名がコアとなり、

ポスター等の啓発資材の作成・周知、市民公開講

座の準備等を行なった。 

１．チラシ・ポスターの作成 

①市民公開講座のチラシ・ポスターと②AMR 対

策推進月間の周知ポスターの２種類を作成するこ

ととした。本年度の市民公開講座は、小学生とそ

の保護者を主な対象と位置づけたため、小学生に

も興味がもつようなチラシとした（図１）。AMR対

策推進月間の周知ポスターについては、継続的に

使えるよう年度を表示しないものとした（図２）。 

図１ 平成 29年度・市民公開講座チラシ 

図２ AMR対策推進月間周知ポスター 

①市民公開講座のチラシ・ポスターについては、

A4サイズのチラシ 35,00部、A3サイズのポスター

200部、B2サイズのポスター20部、B1サイズのポ

スター10部を作成した。市民公開講座は、三重大

学医学部附属病院が主催者となり、三重県感染対

策支援ネットワークを共催とした。また周知する

にあたり、三重県感染対策支援ネットワーク

（MieICNet）の運営に関わっている団体（三重県

医師会、三重県病院協会、三重県看護協会、三重県

薬剤師会、三重県病院薬剤師会、三重県臨床検査

技師会、三重県老人保健施設協会）に加え、三重大

学医学部附属病院、三重県老人福祉協会、三重県

教育委員会、津市教育委員会に後援を依頼した。 

②AMR対策推進月間の周知については、A3サイ

ズのポスター900 部、B2 サイズのポスター20 部、

B1サイズのポスター10部を作成した。 

2．市民公開講座の周知 

①MieICNetの HP（http://www.mie-icnet.org/)上に特

別サイトを作成し、チラシの QR コードから参加

申し込みができる形式とした。また、FAXでの申

し込みも可能とした（図３）。
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図３ 平成 29年度・市民公開講座申し込み用紙 

②三重県内の病院（100）、三重県内の高齢者施設

（262）、三重県内の保険薬局（722）、津市内小学

校（51）にチラシとポスターを配布した（表１）。

表１ チラシ・ポスターの配布数 

施設 

（数） 

配布時期 

配布数 

市民公開講座（図１） AMR対策推

進月間ポス

ター（A3）

（図２） 

チラシ
ポスター 

（A3） 

病院 

（100） 

10月初旬 

各病院あ

たり 20 部

（計 2000

部） 

各病院あ

たり 1 部

（ 計 100

部） 

各病院あた

り 1 部（計

100部） 

高齢者 

施設 

（262） 

10月末 

各施設あ

たり 5 部

（計 1310

部） 

保険薬局

（722） 

10月初旬 

各薬局あ

たり 20 部

（ 計

14440部） 

各薬局あた

り 1 部（計

722部） 

小 学 校

（51） 

9月中旬 

児童数に

合わせて

配布（計

15254部） 

各学校あ

たり 1 部

（ 計 51

部） 

③11 月の AMR 推進月間、11/13-11/19 の World

Antibiotic Awareness Week にあわせ、JR 津駅

と近鉄津駅にポスターを掲示した。JR 津駅は、

B1 サイズの市民公開講座と AMR 対策推進月間ポ

スター各４枚を駅の連絡通路に並べて掲示した

（図４）。 

図４ JR津駅へのポスター掲示 

近鉄津駅は、B2 サイズの市民公開講座と AMR

対策推進月間ポスター各 2 枚を改札後の広場に

並べて掲示した（図５）。 

図５ 近鉄津駅へのポスター掲示 

④11月 23日（木・祝）の市民公開講座の約 2週間

前の 11 月 10 日（金）17:00-18:00 に JR 津駅前

にて市民公開講座のチラシにマスクをつけて 2

名で配布を行なった（図６）。１時間でおよそ 100

枚のチラシを配布した。
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図６ JR津駅前でのチラシ配布 

⑤11月 11日（土）11：00-14：00に、津市内の大

型ショッピングセンターの催し物会場にて実施

したプレイベントにあわせ、ショッピングセンタ

ーの入口２箇所でのプレイベントと市民公開講

座のチラシを配布した。3時間でおよそ 200枚の

チラシを配布した（図７）。

図７ ショッピングセンター前でのチラシ配布 

⑥上記に加え、津市広報（11月 15日号）、つぅぴ

ーす（11 月号）、三重大学病院広報誌・MeWS

（Vol.25, 2017 AUTUMN）、三重大学広報誌・三重

大 X（Vol.38,6月発行）など既存の広報媒体を用

いた周知を行なった。

3．啓発グッズの作成 

①街頭でのチラシ配布や市民公開講座開催時に使

用するため、各種啓発グッズを作成した。グッズ

作成にあたり、AMRに関連するイメージキャラク

ターを６種類作成した（図８）。

図８ AMR関連のイメージキャラクター 

②上記イメージキャラクターを用いて、スーパー

ボール 6種類、缶バッチ 6種類、マグネット 6種

類、バッグ、Tシャツ（図９）、のぼり 2種類（図

7参照）を作成した。

図９ AMR関連の啓発グッズ 

スーパーボール、缶バッチ、マグネットには、

イメージキャラクターともに、AMR対策について

知ってほしい言葉を載せた（表２）。 

表２ グッズに掲載した言葉 

キャラクター 言葉 

カゼには抗菌薬は効きません

おくすりは最後まで飲もう 

2017年11月10日（金）17:00-18:00
津駅東口でのビラ配布
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家に帰ったら手を洗おう 

耐性菌は増やさない 

咳が出るときはマスクして 

善玉菌も抗菌薬で死ぬんだよ 

4．市民公開講座プレイベントの開催 

 11月 23日（木・祝）の市民公開講座の約 2週間

前に、市民公開講座の周知を兼ね、津市内の大型

ショッピングセンターの催し物会場にてプレイベ

ントを実施した（図 10）。

日時：平成 29年 11月 11日（土）11時～14時 

場所：津市内大型ショッピングセンター内の催し

物会場 

内容：①蛍光塗料とブラックライトを用いた手洗

いチェック 

②ミニレクチャー：「AMR とは」「ノロウイ

ルス感染症について」

③吐物処理実演

参加者：93名 

実施者：三重大学病院 ICT 7名 

図 10 ショッピングセンターでのプレイベント 

5．市民公開講座の開催 

11月 23日（木・祝）に市民公開講座(上手に付

き合おう「バイキン」と「クスリ」～知っています

か「薬剤耐性菌」のこと～)を開催した（図 11）。 

図 11 市民公開講座の様子 

日時：平成 29年 11月 23日（木祝）13時‐16時 

場所：三重大学講堂（小ホール・ホワイエ） 

内容： 

A. 講演の部

①バイキンのお話（三重大病院・検査技師） 

②感染症・薬のお話（三重大病院・医師）

③感染対策のお話（三重大病院・看護師）

④特別講演「知ろう感染症 守ろう抗菌薬～

薬と耐性菌の大切な話」（国立国際医療研

究センター・医師）

B. 学びのコーナー（図 12）

①バイキンを見てみよう（顕微鏡で微生物を

観察）

②お薬クイズ（抗菌薬についてのクイズ）

③手をきれいに洗えるようになろう（手洗い

チェッカーを用いた手洗い演習）

④咳エチケットトレーニング（咳エチケット

の体験）

C. 遊びのコーナー

①バイキン・ボーリング

②バイキン・つり

③バイキン・ダーツ

2017年11月23日（木・祝）13:00-16:00
三重大学三翠ホール

市民公開講座

参加者 110名（子供40名）

2017年11月11日（土）11:00-15:00
ショッピングセンターでのプレイベント
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図 12 学びのコーナーの掲示物 

参加者：110名（うち子供 40名） 

子供 37％、31-49 歳 31.5％、51-69 歳 23.1％の

順であった。 

スタッフ：三重大学病院職員、県内病院の感染対

策担当者、ボランティアなど計 35名（図 13）

図 13 市民公開講座のスタッフ 

講演だけでは、学習効果が乏しいと考え、「学び

のコーナー」を設置し、講演前や休憩時間に顕微

鏡での菌の観察や手洗いチェックなどの体験の機

会を提供した。また、学びのコーナーは、スタンプ

ラリー形式とし、各ブースを訪れる機会を増やす

取組みをした（図 14）。  

図 14 

スタンプラリー

参加者のうち、108 名からアンケートを回収し

た。津市内からの参加が 62.6%であった。イベント

をどこで知ったかについては、チラシ 46.3%が最

も多く、次いで、広報誌 22.2%、ポスター19.4%の

順であった。チラシ・ポスターと回答のあった 70

名の内訳は表 3のとおりであった。 

表３. チラシ・ポスター周知による参加 

チラシ ポスター 計 

学校 15 4 19(27%) 

高齢者施設 11 6 17(24%) 

病院 8 5 13(18%) 
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保険薬局 9 3 12(17%) 

津駅 4 1 5(7%) 

プレイベント 2 2 4(6%) 

計 49 21 70 

講演については、第一部と第二部の間で、休憩

をはさんだ影響もあり、第二部（特別講演）の参

加者が少ない結果であった。講演内容のばらつき

はあるものの、参加者の 80％程度は、「よかっ

た」との回答であった（図 15）。 

図 15 市民公開講座（講演部）の感想 

学びのコーナーについては、「バイキンを見て

みよう」と「お薬クイズ」参加者の 80%程度が

「よかった」との回答、また、「手洗い体験 」と

「咳エチケット」参加者の 90%程度が「よかっ

た」との回答であった（図 16）。 

図 16 市民公開講座（学びのコーナー）の感想 

D. 考察

 AMR 対策という市民がなじみのない分野での啓

発活動は、まずは AMRという言葉を市民が認知し、

興味を持ってもらうことから始めなければならな

い。 

本分担研究ではまず、AMR という言葉を市民に

知ってもらうために、1 日乗降人数が 26000 人強

である津駅の掲示板に AMR 対策推進月間にポスタ

ーを貼る、津駅前や大型ショッピングセンター入

り口でのチラシを配布する取り組みを行った。津

駅、プレイベントでの広報で AMR に興味を持ち 9

名が市民公開講座へ参加があったことから、この

ような活動も多くの市民の目に留まったと思われ

る。インパクトがある広報方法を今後も模索し継

続的に行わなければならない。 

市民公開講座は、未来へ使える薬を残そうとい

う AMR リファレンスセンターのメッセージを受け、

ターゲットを小学生と保護者に絞った。9 月中旬

より広報を津市内の小学校全児童へのチラシ配布

し、30－40代の読者が多いローカル情報誌への広

告を掲載、公共機関等（病院・保険薬局）にポスタ

ーの貼付、チラシ配布の依頼行ったが、10月中旬

で参加申し込みが 50 名以下であった。そのため、

高齢者施設、津市広報誌、三重大学広報誌、三重大

学病院広報誌へ実施要項を掲載し、大型ショッピ

ングセンターでプレイベントを行い参加者を募っ

た。結果、参加者は子供と 31-49 歳の保護者層が

68.5％であり、絞りこんだターゲット以外の年齢

層の参加が多かった。 

チラシについては、小学生（中学年）以上が読め

るように工夫した 4 コマ漫画を用い、裏面に遊び

のコーナーがあることもアピールしたが、11月中

旬のイベント紹介のチラシを 9 月中旬に行ったた

め、配布時期が早く集客に結びつかなかった可能

性が考えられた。 

啓発グッズとして配布した缶バッチ、マグネッ

ト、スーパーボールについて、缶バッチには、日常

的に使用するバックやランドセルに子供たちが缶
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バッチをつけ歩き広告塔になること。市民公開講

座に参加しなかった子供たちとスーパーボール遊

びをすることによってメッセージを普及させるこ

と、冷蔵庫などにマグネットを貼ることよって AMR

対策へのメッセージが家庭に根付くことを期待し

て作成した。 

 講演については、「AMRの基礎となる微生物につ

いて」「感染症について」「感染予防策の基本」を先

に講演し、特別講演で AMR についての講演を行っ

た。子供が、講演中に会場を出て遊びや学びのコ

ーナーで過ごすことも考え、会場の出入り口を一

つとし、保護者同伴でないと外へ出られないよう

にする等の取り組みも行った。講演が進むにつれ

参加者が減っているのは子供が講演会場から出て

いることが要因として考えられた。 

 学びのコーナーでは、前半の講演に関連した内

容としており、実際に菌を見る、クイズに答える、

手を洗う、咳エチケットを実際に行うなど五感を

使ってのものを準備した。これらをスタンプラリ

ー方式にすることですべてのブースに立ち寄る参

加者が多かった。 

準備期間はそれぞれ 1 週間程度を要した。バイ

キンを見てみようは、臨床検査技師が運営した。

ディスカッション式の光学顕微鏡の手配や準備に

時間と手間を要すること、標本を作るに際して市

民が不快になる、微生物が怖くなるような形状で

見せないようにすることに留意した。顕微鏡を顕

鏡できる人数が決まっているため行列にならない

ように、説明図などを用いて一人当たりに要する

時間を少なくするよう工夫を行った。 

手洗い体験は感染管理認定看護師が運営した。

会場が明る過ぎるとブラックライトで蛍光塗料が

あまり光らないため、黒い布を敷くなどの工夫が

必要であった。多くの参加者が手を洗うため、手

洗い場周辺が水浸しになることを考慮し清掃する

こと、手洗い場で行列ができないように手洗い場

を多く確保することなどが必要であった。 

咳エチケットトレーニングは、紙芝居とし、咳

エチケットが必要な日常の場面を出して〇×クイ

ズを行った。最後に咳やくしゃみを腕で覆う方法

を感染管理認定看護師と共に行う方式とした。 

 お薬クイズは、薬剤師が運営した。抗菌薬の適

正使用に関する〇×クイズに 1 人 2 問答え、解説

を行った。ゲーム感覚を持たせるために設問をく

じ引きで選ばせる形とした。 

 遊びのコーナーは、手袋の中にスーパーボール

入れ膨らませたものをダーツで射るゲーム、バイ

キンが書かれたピンをボールで倒すゲーム、駄菓

子に AMR に関するメッセージをクリップで留めマ

グネットを付けた釣り糸で釣るゲームの 3 つを行

った。子供だけでなく大人も気楽に楽しめるよう

声掛けを行うことで多くの参加者が挑戦していた。 

講演会終了後も、学びのコーナー、遊びのコー

ナーは 30分間程度、開催した。講演を聞いた後に

実際に体験をすることでさらに学びが強化された

と思われる。 

アンケートの結果、講演会、学びのコーナーと

もに 80％以上が良かったとの回答であったことか

ら今回の市民公開講座は有効であったと考える。 

しかし、まだ認知度が低い AMR を前面に出すので

はなく、感染症の診断や治療に絡めて AMR の内容

を織り込むほうが集客につながると思われた。 

 今回、市民公開講座の周知にあたっては、三重

大学広報部の協力を得て実施した。広報部と共同

することで、感染制御部独自の周知活動に加え、

三重大学の広報ツールも活用することができた。

広報部がプレスリリースを行ったことで、市民公

開講座当日の様子を地元テレビ局のニュースとし

て取り上げていただいた。また、我々の啓発活動

の様子を広報部の視点で記事としてまとめ、三重

大学のホームページに掲載していただいた（資料

５）。 

E. 結論

 市民になじみのない AMR という言葉を知っても

らう、興味を持ってもらうことは、草の根の活動
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が必要でありすぐに目に見える反応につながるこ

とが難しいことが解った。AMR という言葉を知っ

てもらうためにインパクトのある広告を多くの人

が見る場所へ掲示することが有効と考えられた。 

 市民公開講座は、AMR 対策を広めるためには有

効であるが、継続的に市民公開講座を行うには、

大人数を対象に予算をかける方法だけではなく、

小規模な市民のコミュニティー（学校での授業、

婦人会、老人会等）で数多く講演するなど、草の根

的に広げていく方法も今後必要と思われる。 

F. 研究発表

1．論文発表

なし

2． 学会発表 

なし  

G．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得

なし

2. 実用新案登録

なし

3.その他

なし
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彦孟果蕊笠

三重大学医学部附属病院田辺正樹医師

演題：感染症・薬のお話

細菌は体の様々な部分で炎症を引き起こします。抗生物質は細菌に対する有効な手段ですが、正しく服用しないと、生き残った

細菌が薬剤耐性を獲得し、症状が悪化する恐れがあります。処方された際には医師・薬剤師の指示を守り、症状が治まった後も

薬を飲みきることが重要です。
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三重大学医学部附属病院新居晶恵看護師

演題：感染対策のお話

感染症成立の悪循環を断っためには、くしゃみをする際の注意や、正しいマスクの付け方、手の洗い方等を生活の中で実践する

ことが重要です。

国立国際医療研究センター 具芳明医師

演題：知ろう感染症 守ろう抗菌薬～薬と耐性菌の大切な話～

抗生物質は公共の財産です。服用者は正しく抗生物質を使用し、薬剤耐性菌の発生を予防して後世へ抗生物質を残していくこと

が大切です。

幅広い年代の参加者が、体験型ブースでは楽しく、講演では熱心に学ぶ姿が印象的でした。

三重大学医学部附属病院感染制御部では、今後も薬剤耐性菌に対する啓発活動を行って参ります。

三重大学ホームページ
http://www.mie-u.ac.jp/topics/kohoblog/2017/11/post-1469.html
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